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特集・労災保険率／石綿障害予防規則
写真：元労働者の中皮置が公務災書毘定されたJR来日本大船工渇



世界会議の成果を「アスベストのない世界jヘ！
原則禁止後の課題と対策確立を探る

4.13（水）14:00-11:00
石綿対策全国連絡会議
第18回総会

石おj＼の国際表示

2005年4月13日（水） 東京・高田馬場「全建総連会館1階会議室J

午後2時～3時半第18回総会／取り組みの報告
午後3時半～5時 「アスベスト原則禁止後の労働安全衛生対策一石綿障害予防規則を中心に」

諦師：永野和則氏（厚生労働省化学物質対策課化学物質情報管理官）

昨年日J l 19・21日の3Lllilf、点点・早稲川大学国脱会議場でIJHl!iiされた「20例年世界アスベスト東京会

議（GAC2004）」には、世W-40か国・地域から、アスベスト被災者とその家族、市民、労働者、医療従事者、

弁護士、総々な分野の点門家・研究オ~－－ 行政｜民l係者、学生等々、 800名が参加。「To野ther for the futurcJ 

をメインテーマに仰げ、アスベストに｜刻わるあらゆる側而を包招的に取り上げ、過去・現状・最新の治験~lf,

を検託、共通の，，lll!組を傑求しつつ、Mt*FI （こ「~u；（立言Jを雌認して成功裏に終了することができました。

天19H¥ 1 ~ ・利凶官委u艮が｜別会＇il,j°で述べたように 「アスベストのない世界は、もはや夢ではなく、近い将
米の別主的な日似Jであることを｛確認した、画期的な会議となりました。

ー点、｜門：｛jニlOJ J 111には、いよいよわが国におけるアスベストの「原則然止jが実行にうつされています。

労働v.全尚生の分野では、「b;THIJ然Jt」を踏まえた対策の光突を目的とした「石和ii障害予防規WJ」が、2
fl 24 1:1(こ新たに制定され、本年7月lトlから施行されます。今回は、総会議事、取り組みの報告の後に、J平
正｜三労働行のttJ当者ーをおmきして、 「アスベストIJlUliJ然 1 1~.後の労働安全衛生対策一石和illl~'t寄予防規則をι，，

心にJとj泊して、学習会をIJW!ll：いたします。

私たちが繰り返し訴えてきたように、 「回lliJ禁止jはr1成初の一歩」であり、以下の4点を住とした抜本的対

策の隊立が急務です。

① アスベスト「／J;tHIJ然11：」の凶行慌悦と'l!JUJ全而然止の実現

② 今後本絡的な「尚行」のII年JUIを迎えることカ｛jj'(t突な｛邸，Ji被苫対策の確立

③ 既i字アスベストの~llil・行耳H・除去・廃棄を通じた対策の確立

＠ 術外移•I去のml止および地球脱絞でのアスベスト禁止の実現
石おii対策全11ヰj車絡会議はその実現をめざして、市の般で・アスベスト問題に取り組む団体・間人のもっと

も広範なネットワークとして＇fi'l報収集・促供、作々 の取り組みの；mmi・調盤、共同キャンペーンの位進等

の役割を担っていきたいと巧ーえています。

4H 1311 (;J<）午後に開催される第18回総会、

学習会はどなたでも参加lできます（参加無料）。

多くの皆阪にふるってご参JJIIいただきますよう

お願いいたします。

石綿対策全国連絡会議
〒136-0071東京都江東区亀戸7-JO-]Zピル5階

全国安全センター内
TEし（03)3636-3882/FAX (03) 3636-388.l 
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特集/労災保険率

労災隠しと刈ット制を考える 
「労災保険料率の設定に関する 

検討会」の資料から
西野方庸

関西労働者安全センター事務局長

労災隠しは遡上に上がらず
厚生労働省は昨年5月に、「労災保険料率の設 

定に関する検討会」を設置、今年1月まで12回開き、 
1月14日に「『労災保険料率の設定に関する検討会』 
報告書一労災保険率、業種区分、刈ット制一」とし 
て検討結果を公表した(2005年3月号44頁参照)。
一昨年、政府の総合規制改革会議(当時)で、労 

災保険民営化論議が盛んに行われたのは記憶に 
新しいところだが、その結末として、厚生労働省と同 
会議が一昨年末に合意に至った課題のうちのひと 
つに答えを出すためである。

2003年12月22日に同会議が公表した「規制改革 
の推進に関する第3次答申一活力ある日本の創造 
に向けて一」(2004年1、2月号83頁参照)には、労災 
保険率について次のように記されている。

業種別リスクに応じた適正な保険料率の設定【平 
成16年度中に結論】
現在の労災保険の保険料率については、業種別 

に設定されているが、当該業種別のリスクを正確に 
反映したものとはなっていない。特に、事務職等の 
「その他各種事業」と「建築事業」などのサービス業 

については、給付に対して過大な保険料負担となっ 
ている。
労災保険の役割として、労災事故のリスクが高い 

業種ほど保険料率を高く設定し、業種ごとの事業主 
集団の労働災害防止へのインセンティブを促進す 
ることが挙げられるが、現行のような大幅な業種間 
の調整を行うことにより、そうしたメカニズムが十分 
に機能するものとはなっていない。

したがって、事業主の労働災害防止へのインセン 
ティブをより高めるとの観点も踏まえ、業種別の保険 
料率の設定について、業種ごとに異なる災害リスク 
も踏まえ、専門的な見地から検討し、早急に結論を 
得るべきである。

また、保険料率は審議会等のプロセスを経て決定 
されているとはいえ、当該審議会等の情報開示は 
不十分であり、どのような計算の下で、将来債務の 
額等が算定され、料率改定が行われたのかなどに 
ついて、具体的に明記すべきである。

(分野横断的な取り組みで決定された、追加5の 
重点検討事項の2番目となっている「労災保険及 
び雇用保険事業の民間開放の促進など」の中で、 
「具体的施策」としてあげられたもの。)

厚生労働省は、「業種別のリスクを正確に反映し
2安全センター情報2〇〇5年4月号



たモ『とはなって lltJ: lリとする見解については、「社

会保険たる労災保険においては、業種目lに厳密に

収支均衡する必要はなく、総合規制改革会議の主

娠は社会保険の理論を無視している。また、災需防

止は、 義的には、回の災告防止施策が担うべき

ものである。 J(平成15年 12月24日発友の「厚生労働

省の考え方J)と反論して IIるが、労災保険率設定の

仕組みそのものについての検討については、合意

したものである。

そもそも労災保険率の設定の仕組みなど、これ

まで労災保険をめくる議論のなかで、あまり閣心が

持たれるととはなかった。保険料を負相する立場の

経営者凶体の方力、ら弘何日リうた樋や全体の保険率

の高低に閣する議論はともかく、設定 β 法の問題

まで取り上げた例はあまりなかったのではないだろ

うか。しかし、労災保険率の設定は、何日リ事業主の

負担額を左右し、その負担が相当なものになること

を考えξと、不思議な訴ではあった。その原凶は、総

合規制改革会議も言うように、情報開不がィ、十分

というところにあったのではないかと考えられる。五

際、労災保険率設定について解説された,'1",版物な

ど、メリット制の解説本くもいしかなく、専門家が論

じたものも極端に少ない。筆者が自にした毛のでは、

『労災保険財政の1［組みと実際J(林茂吉著、労働

基準調杏会、昭和 59 年)と『新・労災保険財政の仕

組みと理論J(岡山茂・浜民大著、労務行政研究所

発行、平成ノ」年)くら IIしかない。

今|門|江検討会のために事務局が作成した資料が、

いま厚生労働省のホムページで公開されている

(http://www.mhlw四 ;p/shingi/othc .r html曲。 udou)。

それらがもっとも詳細で新しい情報といえよう。ホー

ムページには、 12 固にわたξ検討会の議事録も掲

載されているカ入一読して感じるのは、参集した専門

家自身の理解度がそう高いをのではなく、議論は終

始事務局が引っ張っている印象であった。いままで

設定方法の検討に関わったのは、厚生労働省のス

タッフであり、そこに情報が蓄積され、外部に積極的

に山されてこなかった所以というものだろう。

ところで、との労災保険率の問題、お金を払う事

業主の問題だから給l,jを受ける担uの労働者は悶係

ないことだろうか。いや、なかなかそう簡単にいえる

ものでもない。

業種ごとに労災保険率が定められ、産業構造の

定化にともない保険率が大きくなっている業種で働

く労働者にとっては、労災保険率が事業場の存亡

に大きく関わるような事態毛ある。たとえば、林業の

「木材伐 Hi業」は、 「ノk力発電施設、ずい道等新設
事業」とともに少し前まで133/1 ,α泊とL追う最高率となっ

ており、者細事業場が多い実態に加え、産業肉体

が弱体化している現状をさらに悪化させるという事

「青から、最も新しい保険率改正の際に、「その他の

林業」と業種を合併させξ ことにより、 59/1, 000 にま

で一挙に引き|、げた。また、零細事業場の事業主

が特別加入するとしても、業離によっては肝心の保

険料傾が高傾すぎて、脱退を余儀なくされたりする

とともある。

また、実際の保険給付額が保険料負担に直接影

響するメリット制は、労災隠しにつながっていると、

在、たちは度々指摘してきた。ごく単純にメリット制の

計算方式により抑算しても、確カヰこ「隠したほうが得」

と判断できる場合カTあり、長い沢として「保険料が上

がるから」と労災隠しの動機を諮る事業主に、「それ

は勉強が足りない」と労災保険の仕組みを解説して

諭すことができない。もちろん、被災者の権利を損

なう事業主に青い訳は無用だが、少なくとも保険制

度|も、労災隠しが得にならなLミょうでないと、保険

制度の草昧がなくなってしまう。

しかし、検討会の議論をみると、乙うした点につい

ては、いくらかはふれられるものの、メリッ卜市Iの構

造そのものを検証する議論とはなっていない。

かなり詳細な情報が公円目されたいま、労災保険率

設定方法の問題は、今後十分に検討されなければ

ならないが、ここではメリット市［Iに焦点をしぼり、検討

するととにする。

労災保険給付で上下する保険料

労災保険のメリッ卜制は、次のようなものである。

事業の種類ごとに災害不等に応じて定められて

いる労災保険率を伺別事業に適川する際、事業の

種類が同 であっても作業工程、機械設備あるい

安全センタ情報2005年 4月号 3

http://www.mhlw%25e5%259b%259b


特集/労災保険率 目

メリッ卜収支率の計算式

l閣………関肌肱一……しロ吋一一て古叩叩…支蹴叫……払肋山……わM仇…れ枇叫た城保 一[一…制叩一l昨時一年特金

[基…日以j一 一 一 錨嬬一一一差鵠酔一一額ト日一一4哨時陪金
前3年度間に業務災害 者に支払われる遺族特別一時金

険給付の額及び特別支 ③特定疾病に係る保険給付の額及び特別支給金の額
給金の額 ④第三種特別加入者に係る保険給付の額及び特別支給金の額

一 … 耐…の棚…額
[一…一一般鵬附…保鰍附険酬料の額

入保険料の額(業務災害率に応ずる部分の額)

メリッ卜収支率= x100 

は作業環境の良否、事業主の災害防止努力の如

何等により事業ごとの災害率に差があるため、事業

主負担の公平性の観点から、さらに、事業主の災

害防止努力をより一層促進する観点から、当該事

業の災害の多寡に応じ、労災保険率又は労災保険

料を上げ下げするものである。

〔第3回検討会資料「労災保険のメリット制について

(概要)J

事業場規模があまりに小さいと、偶然の要素が

反映されてしまうので、メリ、ソト制が適用されるのは、

以下の事業場となる。

1. 継続事業(一括有期事業を含む)の場合

連続する3保険年度中の各保険年度において、

次の①~③の要件のいずれかを満たしている事業

であって、当該連続する3保険年度中の最後の保険

年度に属する3月31日(以下「基準となる3月31日」と

いう。)現在において、労災保険に係る保険関係が

成立した後3年以上経過してし渇事業についてメリ、ソ

ト制の適用がある。

(1)常時100人以上の労働者を使用する事業

(2)常時20人以上100人未満の労働者を使用する

事業であって、その使用労働者数に、事業の種

類ごとに定められている労災保険率から非業務

災害率G亘災及び二次健診給付に係る率:0.9厘)

を減じた率を乗じて得た数が0.4以上であるもの

(3) 一括有期事業における建設の事業及び立木

の伐採の事業であって、確定保険料の額が 100

万円以上であるもの

2. 有期事業の場合

(1)建設の事業であって、確定保険料の額が100

4 安全センター情報2005年4月号

万円以上又は請負金額が1億2，000万円以上の

もの

(2) 立木の伐採の事業で、あって、確定保険料の額

が1ω万円以上又は素材生産量が1，000立方メー

トル以上のものj

現在のメリット制の中身は、3年間の連続した保険

年度(4月1日から翌3月31日)の保険料の額で、そ1の

同じ期間に支払われた労災保険の給付額を割り、

その結果出てきた「メリット収支率」にもとづいて、翌々

年の労災保険率を決めるというものである。

その労災保険率の上限と下限の限界は土40%

となっている。そのメリット収支率の計算式と、収支

率の計算に使用される調整率、保険料の増減表は

それぞれ別掲のとおりである。数式の分子にのる数

字は、たとえば遺族補償などのように、年金給付と

なる場合は、労働基準法によりし000日分に換算し

たり、休業補償や療養補償が長期にわたり支給され

る場合には療養開始後3年間のみを算入するなど

のためズレがおきるので、均衡をとるために、第1種

調整率を分母に掛けることになる。(詳細な解説は

省略する。)

死亡災害1件発生の試算
事業主の負担増は1千万前後

さて第3回検討会(2∞4年6月14日)で配布された

「メリット制による保険料の試算」という興味深い資

料がある。実際にメリット制を適用したときの事業主

の負担額がどうなるかを、シミュレーションしたもの

である。

業種は「その他の製造業」で、1ω名の事業場と500



第 1種調整率 メリット増減率表(労災保険率から非業務災害率を減じた率の増減表)
事業の種類

一般の事業

林業の事業

建設の事業

港湾貨物取扱事業、

港湾荷役業

メリット収支率

10%以下のもの

10%を超え20%までのもの

20%を超え30%までのもの

30%を超え40%までのもの

40%を超え50%までのもの

50%を超え60%までのもの

60%を超え70%までのもの

70%を超え75%までのもの

85%を超え90%までのもの

増減率

建設の事業及び立木の 建設の事業及び

伐採の事業以外の事業 立木の伐採の事業

40%減ずる。 35%減ずる。

35%減ずる。 30%減ずる。

30%減ずる。 25%減ずる。

25%減ずる。 20%減ずる。

20%減ずる。 15%減ずる。

15%減ずる。
10%減ずる。

10%減ずる。

5%減ずる。 5%減ずる。

5%増加する。 5%増加する。

人の事業場で、まったく無災害で、

3年間たった場合と、死亡災害が

1f牛あった場合で保険料の試算

をしている。全労働者の平均年

収(賃金)を500万円と仮定し、被

災労働者の年収を500万円(給

与30万円、賞与年額14C町円)と

仮定する。

90%を超え100%までのもの 10%増加する。
10%増加する。

100%を超え110%までのもの 15%増加する。

110%を超え120%までのもの 20%増加する。 15%増加する。

120%を超え130%までのもの 25%増加する。 20%増加する。

130%を超え140%までのもの 30%増加する。 25%増加する。

過去、無災害の事業場で、災

害が1件発生し、入院加療後(医

療費等100万円)、死亡した場合

140%を超え150%までのもの 35%増加する。 30%増加する。

150%を超えるもの

のメリット収支率の計算に算入する給付金の額は、

次のとおりとなる。

被災労働者の給付基礎日額を9，890円(91日)と

すると、労働基準法相当額である給付基礎日額は

1，000日分(9，890，000円)となる。遺族特別年金は、

算定基礎日額が1，978円となるので、労働基準法相

当額は算定基礎日額の1，000日分(1，978，000円)

となる。その他、葬祭料(611，700円)、医療費(100

万円)を含め、算入する給付金額は13，479，700円

となる。

結論は、 100名の事業場の場合メリット制を適用

した保険料は、無災害の場合258万円となり、死亡

災害が1件あった場合は542万円となる。したがって

その差は、 284万円である。

500名の事業場では、無災害の場合1，065万円で、

死亡災害があった場合は1，597.5万円。差は532.5

万円となる。

検討会の資料は1年分だけしか算出されていない

が、メ1)、ソト制は3保険年度分の確定値が翌々年に

反映されるので、1件災害が起きると3年間に及ぶ。

その影響を算定すると、 100人の事業場では、2年目

も上限に届く収支率なので284万円、3年目は213

万円の差となり、3年間の合計で781万円である。500

人の事業場は、2年目で445万円、3年目で355万

40%増加する。 35%増加する。

円の差となり、合計は1，332.5万円である。

結局、死亡災害を起こしたら、 100人の事業場で

781万円、500人の事業場で1，332.5万円労災保険

料は負担が増えるということになる。そしてその額は、

災害が発生した翌々年度から3年に渡って支払うこ

とになる。遺族の妻がその後ずっと年金給付を受け

続けることを考えると、この負担増加はそれほどで

もないともいえる。その給付額総計は、 1億円を上ま

わる可能性もあるのだ、から。それに1人の命が失わ

れた重さを考えると、この保険料の数字は意外性は

感じられないかもしれない。

休業災害は考えどころ
労災隠しの立派な根拠

それでは、休業をともなう療養をする労災事故が

あったときはどうだ、ろうか。検討会の資料で、は、死亡

災害があった翌々年度1年だ、けの分を算出しただ、け

なので、新たに算出してみた。労働基準法の規定額

分のみの算入となったり、 3年以降の給付が除外さ

れる長期の給付ではなく、給付額まるごとが収支率

の計算式に算入される短期給付の場合である。

6か月休業を要し、その聞に休業補償給付と休業

特別支給金で144万円を支給し、療養には300万円
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を支給したと仮定する。合計 444 万円である。

これを同じ計算式に当てはめるたのが、「メリッ卜

制による保険料の試算」の (3)［後掲］である。結局、

100名の事業場では、 195万円のJilとなり、 2年Hは

193 .5 )j円、 3年目は 142)j円で合計 530.5 )J円の負 

J口増というととになる。とれが 500 1',の事業場となる

と、 177. 5万円の増となり、 2年Rと3年同は 90万円

で台計すξと357.5 )jfllの負担増となる。

との つの数字は重要である。被災労働斉に労

災保険給付として支給された 444万円との長額は、

100人で 86.5)j 円、 500人で 186 .5 )j円としのことに

なる。つまり、少なくともとのケースでは、 500朽の事

業場では、労災保険を使わず、その額をまξごと事

業場が負担した)jが 86.5 )J刊得すξことになる。 1∞
人の事業場でも、 86.5万円の追加負但とL三三とに

なるので、どちらが得かよく検討してみようという話に

なり得る。短期給付となξことが明らかに予測できる

程度の労働災害の場台、労災｛果険を使うか、全額

会社負担でカバーするか検討することが、企業利

益にかなうということになる。

もし大きな事業場で、白前の病院や診僚所を持

っところなら、労災保険など使わずに迷わず内部で

処理したほうが負担が負担ははるかに減る。もちろ

ん白ら補償を行うのであるから、 J去に触れることは

まったくない。労働安全衛1'1去にモとづく労働者死

傷病報白を室、らないようにしてヰ卦ナばよいだけの話

だ。「ー犯罪です。」という労災隠しにはあたらない。

そもそもメリット制の存在伺値であるはずの、労災

防止泊費Jを促進して労働災当の件数をj成らすとい

うイニセンティブ、の役割は、とうした企業利誌にかな

うきめ細かな検討をする事業場には、効果がない

ことになってしまうのである。

冷静なソロパン勘定ができる事業場だけの話な

ら、それほど問題もないだろう。しかし実際問題は、

ここにいわゆる「犯罪」であるはずの労災隠しが絡

んでくる。いまのメリット制計算は、あくまで実費で給

利額に政当する補償を事業主が行う場合を想定し

たもの。もし健炭保険を使え、自己負担の3押lだけ

を事業主が負)0するとしたら労働安全衛生法の死

傷病報告を出さないとしたら、長期給｛,Jになりそうで

もいくらかのお金で話がつきそうなら、…事業主の

利益はもっとλきくなる。世の中の事業主すべてが

労働基準法ゃ労災保険法を熟知し、 i霊法;意識が高

く、合開的な考え方の人である などとは誰もいえ

ないのだから、やはりメリ、ソ卜制は、明らかに労災隠

しの「インセンティブ」ならぬ促進要閃になってしまい

うるのである。

また、検討会では参集者の 部カら、メリット制の

増減帽をもっと拡大すべきであξと意見が述べられ

ている。現行の増減幅: : : t 4 0 %を::t 6 0 %にしてはと 

いう提案である。もし単純に6 0 %にi曽やしたら、知

期給付で労災保険を使わない事業場は、確実に増

えるとととなろう。

メリッ卜制非適用の小規模
事業場が被害を受けている

検討会では、メリット収文ギを宵定する際の分下

から除外する部分について、いくつかの議論が行

われている。これは、業積別の保険率を設定する

jパ去についても同様の問題があるが、長期にわた

る給付は、労災保険率の差に反映させる三とを避け

ている点についてである。

たとえば、 40);,～の労働者が労災死亡したとき、そ

の妻は再婚しないで 80歳まで生きたとしたら 40 年

IUJ遺族補償年金の給十Jを受けることになる。また、

障告等級l級から7級までの場合も、その後障告を

持って生きる限り、障害補償年金の給付を受ける。

メリット制の計算では、それらについてずっとその事

業主の労災保険率に影響を及ぼすわけにはいか

ないので、労働県準法に決められた一時金分を段

初の計算に入れることにしている。その結果、長期

給付にかかる実際の超過負担は、その業種の全事

業主もしくは、すべての業種の事業主の保険率に

反映することとなる。それが、第1種調整率で分母か

ら差し引かれている部分ということになる。

もうEとつ問題なのは、実際のメリット制泊用事業

場数の分布は、十4 0 %と 40%"'35%、つまり|一
阪と下限に偏在してしだことでaる。そして、タじ亡災

害等給付額の多い災害を発生させた事業場の数は

全体からすξと少ないので、結局、下限の適川を受

けている事業坊の数が相当数あるという事実であ
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る。たとえば、平成 14年度の継続事業でいうと、 40

%の適用を受けた事業場は 46.7%、 35%は 12.1

%であわせると 5 8 . 8 %となる。それに対し、 + 4 0 % 

の適JIJを受けた事業場は、 7 . 1 %となっている。中山

の-5～+35% はそれぞれ O~l% で、 -30~ ー 10

%も 2～7%である。

つまり、メリッ卜制適川事業場の保険料合計は、

もしメリ、ソト制がなかったときのそれより大幅に少ない

ということなのだ。それでは、その負仰はどとに行っ

ているかといえば、それぞ、れのた積別の全事業主

の労災保険率ということになる。百い換えξと、財政

状況が普通に反映された業種別の労災保険率が

そのまま適 JIJされ、メリ、ソト制が適JIJされない小規模

な事業坊は、過分な負担を余儀なくされているとい

f三とになってしまうのである。もちろん、小規模事業

場にかかる何々の保険料はそう多額ではないので、

負担感は少ないか、メ I｝ソ卜市11適用タ事業場全体が、

i且用事業場のマイナス分を負抑するとtlう構造に

なってしまっているのである。

収文卒から増減率を当てはめる際に、この総額

負J口の割り振り機能がメリット制の設庁|時に技け必

ちてしまっていることが、欠陥となって現われている

ことになる。増減を4 0 %に揃えたときから、この矛盾

が起きるととは明らかであったといえるのである。

製造業と特定疾病の理不尽
労災保険は「パパ抜き」か

そしてもうひとつ、どう考えても理不尽なことがあ

る。本誌でもかつて指摘したととがある、特定疾病

についての取り扱いである。

じんl伸、振動病、 Jド災吉性腰痛の3疾病につい

ては、長期間職業病の原凶とな引|事に従事してき

たことによる発症が普通であり、復数の事業場の作

業が原閃となることが多い。そのため保険給付の技

術的な問題か示段後に該3する作業に従事した

事業場の労災保険により支給する取り扱しとなって

いる。しかし、最後の事業場ではわずかし均叶乍業を

していないのに、その保険給付がメリッ卜制に反映

されることとなると、最後の事業主は、たまったもの

ではない。

そこで、特定のう口重に限り、じん肺については最

後の事業坊で3年、振動障百ではl年、 Jド災当性腰

痛では2か月、それぞれ満たない場合には、メリット

制の計算から除外することにしている。業種は、じ

ん)ji市が建設の事業、振動障告が林業の事業と建設

の事業、非災害性腰痛が港湾貨物取扱事業と港湾

荷役業、とされている。したがって、これら特定疾病

についてはそれぞれの業種全体でその負担を分け

台うということで、第1種調整率も特別の数字となっ

ている。林業は 100 分の 51 、建設は 100 分の 63、

港湾の2$業も 100分ののとされている。
なるほど合理的であるようだとEえそうだ、が、との

第H重調整率は、 般の事業も台めて、なんと平成

4年カも改定されていないという。労災保険率その

ものは3年に一度の改止だとL行のに、との 1C年あ

まりの|山、保険給イ、 Jの内容には変化がなかったとで

もいえるのだろうか。たとえば、港湾の街役による非

災害性腰痛についての給付は、とこ 10年で大いに

変化しているように以えるのだが。

さてここで言いたいのは、特定の業種でない事業

場が足後の事業場となった特定疾病にまつわる給

付に三いてのメリ、ソ卜制適川でまる。仮に例示した 100

人と 5 0 0人の「その他の製造業」の事業拐に、 '1'途

採用で長年の粉じん作業暦が庇る労働者が就職し、

溶接の部門を担当したとする。 1年もたたずに目、首し

さを訴え、受診したところ「じん11 ,市」と診断され、以降、

台併症の続発性気管支炎で休業、原益すξ三とと

なった。もちろん最終の粉じん職場として、この「その

他の製造業」の事業坊の労災保険による労災保険

給付となる。

仮に月に休業補償と特別支給金を 25万円受け、

年間に合計3∞)J 円となり、療養費が同じく 144 )j
円かかったとする。台古 11年間に 444万円で主る。(分

かりやすさのために、先ほどの例と合計額をそろえ

ることにする。)

そして、じん肺は長期の療養となるため、労災保

険の給付を受け続けξ二ととなり、毎年4 4 4 万円の

給付を受ける。短期給付である休業と療養の給付

は、張主義開始後3年までカえメリット収支率算定式の

分子に算入されることになる。ここでは、年度始め

の4月l円に療養を開始し、他の災告が全く発生しな
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いと仮定して考える。

前記と同様に計算していくと、メリyト制の適用が

される応初1 7 :年度は、 195万円の増額となり、 2年凶

は284万円、 3年円は213万円、 4年円 71万円、 5年

目は53 )J f l Iの増額で、 6年目で分下がや?と0とな

りノじlこ戻るととになる。しめて8 1 6万円を余分に支払

わねばならない。 5 0 0人事業場では、最初が177.5
)J円、 2年目267.5 )J円、 3年目445 )j円、 4年目

177.5万円、 5年U明)万円となり、 1,157. 5万円。

その事業場の粉じん作業がわずかで、それ以前

の長期にわたる作業暦が原閃であったとしても、こ

のメリット制の計算は変ることはない。とれはもうど

んな事業主でも悠り心頭にむのところだろう。そして、

何よりも労災子続き上被告をこうむるのは、「パパ

抜き」のパパ扱いされる被災青白身なのだ。

こんな事例はレアケースに当たるかといえばそう

で毛ない。長年にわたりトンネル脳削の作業に従事

し、その後、円を治ち着けるため製造業に職を得て

溶擁や研磨の仕事に就いた、などという話は珍しい

話ではない。最終粉じん職場の証明と、労災補償給

付の請求』への証明を求められた製造業の事業

場担当者が、眉 IUJにシワを寄せる表情は、あなが

ち不当なこととは思えないのである。

また、そのことを熟知している労働某準耽督署の

担当官も、その後の手続きのスムーズさのために、

できればじん肺の最終職場は建設の事業であって

ほしいと願ったりするととになる。

ノト当な負担を求められることになる事業主は、証

明拒否に人じるなどと Lη 無駄なことをするのでなく、

行政の政策上の不作為を是正させる努力をすべき

ということもできる。

廷はこの間題、特定候病についての取り扱いを

拡大す才リまよいだけの話で主る。製造業など粉じん

作業が存在する職種に仲を広げ、その結果転嫁で

きない負担分は、第1種調整率を変更すればよいの

である。すでに労災保険の給付と徴収の事務はコ

ンビュータイじされて久しいのだから、技術的にも難

しいことではない。

労災保険制度の「ゆがみ」は
現場の意見で直すべき

保険料率の問題は、すべての事業主の利需に直

接関係する。そして、そこで働ぐオ働者の災当補償

がどう速やかに行われるかということにも影包;する。

しかし、そのようにたいへん重必な問題で反るわりに、

総じて関心が低い。年金制度が導入され、生活保

障的志味合いも大きく、複雑な補償体系となり、保

険料率設定問題を台めて、保険料徴収のシステム

も複雑になっている。

労災保険料の徴収の現場、給付の現場で起こっ

ている問題を十分に吸い kげ、制度設計の改吾、

特に労働災告を減少させる制度改善につなげてい

くべきと思う。本稿では、メリット制と特定疾病につい

て、素+卜な試算を試みとそこカ沿言えることとL追うこ

とで、筆者の;蛍北を述べたが、報白書に示されてい

る業種区分の考え方、特に業種を区分して保険率

を設定することにより労災防止努))を促進するとい

う考え )jが効米をあげているのかどうか、他のより

よい方法がないのかどうか、もっと議論があってし

かるべきとJLLうのである。

機会があれば、さらに辛者の思うところを本誌で

提案したいと考えている。 開
※本文'1'で昌及した試算の計算式は、次頁以降に

掲載した。

本原稿受領後の3月lltlに閣催された第 15101労

働政策審議会労働条件分科会労災保険部会に、

以トーの資料等が干 if与され(http://www.mh1w

go. ip/shingi/ 2005/03/s0311-4.htmD 、③につい

ては、 3月 25 F1に、厚生労働省の了b~な基本)j~1

として、労災補償部労災保険財政数理室から発

表された。〔言の方針に関する新出報道をなされて

いるところである。発表された怠及び⑤、⑥を 13

頁以卜に掲載する。

口く 、'l成 17年度労働保険特別会計労災勘定予
算概要

,～)労災保険料斉概況

③労働福祉事業一覧

④労災保険料率の設定に閣する基本)j主1(案)

⑤次期労災保険率改定時に行う事頃(案)

⑥事業主かとの費川j徴収制度の運川の改善

について
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メリット制による保険料の試算(概念図)

1 労働者数が100名規模の場合

(1)労働災害が無い場合

|平成12年度|平成13年度|平成14年度

円

円

円

方

方

自

h
H
V

凸
〈
り

r
a
-
-

h
f白
凸

f
白

可
、

E
l
l
-
J

叫

斗

こ

司

ず

1
3
P
1
f
 

1

2

I

附

枯

F

U

る

貴

詰

か

F

岨

開

業

か

悔

f
l
l
l
-」

258万円

( 213方円)

258万円 1 (25日万円〉

(213].f円) >-
(卦母に計上) I 

円 l附料額 258万円
日円

(2)過去、無災害の事業場で、死亡災害が1件発生(平成14年度)したと仮定した場合

|平成12年度|平成13年度|平成14年度|平成15年度

258万円 258万円 1 (25日万円〉

( 213方円) (213].f円) (-
(卦母に計上) I 保険料額 542万円

。円 I，M7].f9，700円 J
(骨子に計上)

※当該、割増(+40%)の保険料額は、平成14年度の保険料給付であるため、平成15、16年度が無災害であづ

ても、平成17、18年度の保険料額に反映される。

f呆険料 25自万円

可
、

E
l
l
-
J

に

料

付

沼

臓

給

日

る

貴

昨
1

、
p
p

-屯

4

・刷

H

葉

か

悔

f
l
l
l
-」

( 213方円]

日円

2 労働者数が500名規模の場合

(1)労働災害が無い場合

|平成12年度|平成13年度|平成14年度

悔険料 1， 290万円 1， 290万円

〔業務長害U(1，0目万円) (I，OS5万円)
かかる{呆険料

f呆 険枯河 口円 日円

1，2日目方円 i (!，29 O].f円〉

(l，OS5].f円) >-
暗号に計上) 保険料額 1，290方円

日円 l 

(2)過去、無災害の事業場で、死亡災害が1件発生(平成14年度)したと仮定した場合

|平成12年直|平底13年直|平成14年直|平感15年度

1， 2自o].f円 1 ，290:万円 1 (!，29 O].f円〉

( 1， OS 5万円) (I，OS5万円) (l，OS5].f円) >-
〔骨母に計上) 保険料額1， 822方5千円

。円 I，M7].f9，700円 J
(骨子に計上〕

※当該、割増(+40%)の保険料額は、平成14年度の保険料給付であるため、平成15、16年度が無災害であっ

ても、平成17、18年度の保険料額に反映される。

f呆険料 1， 2自o].f円

へ1
1
1
1
J

に

料

付

t
I

附

枯

日

る

貴

誌

か

F

業

か

悔

f
l
l
l
-」

日円
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特集/労災保険率 目

メリット制による保険料の試算

「その他の製造業J(労災保険率日 /1，000) の適用事業場であり、全労働者の平均年収

(賃金)は500万円と仮定する。

被災労働者の年収は500万円(給与30万円、賞与年額140万円)と仮定する。

料率改定を加味しない。

1 労働者数が100名規模の場合

標準保険半額 500万円 x 100名×一一主一二 400万円
l，000 

7. 1 
うち業務災害分 500万円 x100名×一一一一二 355万円

1，000 

(1) 労働災害が無い場合

メリット収支率の分子に計上される額は0万円であり、分母に算入される「その他の製造業」

の第一種調整率は0.67であるので、

。万円
メリット収支率二 二 0% (メリット増減率は 40%)

(213万円 x3年間 x0.67) 

メリット労災保険率二業務災害分料率 x( 1 +メリット増減率(也))+非業務災害率より、

0.9 日00-40) 0.9 5.16 
(一一一一 一一一一) x----"'-"ι」ぷ」削+一一一一二一一一一
1，000 1，000 100 1，000 1，000 

5.16 0.9 
業務災害分 500万円 x100名 x (一一一一一 一一一一) = 213万円

1，000 1，000 

5. 16 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x 100名×一一一一一二 258万円

1，000 

(2) 過去、無災害の事業場で、災害が1件発生し、入院加療後(医療費等100万円)、死亡した場合

メリット収支率には以下の給付金が算入される。

被災労働者の給付基礎日額を9，890円 (91日)とすると、労働基準法相当額である給付基礎

日額は1，000日分 (9，890，000円)となる。

遺族特別年金は、 算定基礎日額が1，978円となるので、労働基準法相当額は算定基礎日額の

1，000日分 (1，978，000円)となる。

その他、葬祭料 (611，700円)、医療費 (100万円)を含め、 13，479，700円となる。

労働災害が無い場合の業務災害分の労災保険料は213万円であり、「その他の製造業」の第一

種調整率は0.67であるので、

13，479，700円 (メリット増減率は+
メリット収支率二 二 314.9%

(213万円 x 3年間 x 0.67) V"" V ，u 40%) 

メリット労災保険率二業務災害分料率 x(1+メリット増減率(唱))+非業務災害率より、

8 0.9 札00+4ω0.9 10.84 
(~ ，:~: ) x '"V:~.~'羊L-(弘) + ， :~: 
1，000 1，000 100 1，000 1，000 

10.84 0.9 
業務災害分 500万円 x 100名 x (一一一 一一一一) = 497万円

1，000 1，000 

10 安全センタ情報2005年4月号



10.84 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x100名×一一一二 542万円

1，000 

無災害時と比べ 542万円 258万円 284万円の増となる

(3) 過去、無災害の事業場で、災害が1件発生し、入院加療、 6か月休業した場合

メリット収支率には以下の給付金が算入される。

被災労働者の給付基礎日額を9，890円 (91日)とすると、休業補償給付と休業特別支給金

は1，440，000円となる。

その他、医療費 (300万円)を含め、 4，440，000円となる。

労働災害が無い場合の業務災害分の労災保険料は213万円であり、「その他の製造業」の第

一種調整率は0.67であるので、

4.440‘000円
メリット収支率二 /一八一 m ~~ロロ A 一、 103.7~も(メリットt首減率は+15~も)

メリット労災保険率二業務災害分料率 x( 1 +メリット増減率(%))+非業務災害率より、

8 0.9 札OC十15) 0.9 9.06 
(~ . :~: ) x~ニニL-(話) + . :~: 
1，000 1，000 100 1，000 1，000 

9.06 0.9 
業務災害分 500万円 x100名 x (:. ::~ -. :~: ) = 408万円

1，000 1，000 

9.06 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x100名×一一一二 453万円

1，000 

無災害時と比べ 453万円 258万円 195万円の増となる

2 労働者数が500名規模の場合

標準保険料額 500万円 x500名×一一己一二 2，000万円
1，000 

7. 1 
うち業務災害分 500万円 x500名×一一一一二 1，775万円

1，000 

(1) 労働災害が無い場合

メリット収支率の分子に計上される額は0万円であり、分母に算入される「その他の製造業」

の第一種調整率は0.67であるので、

。万円
メリット収支率二 二 O~も(メリット増減率は 40%)

(1，065万円 x3年間 x0.67) 

メリット労災保険率二業務災害分料率 x(1+メリット増減率(%))+非業務災害率より、

0.9 日00-40) 0.9 5.16 
(一一一一 一一一一) x~ι」ぷL-(対)+一一一一二一一一一
1，000 1，000 100 1，000 1，000 

5.16 0.9 
業務災害分 500万円 x500名 x ( ~. "~V~~ - • :~: ) = 1，065万円

1，000 1，000 
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5. 16 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x500名×一一一一一二 1，290万円

1， 000 

(2) 過去、無災害の事業場で、災害が1件発生し、入院加療後(医療費等100万円)、死亡した場合

メリット収支率には以下の給付金が算入される。

被災労働者の給付基礎日額を9，890円 (91日)とすると、労働基準法相当額である給付基礎

日額は1， 000日分 (9，890，000円)となる。

遺族特別年金は、算定基礎日額が1，978円となるので、労働基準法相当額は算定基礎日額の

1，000日分 (1，978，000円)となる。

その他、葬祭料 (611，700円)、医療費 (100万円)を含め、 13，479，700円となる。

労働災害が無い場合の業務災害分の労災保険料は1，065万円であり、「その他の製造業」の第

一種調整率は0.67であるので、

13‘479‘700円
メリット収支率二 二 63.O~も(メリット増減率は 10%)

(1，065万円 x3年間 x0.67) 

メリット労災保険率二業務災害分料率 x( 1+メリット増減率(悩)) +非業務災害率より、

8 0.9 日00-10) 0.9 7.29 
(~ . :~: ) x '"V:~~"羊L-(弘) + . :~: 

1， 000 1， 000 100 1， 000 1， 000 

7.29 0.9 
業務災害分 500万円 x500名 x (一一一一 一一一一) = 1，597.5万円

1， 000 1， 000 

7.29 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x500名×一一一一一二 1，822.5万円

1， 000 

無災害時と比べ1， 822. 5万円 1， 290万円 532.5万円の増となる

(3) 過去、無災害の事業場で、災害が1件発生し、入院加療、 6か月休業した場合

メリット収支率には以下の給付金が算入される。

被災労働者の給付基礎日額を9，890円 (91日)とすると、休業補償給付と休業特別支給金は

1，440，000円となる。

その他、医療費 (300万円)を含め、 4，440，000円となる。

労働災害が無い場合の業務災害分の労災保険料は1， 065万円であり、「その他の製造業」の第

一種調整率は0.67であるので、

4‘440.000円
メリット収支率二 二 20.7~も(メリット増減率は 30%)

(1，065万円 x3年間 x0.67) 

メリット労災保険率二業務災害分料率 x( 1 +メリット増減率(%))+非業務災害率より、

0.9 日00-30) 0.9 5.87 
(一一一一 一一一一) X~ι」ぷL-(判)+一一一一二 一一一一
1，000 1，000 100 1，000 1，000 

5.87 0.9 
業務災害分 500万円 x500名 x ( V: V~'~~ -. :~: ) = 1，242.5万円

1，000 1，000 

5.87 
メリット制適用後の保険料額 500万円 x500名 x~ -1，467.5万円

1， 000 

無災害時と比べ1， 467. 5万円 1， 290万円 177.5万円の増となる
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労災保険率等に関する資料
厚生労働省が基本方針策定

【厚生労働省発表文】労災保険率は、将来にわ 
たる労災保険の事業に係る財政の均衡を保つこと 
ができるように設定することとされおおむね3年ご 
とに公労使三者から構成される審議会での審議を 
経た上で改定を行っている。
平成15年12月22日の総合規制改革会議「規制 

改革の推進に関する第3次答申」を経て、平成16年 
3月19日に「規制改革•民間開放推進3か年計画」が 
閣議決定されたが、その中で「事業主の労働災害防 
止へのインセンティブをより高めるとの観点も踏まえ、 
業種別の保険料率の設定について、業種ごとに異 
なる災害リスクも踏まえ、専門的な見地から検討し、 
早急に結論を得る。」とされたところである。

これを受けて、厚生労働省においては学識経験 
者の参集を求め、「労災保険料率の設定に関する 
検討会」を平成16年5月以降開催し、労災保険料率 
の設定に係る基本的な論点について検討を重ねた 
結果、平成17年1月14日、同検討会の報告書がとり 
まとめられたところである。
今般、その検討結果を踏まえ、厚生労働省として 

労災保険率の設定に関する基本方針を定め、労災 
保険率の設定手続の透明化を図るため、別紙のと 
おり、基本方針を策定したので、公表する。

労災保険率の設定に関する基本方針
平成17年3月25日制定

労災保険率は、将来にわたる労災保険の事業に 
係る財政の均衡を保つことができるように設定する 
こととされおおむね3年ごとに公労使三者から構成 
される審議会での審議を経た上で改定を行っている。

平成16年3月19日に「規制改革•民間開放推進 
3か年計画」が閣議決定され、その中で「事業主の労 
働災害防止へのインセンティブをより高めるとの観 
点も踏まえ、業種別の保険料率の設定について、 
業種ごとに異なる災害リスクも踏まえ、専門的な見 
地から検討し、早急に結論を得る。」とされたところ 
であり、これを受けて、厚生労働省においては学識 
経験者による労災保険率の設定について総合的 
な検討を行った。
今般、その検討結果を踏まえ、労災保険率の設 

定に関する基本方針を定め、今後、この基本方針 
に基づき、労災保険率の設定を行うこととし、これに 
よって、労災保険率の設定手続の透明化を図るこ 
ととする。
1業種別の設定
労災保険率は、業種別に設定する。
労災保険の業種区分は、労働災害防止インセン 

ティブを有効に機能させるという観点から、作業態 
様や災害の種類の類似性のある業種グループ等 
に着目して、当該グループごとの災害率を勘案して 
分類することとする。

その際には、費用負担の連帯性の下に労働災害 
防止活動を効果的に浸透させていくことのできる業 
界団体等の組織状況等について斟酌しつつ、保険 
技術上の観点から、保険集団としての規模及び日 
本標準産業分類に基づく分類等をも勘案する。
2改定の頻度
労災保険率は、原則として3年ごとに改定する。 
3算定
労災保険率は、次に掲げる方式により算定する。 

(1)算定の方法
イ算定の基礎
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|特集/労災保検察 E

算定の基健は、過i、3伴|日σI保険給付実績等

に基づいて算定する料率設定期間における保

険給付費等に要する費用の予忽額とする。

口 業種別の料率に係る基本的な算定方式

業務災当分の料率については、短期給付分、

長期給付分に分けて、各々、次の方式により算

定する。

(イ)短期給付分(療養補償給付、休業補償給付等)

短期給付分については、 3年間の収支が均衡

する方式(r純賦課方式J)により算定する。

(ロ)長期給付分(年金たる保険給付等)

長期給付分については、災害発生時点の事

業主集出力、ら、将来給付分も台め年金給付等に

要する費用を全傾徴収する)j式(r允足賦課)j工¥:J)
により算定する。

ハ全業樋一律賦課方式

給付等に要する費用のうち、以下に掲げる部

分については、全業種一位賦課により算定する。

(イ)業務災芹分

a 短期給付のうち災告発生より3年を経てい

る給付分

b 長期給付のうち、災需発平均、ら7年を超えて

支給開始される給付分

c 過去債務分ゆt裁定年余受給者に係る将来

給付費川の不足額)

(ロ)非業務災当分等

非業務災害分G亘勤災害分及び 次健康診断

等給十J分)、労働福祉事業及び事務の執行に必

する費用分

(2)激変緩和措置等

算定された数値が増加した場合に、これに対応

して労災保険率が 挙に引き上がる業種の労災保

険率については、必要に比、じて一定の激定緩和措

肯を講ずる。

さらに、産業構造の変化に伴って事業場数、労

働者数の激減が生じたため、保険の収支状況が著

しく l品化しているた積の労災保険率については、必

要に応じて 定の上限を設ける。

とれらの具体的な措置については、料率改定時

において、過去3年 IUJ正数理計算も踏まえて設定す

る。

なお、激変緩和 Hli肯等を講ずることにより財政的

な影響が山る場合には、その必要な所要傾につい

ては、全業種一律賦課とする。

4 労災保険率改定の手続等

労災保険率は、労災保険率の改定に係る基礎資

料を公開するとともに、乙れにぷづく審議会 町内
での検討を経て決定する。 魁↓ム a

次期労災保険率改定時に行う事項
(案)

1 業種区分
現行の「その他の各種事業」のた碕灰分を見直

すこととし、作業態様の面に着目して、事務従事者

割台の比較的高い業種を取り出し、災害卒、保険

集出として江規模等を考慮した|で、 H本棋準産業

分類(大分類)に対応して、
(1) r祈聞業又は出版業」汝び「通信業」

(2 ) r卸売業又は小売業」及び「旅館その他江宿泊

PJiの事業」
(3) r余融、保険>くは不動産主の事業」

を分割し、新たな業積灰分として設定する。
現行の「そc.他の各種事業」のうち、上記(1)、(2)

又は (3 )に含まれない事業は、 3而引き続き「その

他の各碕事業」として|司 のた積灰分とする。

そして、今後必要に応じて業種を適時適切に分押l
することを可能とするため、日ーの業種区分の中で

災需率が異なるうE離を適切にJ百握することができ

るよう、円本標準産業分類を参考として、適用事業

訓Uを適切に設疋した上で、それぞれの適用事業

細Rごとの収支状況等のデータの収集・整備を行

うこととする。

2 特例メリッ卜制

特例メリット制については、中小企業である継続

事業場が安全衛生措置(現行は「快適職均の認定」

のみ)を講じた上で、日制度の適用を希望した事業

場に対し、メリッ卜増減幅を: : : 1 : : : 4 5 %の範岡でI目減さ

せる制!主であるが、十分に活用されていない状況

にある。

このため、特例メリ、ソ卜制の普及活動に努めると

ともに、 '1'小企業への安全衛生措置の導入を促進
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するため、対象となる安全衛乍Hlii肯の追加 町内
等を検討し、更なる活用を図る。 魁よ... .

事業主からの費用徴収制度の
運用の改善について

1 費用徴収制度について

労災保険法第31条第1項では「政府は、事業主が

政亘、>くは重大な過失によ切早険関係成立届を提刑

していない(いわゆる末手続の)期IUJ中に十じた事

故について、保険給付をfTった場合、労働基準法

の規定による災害補償の価額の限度で、保険給付

に山した費川に相当する金額の全部又はー許認を事

業主から徴収することができる」ことが規定されてい

る。

2 未手続事業主に対する費用徴収制度の運

用について

(1)法第 31条第l項第1号の費用徴収を行う場合

の徴収金の額については、同法施行規則第4 4

条により、厚生労働省労働基準局長が定めξこ

ととされて立別、具体的には、昭和6 2年3月3 0日付

基発第174号により、訪問、呼び出し等を通じた

行政の直接的指導にもかかわらず加入子続を

行わない事業主を「政志メは重大な過失」と認定

した|で、保険給利額の4 0 %を費 JIJ徴収するこ

ととしている。

(2) 現布、労災保険制度における強制適用事業

所のうち約 60万f'1の未手続事業所が存在すξと

推定されている。このような状況の下、費用徴収

制度については、総台規制改革会議「規制改品

の作進に悶する第3次答中」において「法律|、

保険給付に要した費用の全部を徴収できるにも

かか木らずそのような運用をしていない三とや、故

意又は重過失がある場合を限定的に解しておJ、

部使用者のモラルパザドを助長してL治」日

指摘を受けたことを踏まえ、昨年3月、「規制改革・

民I~m封放雌進3カ年計画」において、末手続事業

場 掃に向けた措置としてその積極的な運用を

|刈るととが閣議決定されたととろである。

3 費用徴収制度の運用の改善について

上認2を踏まえた対策として、未子絞っI業主に対

する費川徴収制度の運川について、下記のように

改善することを検討しており、平成 17年 10月を目途

に新たな制度の運用を晴始する予定としている。

(1)保険団係成主届の提出についての指導(訪問

又は呼び山し等の)jI去による直接指導に限る。)

を受けたにもかかわらず、提,'Hを行っていない事

業主に対して、故意又は重大なj且失と認定し保険

給付傾の4 0先を費用徴収している現在の取J泣い

を改め、山え百と認定し保険給付額の 10ω五を費用

徴収する。

(2)保険閣係成立の円以降相当の期間を経過し

てなお保険関係成立届の提!引を行っていない事

業主に対して、重大な過失と認定し保険 町市
給付翻の4 0 %を費用徴収する。 臥出品

労働者災害補償保険法

(昭和平年法律出5 0号) (抄)

(費用徴収)

第 31条政府は、次の件号のいずれかに波叫する事故

について保険給付を行ったときは、厚生労働省令で定

めるととろにより、業務災害に関する保険給付にあっ

ては労働基準法の規正による災害補償の｛,II悔の限度

で、通勤災宮に闘する保険給イ、 lにあっては通劃JI l A宮を 

業務災害とみなした場台に支給されるべき業務災害に

関する保険給付に相斗する|円l法の規正による災害補

償の価頼の阪度で、その保険給イ、 Iに夏した費用に佃

当する金富山の全部又は一部を事業主から徴収する三と

ができる。

事業二五が故意又は重大な過失により徴収法第4条

の2第1J頁の則定による届「円であってとの保険に係る

保険関係の成、"に係る毛江をしていない期間(政111が
当談事業について徴収法第 15条第3項の規定による

決定をしたときは、その決定後の期間を除く。)巾に生

じた事故

今事業主が徴収法第 10,条第2項第1片の般保険料

を納付しない期閣(徴収法第2 6条第2j買の倍促状に指

kとする期限後の期間に限る。)中に中じた事故

三事業主が故意又は重大な過失により止じさせた業務

災者の原凶である事故

(2) ~ (4) 明各)

労働者災害補償保険法施行規則

(昭和3 0年労働省令出2 2号)(抄)
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|特集/労災保検察 E

(事業主がらの費用徴収)
治 44条 it~臼 31 条第 l 唄の規lとによる#~II)( .その額は、

厚生労働省労働基準局長が保険給付に要した費用、

保険給付ω種類、徴収法第 10条第2頃第l号の一般
保険料の納入状況その他の事情を占慮して A止める基

準に従い、所轄都道府HlL労働局長が定めるを『とする。

0未手続事業主に対する費用徴収制度
(昭和62イH J J3日 R f 、lけ允労徴第23弓

);!;発第 174号)

1 対象事業主

労災保賞の適用事業の事業主であって、故意又は亘大
な過失におJ労災保険に係る果険関係成、?同の提山を怠っ

ているものである。

2 故意文は重大な過失の認定
所帖労働基準監督署等かう保険関係成、'()両のf~ 山ほ

か所定の手続きをとるよう指導(未手続事業場を訪問し又

は当該事業場の事業主等を呼びf十Iす方法等により職員
が直技指導するモのに限り、文書の郵送や電 υEによる加

入勧告宅は含まな ll)を受けたにもかかわらず、 10R間内

に保険関係成立届を提,'1",しない場台には、事業主が故意
止は責大な過失により保険関係成、k同の提山を怠コてい

たものと認定する。

3 徴収金の価額
徴収4そのも［II額は、次により筒lとすること。

イ徴収金の算定の基礎となる保険給付は、保険闘係

成立届の提,'f",期限(保険関係成立の日の翌日から起
砕して 10 l J )の想Hカも保険関係成、"同のf, j 2山があっ 

た円の前円までの) ! II間中に生じた事故に係る保険給

付(頃養(補i員)給付)を除く)のうち事故発生の口かう保
険関係成、'(同の提山江あったHの目 jIl::jえは徴収法治

15条第3項の規定による決定のあった刊の前円までに

支給事由が生じた宅約について支給の~IIHt1Tう。ただ

し、この場合、療養を開始したlJ口( J死の場合は、事故

先生の円)の翌円カ応起箪して3イ|以内の) ! I I聞におい

て支給事由の生じた宅 1)1こ限る(年金給付については、
この期間に支給事白が中じ、かつ、この期間に支給す

べき保険給イ、 lに限る) 。

口徴収金の価額は、 fの保険給付の棋に1日)分の4 0

を乗じて得たfrlli額とする。

規制改革・民間開放推進3カ年計画

(16年3月 19 l J閣議決iio) (抜粋)

労災保険強制適用事業所のう古未手続事業所の一掃(職

権による成立手続の徹底等)［平成 1 6年度中に結論］

労災保険の現行制度の下では、原則として、正る事業
所が労働昔を1人でも使用すれば、当該事業所は「強制

適用事業所」となり、事業が開始された日から自動的に
保険関係が成止する。このため、保険関係成山崩を届け

出てL沿い(保険料未納付である)事業所で止じた労災事

故についても、労働守保護σ;観点から、被災労働者は給
付を受けることができる仕組みとしているロ

こうした中で、すべての強制適用事業所のうち、現に保

険閣係成立届を届け「ドIている事業所数は約 270ノョである

が、他h、A"下続事業所は、最大限約 6 0万(全休の約 14
%)存在するとされている(平成 13イ|度J証言|前・厚生労働

省提同資料より)。

このように、労災保険は、本来、強制適用保険制度であ
るにもかかわらず、事業主の中にはそれを|分に認識し

ていないケースや、ァ転手続事業所に対し労働｝,l~準駐留署

の職権による成什T続を十分に行っていないことなどに

より、事業所聞の公平性守が保たれてIIない。

なお、使用者が故意または主主過失により労災保険に加

入していない期間に事故が発中した場合には、療養開始
後3イ|以内の場合に限って、保険料叫まか、保険給付額

の全部または一部(長ん隈4 0 %程度)を徴収する三ととし

ている。法律上、保険給付に要した費用の全部を徴収で
きるにもかかわらず、そのような運用をしていないことや、

故意又は昼過失のil0る場台を限定的に解しているととに

ついて、厚中労働省はr'f史出者に対して経済的な過大な
負担を強いることや、労災保険への加入手続が行わ才げよ

いとと自体を防くーため」としているが、ごうしたととが、一

市使用書江モラ)"ハザドを助長し、結果的に労災事故
防止の妨げとなっていξと考えられる。

したがって、とうした末手続強制適用事業所を一掃す

るため、周知・砕発や加入推奨にとどまらず、労働基準監
督署の職権守干の積極的な行使などの抽置を講ずる。

※全国安全センターでは、茨城県東海村のJ C Oウ

ラン加 l施設における「酌I界事政」がらみで、現

行費用徴収制度の運用改善を求めているが、そ

れをめくるやりとりについては、 2000年5片け24

員、 2001年6月号39 具を参照されたい。これは、

「事業主か、故意又は重大な過失により小じさせた

業務災害の原因でil':る事故J(労災保険法第31

条第1項第3号)にかかる問題であり、われわれ

は、運用(泊達)を変更して 1C鳴の費用徴収を強

く要求したのだが、厚生労働省は受け入れなかっ

た。今川、この点の指摘がないのは、納

得できない点である。 国
16 安全センタ情報2Cコ5年4月号



石綿障害予防規則•施行通達
2005年厚生労働省令第21号 

基発第0318003号

厚生労働省令第21号 
平成17年2月24日

厚生労働大臣
尾辻秀久

石綿障害予防規則

労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)及び労働安 
全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)の規定に基づ 
き、ならびに同法を美施するために、石綿障害予防規則 
を次の上うに定める。

[19頁以降表の左欄に続く。]

基発第〇318003号 
平成17年3月18B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

石綿障害予防規則の 
施行について

石綿障害予防規則(平成17年厚生労働省令第21号。 
以下「石綿則」という。)は、平成17年2月24日に公布さ 
れ、同年7月1日から施行されることとなった。
石綿則は、石綿を含有する建材を使用した建築物等の 

解体等の作業が今後増加することが予想されること等か 
ら、これらの作業における石綿ばく露防止対策等の徹底 

を図るため、これまで特定化学物質等障害予防規則(昭 
和47年労働省令第39号。以下「特化則」という。)におい 
て規制していた事項と併せて、労働安全衛生法(昭和47 
年法律第57号。以下「法」という。)に基づく新たな単独の 
規貝IJとして制定したものである。

ついては、下記による施行に遺憾なきを期されたい。
なお、石綿則と改正前の特化則(以下「旧特化則」とい 

う。)との関係は別紙1[41頁参照]のとおりである。
記

第1制定の趣旨
石綿による健康障害の予防については,これまで法、 

旧特化則等に基づき必要な措置を講じることとしてきたと 
ころである。このうち、石綿を含有する製品の製造等に係 
る規制については、平成7年に石綿のうち有害性の高い 
アモサイト(茶石綿)及びクロシドライト(青石綿)を含有す 
る製品の製造等が禁止され、さらに平成16年10月1日に 
クリソタイル(白石綿)等の石綿を含有する石綿セメント円 
筒等の製品の製造等が禁止されたことにより、国内の石 
綿使用量が大幅に減少したところである。
一方、1970年代後半から1980年代にかけて輸入され 

た石綿の多くは,これまで建材として建築物に使用されて 
おり、今後この時期に建築された建築物等の解体等の作 
業が増加することが予想される。

このため、今後の石綿ばく露防止対策等は、建築物等 
の解体等の作業が中心となり,事業者が講ずべき措置の 
内容が特化則に定める他の化学物質に係るものとは大 
きく異なることとなることから、新たに建築物等の解体等 
の作業における石綿ばく露防止対策等の充実を図った単 
独の規則を制定し,石綿による健康障害の予防対策の一 
層の推進を図ることとしたものである。
第2 旧特化則から変更した主要な事項
1事業者は、石綿を含有する製品の使用状況等を把握 

し、当該製品を計画的に石綿を含有しない製品に代替 
するよう努めなければならないこととしたこと。(第1条

安全センター情報2005年4月号 17



|宿綿積書予期幌測

第2項闇係)

2 建築物ムくはよ作物正解休、破仲等江ド業(以下「解

体守の作業」という。)において、有綿守干の使用状況が

不明であるた以二必要な措置が講じられていない三と

による心綿による健康障害を防止する観点から、あら

かじめ石綿舎の使用の有無を日制、設言|図書学により

剖査し、その結束を記録するとともに、当該制査の結

果、｛J綿等の使用の有無が明らかとならなかったとき

は、平守綿予の使用の有無を分析により調査し、その結

思を戸録しなければならないとととしたとと。

ただし、心綿等が吹き付けられていないことが叫ら

かである場合において石綿守が使用されている屯の

とみなして法及び::'i'lにぶつく命令に別定する措置を

講ずξときは、分析による調官は必要ないこととしたこ

と。 (第3条閣係)

3 石料等が使用されている建築物又はて作物の解体

等の作業については、 2お3条の事日"調査の粘果を踏ま

えて作業計向を作成し、当談作業言 11削により作業を行

わなけれ｝工ならない三ととした三と。(第4条関係)
4 ｛ J綿等カ可史崩されているi果禍材、耐火被葎材等切除

去作業のうち、石綿守の粉じんを著しく:m散するおそれ

がある作業(以卜「保温材等の除去作業」という。)その

他これに類する作業を行うときは、あらかじめ、｛J綿ば

く露防止のための抽置の概要腎を記載した作業届を所

轄労働～準転哲岩長に提,'1',しなければな巴ないことと

したこと。 (出5条関係)

5 保温材守の除去作業について、当該作業場所に当

該作業に従事する労働者以外の者の立入りを原則と

して禁止し、及びその旨の表示をしなけれはγよらないこ

ととしたこと。

また、特定ノしノゴ事業育は、その労働者及び関係請負

人の労働省の作業が、保iliil材等の除去作業とIciJ の

場所と千万ノれるときは、当談保温材舎の除去作業の開

始前までに、関係請負人に当該作業『実について通知

するとともに、作業¢時間帯の調整等必要な措世を講

じなければならないこととしたこと。(第7条闘係)

6 第3条の事前剖J査を適切に実施するためには、発注

占が有している設計図書等に記載された心綿等の使

用状況舎の情報を詰負人に提供することが有効で庇る

ととから、建築物又は一仁作物正解体等の作業を行う｛十

事の発注昔は、当該仕事のi青負人に対し、建築物足は

工作物におすξ引用等の使用状況守を通知するよう努

めなければならないこととしたとと。(第8条関係)

7 建築物正はL作物の解体等の作業を行う仕事の注

立者は、石綿守の使用の有無の調査、解体等の作業

等の方法、費用、一仁期等について、法及びとれに思っ

く命令の規定の遵守を妨げるおそれのある条件を付さ

ないよう配慮しなければならないとととした三と。(第9条

関係)

日 労働者を就業させる建築物に吹き付けち才iた有綿守

が損傷、劣化等によりその粉じんを発散させ、労働青

がその粉じんにばく露するおそれがあるときは、～～直

石綿守干の除去、封じ込め、固い込み舎の抽置を講じな

けれ｝工ならないとととしたとと。また、建築物貸与者に

ついても、建築物の共同部分について同様の措世を講

じなければならないこととしたこと。(第 10条関係)

9 1日特化則において、作業場所の隔離、 3空気マスク等

の使用等の措置を講じた場合iコ土、 ｛_j綿等を吹き付け

る作業に労働者割正事させることがでさることとしてい

たが、とれらの条件を削除し、当該作業に労働背を従

事させξことを全由的に禁止することとしたこと。(第 11

条闘係)

1 0 1日特化則において、石料等ω切断等の作業につい 

て、七綿等を侃1I山な状態にし、労働部二呼吸困保護具、

作業衣腎を使用させることとしていたが、これ巴切干業

において発散した石制i1等の粉じんの掃除の作業につ

いても同様の措置を講じさせることとしたこと。(出 13条

及び第14条闘係)

1 1 石制li等が使用されている建築物又は一仁作物的解体

等の作業に係る業務を特別教育の対象としたこと。(治

2 7条及び附則第10条闘係)

12 事業育は、特定石綿等を常時、製造し、又は取り扱

う作業場及乙J¥｛*憩Jギの州、をえk洗等によって容易に掃除

でき制高造江主江としなければならな IIこととし、当齢、尿

等については、水洗する等粉じんの鳩散しない方法に

よって、毎lJ 11ロ|以上、掃除を行わなければならないこ

ととしたこと。 (第2 9 条及び第3 0 条閣係)

13 1日特化則において、特別管科物質に係る作業の記

鉱及び特殊健康治断個人票については、特別管理物

質を製造し、又は取り扱う作業に常時従事する労働者

が当該作業に従事するとととなった日から30年間保存

することとしていたが、これを斗「直記録をしたlJか; 3 0

イ|間保存することとしたこと。 (第35条、第41条及び附

則第 12条関係)

14 使同された保護具等に付者したむ綿等の粉じんが

作業場外に飛散することにより、他の労働者が石綿腎

にばく露するおそれがあることから、使用された保設

共等を他の衣服等カら隔離して保管するとともに、民

棄のために作出腎に梱包したときを除き、付着した物

を除去した後でなければ作業場外に持ち附『すととを禁

止することとしたこと。(第 4 6条関係)

第3 細部事項

[次貝以降表の T;欄に続く。 ]
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石綿障害チ防品目Ij

第 1章総則

(事業者の責務)

;t:q条 事業者は、有綿による労働古ムのIJ市がん、

中皮脂その他の健康障害を予防するため、作業

方法の確布、日司係施設の改善、作業環境の整備、

値崩管理の撤底その他必要な措置を講じ、もっ

て、労働者の危険の防止の趣旨に反しない限り

で、心綿にぱく露される労働者の人数枝びに労

問苫がばく露される期間及び程度を最小限度に

するよう努めなければならない。

2 事業者は、石綿を含有する製11f1の使用状況等

をJ~握し、当誌製品を計面的に{_j綿を含有しない

製品に代替するよう努めなければならない。

(定義等)

第2条 この省令において、次の併号に掲げるJI1
請の意義は、当該各片に定めるところによるc

一 石綿等労働度全衛生法施行令(以下「令」

としり。)第16条第l項第4号、第5号ι:レくは

第 9片に掲げる物若しくは同項第 11月忙掲げ

る物(同項信4号又は第5号に係るものに限

る。)又は令日IJ長治3第2号 4fこi'Qげる物料し

くは次項に規定する物をいうc

て 特定石綿石綿等のうち、令別哀第3第2号

4fこJ国げる物をいう。

三 特定石綿等石綿等のうち、特定石綿及び

施行通達(品発第0318003け)

1 第 1章総則

(1)第1条閣係

ア抗lJBは、労働省がわI綿にぱく露され健康障害を受

けることを予防するため、存棉則に定める抽置を講じ

るととはもとより、作業方法の擁立、関係施設の改追、

作業現境の整備、健康管理の徹民等の実』陪に民IJした

適切な対前を桔極的に講ずべきことを規定したもので

あるとと。

イ抗lJRの「その他必要な措i世」には、製品中の{I綿佐

用呈を減らすこと等があること。

ウ第1項の「労働育のfι険の防止の趣旨に)又しない限

り」とは、じ綿にばく属される労働省の人数柑びにばく

震される期間及び程度を最小|制度にすることを重視す

るあまり、例えば取り外した珪材を保持する労働者の

人数を制限したため、労働省が建材の垂量に耐えられ

ず建材を落下させ、負傷する等労働者の安主の確保に

支障が生ずるととのないように骨意すべきととを定めた

ものであること。

工第2項は‘石綿による重篤な健厚長障害のおそれを低

減するためには、現段階で石剤IJを含有しない製lyIへの

代替が可能であるものはもとより、それ以外のμ綿子守

有製品についても.宇急に技術問先、実証訊験等を推

進し、者実に石品l(iを含有しない製lylへの代J性一化を|文|る

必要があることから、施J止、設備等におけるμ綿汽有

担品の使用状況を十巴握し‘当談施設、設備等の検査、

修士明、改造、更新等の機会を拒え、計画部Jに石剤IJを含

有しない製品への代替化を団ることについて規定した

ものTあること。

なお、右前H合布製l日lについては‘ 11:1氏の安全体保の

観点力ら代替「じが困難なものを除き製造等を禁止して

いることを踏まえ、干干綿を新たな製品に使用してはなら

ないとと。

(2)抗2条晴係

ア 石綿の種慣には、アクチノうイト、アモサイト(茶石綿).

アンソブイライト、クリソタイル(円右柿)、ケロシドライト(古

白綿)及びトレモライトがあること。

イ第1項第1月の「石綿等jとは、すべての種慣の有綿

及びそれらをその主主量の 1~誌を超えて含右する物をい

うものであることD

ウ第1項第ユ月の「特定石綿」とは.存綿のうち製造等

が禁止されていない石刺iJ(アモサイト比びケロシドライト

以外のμ綿)をいうものであることD

工第1項第3月の「特定有繍守jとl士、特定石綿及び特

定石持ilをその主主量の1%を超えて含イうする物(石市iJセ

メン卜円筒等の製造等が京Irされている製品を除くJを
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む綿陣需予防規則 施行通達(基発第0318003 号)

次項に規定する物をいう。

四 製造等禁止｛J綿等｛J綿等じとうち、特定｛J
綿等以外の物をいう。

2 令別表第3第2号の厚生労働省令で定此る物

(1百j 号4に係る宅のに限る。)は、特定｛J綿を台有

する製剤その他の物(令別表～8の 2 ,::掲げるも

の及び特定石綿の含有屋が重呈の1パーセント

以下のものを除く。)とする。

第2章 石綿等を取り扱う業務等に係る措置

第1節 解体等の業務に係る措置

(事前調査)

第3条 事業者は、建築物えはーじ作物の解体、破

作等の作業(以下「解体等の作業」という。)を行

うときは、石綿等による労働者の健成障告を防止

するため、あらかじめ、~該建築物足はL作物

について、｛J綿等の使川の有無を同倒、設計図

書等により高l金し、その結以を記録しておかなけ

ればならない。

2 事業者は、前山の調杏を行ったにもかかわら

ず、当該建築物又は工作物について有綿等の

使用の有川、が明らかとならなかったときは、石綿

等の使JIJの有無を分怖により調杏し、その結果

を記録しておかなければならない。ただし、当該建

築物えはーじ作物について石綿等が吹き付けら

れてL通ないことが明らかである場合において、事

業者が、当該建築物又は工作物について有綿

等が使用されているもσとみなして労働安全衛生

法(以下「法」としめ。)及ここれに基づく命令に規

定する措置を講ずるときは、この限りでない。

いうものであること。

オ第l頃第4号の「製造等禁止石制li等」とは、アモサイ
ト及びケロシドライト敢びにそれらをその重量の 1%を超

えて含有する物並びに特定石綿をその重量の 1%を超

えて含有すと石制 I1セメシ卜円筒等の製造等が禁止され
ている製品をいうものであξ二と。

［制作製造等が禁 11されている「石綿セメント円筒

等」は、以下の lC種類の也綿含有製品必白綿セ

メン卜円筒、〔志押出成形セメント版、③ ft宅屋似用化

粧スレート、④繊維強化セメニ卜板、⑤窯業系サイデイ

ン夕、 ⑥クラッチフェーシング、 (主クラソチライニング、
⑧ブレキパ、ノド、@)ブレーキラ仁ング、⑩接着剤］

2 第2章石綿等在取り扱う業務等に係る措置

( 1 )第3条関係
ア治l項の「建築物正は_L作物」とは、すべての建築物
及び煙突、サイ口、鉄骨架倍、上下水道苧!守干の地下埋

設物、化学プラント等の上地に同定されたものをいうと
と。また、「建築物」には、建築物に設ける給本、明本、

換気、暖房、冷房、排煙の設備守干の建築設備が含まれ
るものであるとと。

イ治1項の「解体、破仲等」の「等」には、改修がかまれ

るものであること。なお、「改修」とは建材を主面的に

取り控える等の作業をいい、小別限な作業を含むもの

ではないことロ

ウ第1項の「設言|図書」とは、建築物、その敷地又は工
作物に閣するで事用の|斗両及び｛十様書のととであると

と。

工第1項の「設言|図書腎」の「腎」には施工記録、維持
保全記録、第8条にJ r (づく発行者から0;情械が含まれ
るものであること。

オ第2項の「有綿守の使用の有無を分析により調査」す
るとは、石綿等がその卓畳の 1 %を超えて含有するか
否かについて分析を行うものであり、そのlン法につい

ては別途ボすこととしていること。

なお、吹付け村の除去作業等発じんが多い作業に
ついては、できるだけむ綿等のか有率についても分析

し、ばく露防止附置を講ずる際の参考とすることが望ま
しいとと。

力治2車、たた:G書は、本来は心綿等正史用の有無を分

析調査し石綿守が使用されていることが明らかとなっ

た場台に必要な措置を講ずべきものであるが、石料等

が吹き付けられていないことが明らかである場合にお
いて、石綿守が使用されているもσとみなして必夏な抽

置を行う三とにより、分析剥査を行うよりも費用負担が
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(作業計画)

第4条 事業者は、石綿等が使用されている建築

物又は一仁作物の解体等の作業を行うときは、｛J
綿等による労働者の健炭障告を防止するため、

あらかじめ、作業芹|画を定め、かつ、～該作業百|

固により作業を行わなければならない。

2 前項O ) fド業計|向|は、次の事項が示されている

ものでなければならない。

一 作業の方法及び順序

二 石綿等の粉じ/しの発散を防止し、又は抑制l
する方法

= 作業を行う労働者への｛J綿等の粉じλのば

く露を防止するノパ主

3 事業者は、第一項の作業計画を疋めたときは、

前山各号の事羽について悶係労働者に周知さ

せなければならない。

(作業の届出)

第5条 事業者は、壁、柱、大井等に｛J綿等が使

用されている保温材、耐火被援材(耐火性能をイl
する被覆材をいう。以卜同じ。)等が張り付けられ

た建築物又は一仁作物¢解体等の作業(ム綿等め

粉じんを著しく発散するおそれが官>るものに限る。)

を行う場台におけるこ目安保温材、耐火被覆材等

を除i、する作業その他これに煩する作業を行う

ときは、あらかじめ、様式第l弓による届書に当

該作業に係る建築物メは上作物の概要を示す

図画を添えて、当該事業場の所在地を管轄する

労働基準監官署長(以下「所暗殺働基準監醤署

軽減さ才る場合が去ることがう規定したをのであること。

この場台、みなすか作かについては、第1J賓の剖査

を行った結果を踏まえて事業者が判断するものであり、

同項の調査結果と併せて記録することが望まし l'こと。

キ第1J賓の~JðJ査を行った建築物又は一仁作物について

む綿等の使同の有無カ明日らかむならなかった吹付け材

及び吹引け材以外の建材が混在する場合、吹｛、lけ材

については除去作業における発じんが著しく多いため、

必ず分析によりむ綿等の使用の有無を調査する必要

が去ること。吹付け材以外の建材については石綿腎が

使用されているも江とみなして法汝乙これにぷづく命令

に規yとする措i置を講ずるときは、分析による調杏は実

施する必要か7よいものであること。

ク第］J賓の調査については、石料作業主任者、特別教

育修f占等｛ J綿日こ関する 定の知日識を有している昌が

行うことが望ましいこと。

(2)第4条関係

ア事業省が解体等江下業に係る作業r眠、注怠事項

等を記載した言|凶I書を作成している場合において、第

2J頁各号に掲げる事項を含むときは、別途本条に阜、づ

く作業計画を広める必要はないモのであること。また、

当該言 1I町には、周辺環境への対応、解体廃業物の適

切な処叫についても含めるととが望ましい三と。

イ l血ム中に事耐え岡杏では把隠していなカトった｛ J綿をfT
有する建材守が )6見された場合には、その都度作業

計画の見直Lを行う三と。

ウ解休等の作業の実施に当たっては、作業環境中の

石綿のj農度の測定及び評価に基づく作業環境管理を

行うととが望ましし立と。なお、作業環I島管聞について

は、 ～JIJ途示す同外作業場における作業環境管理に係

る手法等に基づき行うこと。

(3) 泊5条関係
ア第1項の「保温材、耐火被榎村件」の「件」には、断熱

材が含まれるものであるとと。

イ 泊1唄のl｛j綿等の粉じんを著しく発散させるおそれ

のある主の」とは、以下に掲げる保温材、耐火被覆材守

が張り付けられた建築物又は一仁作物 U)解体等の作業

をいうことロ

げ) I石綿守が使用されている保温材」とは、有i制呆温材

並びに石綿を含有するけい酸カルシウム保温材、けい

そう-t保桐材、パーミキュライト保漏材及びパーライト

保温材をいうものであること。

(イ) I石料等カ可主用されている耐火被覆材」とは、石前崎

??有する耐火被覆板及びけい階カルシウム板第二種

安全センタ情報2 0 0 5年4月号 21



|宿綿積書予期幌測

む綿陣需予防規則 施行通達(基発第0318003号)

長」という。)に提!引しなければならない。

2 前r~の規定は、法第 88条第4r~の規定による

届山をする場合にあっては、適用しない。

(吹き付けられた石綿等の除去に係る措置)

第 6条 事業者は、壁、位、天井等に｛J綿等が吹

き付けられた建築物の解休等の作業をfTう場合

において、～該石綿等を除去する作業に労働者

を従事させξときは、当校除去を行う作業場所を、

それ以外の作業をfTう作業場所から隔離しなけ

ればならない。

(石綿等が使用されている保温材、耐火被覆材等の

除去に係る措置)

第 7条 事業者は、町、柱、天井等に有綿等が使

用されている保温材、耐火被覆材等が張り付け

巴れた建築物又は一仁作物の解体等の作業(｛J綿

等の粉じ/しを苫しく発散すξおそれがある毛のに

限る。)を行う場台において、～該保温材、耐火

被覆材等を除去する作業に労働者を従事させる

ときは、当該作業場所に当該作業に従事する労

をいうものであること。

(ウ引) 石糾等が使用さ才れlて刀沼断熱材とは、屋根用折版

白4」綿断熱材及び煙突七i」綿断熱材をL、巧うものであξこと。

ワ 第 1項の「巳こ才れtに類する｛作乍業」とは、吹き干刊lけら才れtた 

石剤劃料luj等の除去f作1業のうち、労働安全衛生士1旧Ij (昭和47
年労働省令泊3 2号。以下「安衛見 IJJという。)治則条治

5片の 21ゴ日げるをの以外のもの(岐育用吹引け有綿

等)をいうものであるとと。

工治2JI且は、法第 88条第4唄に基づく建築物正はL作

物の解体守干の作業と、平守綿守宇か使用されてし活保温材、

耐火被覆料等の除去作業を併せて行う場台には、二主主

に岡山を行う必要がないこととするものであるが、 10J現

に基づく言|問において当該除去作業に係る有綿ばく露

防止のための措置の概要を記載しなけれはγぷ巴ないも

のであることロ

(4)第 6条関係

ア吹き付吋られえ石刺 l等を除去す万作業をjTう場台は、

｛J綿等の粉じんの発牛量が多く、このような作業場所

に隣接した場所で作業をr;三労働者が当該粉じんにぱ

く露するおそれがil0るため、それ以外の作業を行う場

所から隔離すべきことを規正したものであること。

イ吹き付けらオた有綿手には、石綿をその重呈の 1%
を超えて含有するロックウール吹付け料、パーミキュラ

イト吹付け材及びパーライト吹付け材がfTまれる毛の

であること。

ウ 「当該除去を行引七業場所を、それ以外の作業を行

う作業場所かE楠離」するとは、円波除去を行う作業場

所をビニールシートで積うなど、石綿守の粉じんが他の

作業場所に漏れないようにするととであること。

工天ナド長に吹き付けられた｛J綿等の除去に什い、あ

らかじめ当該石綿守干の下に施工されている大井恢(有

料を含有しない守点を含む。 )。 除去作業を行う場台に 

は、当波天ナド板の上自に長年にわたり堆摘した｛J綿

守干の粉じんが飛散すること、又は大井裏に吹き付けら

れた石綿等が損傷を乏けることにより石料等の粉じん

が発散することがあるので、斗認作業においても本条

に基づき作業場所を隔離する必要があること。

(5) 第 7条関係
ア 叱入禁止の対象となる作業場所は、心綿等の粉じん

が I' o散するおそれの aる区岐をいうをのであり、壁、大

井等により区画される区域をいうもωではない三と。

イ 保護上主等を使用した者は点入禁止の対象としてLほ
いが、みだりに当該作業場所で他の作業を行うべきで

はない三と。
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働者以外の者(第 14条に規定する措置が講じら

れた者を除く。)が I立ち入ることを禁止し、かつ、そ

の胃を比やすい箇所に表示しなければなr';ない。

2 特定ノじ方事業者 (j去第 15条第1項の特定ノじ方

事業者をいう。)は、その労働者及び悶係請負人

(法第 15条第l項の閣係請負人をいう。以下この

頃において同じ。)の労働者の作業が、前項の保

出j耐

所で行われξときは、当該作業の閣始前までに、

関係請負人に～該作業の実施について通知す

るとともに、作業の|時I~J帯の調整等必弘!な｝~:ì肯

を講じなければならない。

(石綿等の使用の状況の通知)

第 8条 佳築物又は一仁作物の解体等の作業を行

う仕事の発注者(注文 のうち、そ江仕事を他の

青から説け負わないで注文している者をいう。)

は、当該仕事の請負人に対し、当該仕事に係る

建築物又は工作物における石綿等の使用状況

等を通知するよう努めなければならない。

(建築物の解体工事等の条件)

第 9条 建築物又は工作物庄内半休等の作業を行

う11事のれ文者は、石綿等0:使用の有J!l~の調査、

建築物又は一仁作物の解体等の作業等の方法、

費用又は工期等について、法及びこれに基づく

命令の規定の遵守を妨げるおそれのある条件を

付さないように配慮しなければならない。

第 2節 石綿等が吹き付けられた建築物等にお

ける業務に係る措置

第 10条事業者は、その労働者を就業させる建築

物の町、柱、天井等(次項に規定するをにを除く0)

に吹き付けられた石綿等が損傷、劣化等により

その粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じん

にばく露すξ おそれがあるときは、当該石綿等の

除去、封じ込め、凶い込み等の措置を講じなけれ

ばならない。

2 法第34条の建築物貸日者は、当該建築物の

貸与を受けた2以上の事業者が共用する脱 'rの
壁等に吹きI-jけられたむ綿等がJH傷、劣化等に

よりその粉じんを発散させ、及び労働者がその粉

(6) 泊8条関係

ア i:!o注者」とは、建築物又は工作物の所有昔、科理昔
等で、当設建築物又は一仁作物σ〕解体等σ川ド業主行司十

事をf也の者から請け負わないで注文している者をいう

こと。

イ本条は、発It守が石料等の使用の状耐等に係る情

報を有している場合に通知すξよき努止なければなG10よ
いをのであり、情報を有していなしオ場合まで通加を求め

る趣旨ではないとと。

(7) 第 10条関係
ア 「吹き付けられたむ綿等」には、天井長等通' , W労働

者が立ち入らない場所に吹き付け巴れた石綿腎で、建

材等で隔離されているものは含まないものである三と。

イ泊1項の「除去」とは、吹き付けられた心綿等をすべ

て除去して他の有綿を含有しない建材腎に代替する

方法を L巾三と。との方法は吹き付けられた石料等か

らの粉じんの発散を防止するための占法として、もっと

も効果的なtのであり、十日イ号、劣化の程度の高いもの

(脱落繊維の垂れ卜がりが多いもの等)、Jr(層材との

接着力が低下しているもの(吹付け屑が汗き上がって

いるtの守)、阪動ゃ漏水のあるところに使われてし渇

宅川>等については、との方法によるととが望ましいとと。

ウ泊1項の「封じ込め」とは、月き付けられた心綿等の
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じんにばく蕗するおそれがあるときは、前項に規

定する払ト置を諦じなければならない。

第 3節 石綿等を取り扱う業務に係るそ¢他の措

置

(吹付けの禁止)

第 11条事業者は、特定石綿等を吹き付ける作業

に労働者を従事させてはならない。

(作業に係る設備等)

第1 2条事業者は、特定石綿等の粉じんが発散す

る屋内作業場については、～該粉じんの発散源

を密閉する設備、同所排気装間又はフヘソシュフ。ル

型換気装置を設けなければならない。ただし、当

該粉じんの発散源を1雨明する設備、局所排気装

情-h.しくはフヘソシュフ。ル型換気装肯の設置が著し

く困難なとき、又は臨時の作業を行うときは、この

限りでない。

2 事業者は、前以ただし書の規定により特定{J
綿等の粉じ人の発散源を密閣する設備、局所排

気装置メは7 'ッシュフ。ルヰヰ換気装置を設けない

場合には、全体換気装簡を設け、又は当校特定

石綿等を湿潤な状態にする等労働者の健康障

害を予防するため必要な措置を講じなければな

らない。

(石綿等の切断等の作業に係る措置)

第 13条事業者は、次の各号のいずれかに掲げ

る作業(次項及び次条において r{j綿等の切断

等の作業」としち。)に労働者を従事させξときは、

表面に固化巧JIを吹き付けることにより塗膜を形成する

とと、又は吹き付け巳才lた石料等の内部に岡イヒ坤lを浸

透させ、心綿繊維の結合力を強化することにより吹き

付けぞれた有綿守からの允じノしを防止する方法をいう

」と。

工治JJBの「阿い込み」とは、 {_j綿等が吹き付け巳れて

いる大井、壁守を石綿を含有しない建材で穏うことによ

り、石料等の粉じんを室内等に発散させないようにす

る)j法をいうこと。

オ 「除去」以タの梢置を講じた場合には、その施工記

録等。 ' )1'古却を設計|斗書等と台わせて保存する三とが望

ましいこと。

力石綿守年が吹き付けられていることが明らかとなった

場台には、吹き付けうれた石制11等の損傷、劣化等によ

り{_j綿等の粉じんにばく属するおそれがi1S'0旨を労働

者によJし情報提供することが望ましいこと。

(8) 第 12条関係
ア治JJBは、町内作業場の lとした筒所かう、特五七

綿守の粉じんが発散する場合に、その粉じんによる作

業場内の空気の汚染及びf i . tbli陣苦を防止するため、

その発散源に局内I引気装置正はプッシュブル型換気装

置を設置すべきことを規定したものであり、第 2項は第

1J買たえし書に相当する場台にねナる全体換気弘置の

設世その他必要な措置を規どした宅のであること。

イ第1項の「設置が昔しく困難なとき」には種々の場

所に短期間ずつfH張して行う作業の場台又は発散泌

が 忘していないために技術的に投出が困難な場合

カ1あること。

ウ第l頃の「臨時の作業」とは、その事業において通常

行っているド業のほカ斗こ一時的必要に応じて行う作業

をいうこと。

したがって、一般的には、作業時間が短時閣の場台

が少なくないが、必ずしもそのような場合のみに限られ

る趣情ではないこと。

工本m則に才与いて、 「昼内作業場」には、作業場の珪家

江口 u困jの半分以上にわたって壁、羽目板、そ江也のしゃ

倣物が設けられてお 3ず、かつ粉じんがその内部に滞

留するおそれがない作業場は含まれないこと。

オ治2唄の「淑洲な状態にする等」の「等」には、照期間

出張して行う作業又は臨時の作業を行う場合に却する

適切な保護貝の使用が含まれるとと。

(9)治以来関係
ア本条は、屋内、屋外の作業場を同わず第 1項第1月

か3第5号までにJM定する作業を行う場台には、石市11等
の1')1じんの発散を IWICするため、原則として侃洲な状
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石綿等を出潤な状態のを「としなけれはγよらない。

ただし、｛J綿等をi需品1な状態のものとすることが

著しく困難なときは、この限りでない。

一 石綿等の切断、穿孔、断層等の作業

~ ｛J綿等を塗布し、注入し、又は長川Jけた物

の解体等の作業(石綿等が使用されている建

築物>くはL作物¢解体等の作業を含む。)

= 粉状の｛J綿等を容器に入れ、又は容器か

ら取り山す作業

問 粉状の石綿等を出台する作業

丘 前各号にJ日ける作業において発散したむ綿

等の粉じんの掃除の作業

2 事業斉は、石綿等の切断等の作業を行う場所

に、｛J綿等の切りくず等を入れるためのふたのあ

る脊骨量を備えなければならない。

第 14条事業者は、石綿等の切断等の作業に労

働者を従事させξときは、当該労働者に呼吸川

保護具を使用させなければならない。

2 事業斉は、石綿等の切断等の作業に労働者

を従事させξときは、当該労働者に作業衣を使JIJ

させなければならない。ただし、当該労働者に保

護衣を使用させるときは、この限りでない。

3 労働者は、事業者から前2r~の保護具等の使

用を命じられたときは、これを使用しなければなら

ない。

(立入禁止措置)

第 15条事業者は、有綿等を製造し、又は取り扱

う作業場には、関係者以外の者が立ち入ること

を禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表不

しなければならない。

態にしなければならないこととしたものであること。

イ 第l J賓の「著しく阿難なとき」には、湿潤な状態とする

ことによって心綿等の有同性が著しく損なkれるときが

含まれること。また、加除の作業において床の状況腎

により湿潤な状態とするととによってかえって掃除する
ことが凶難となるおそれの主るときが fTまれるものであ

ること。

ウ第l頃第3号及び第4号の「粉1ょの石制, 1等」には、繊
維状のむ綿等が fTまれ、樹脂等で塊状、布状等に加よ

され5cじ/しのおそれのないをのは含まれないものであ

ること。

工泊2項は、 ｛ J綿等の切りくず等を放置することにより、

切りくず脅から石綿守干の粉じんがうE止することを防止

するため、ふたのある容器を備えなければならなL立と

としたものであること。

(10)泊 14条関係
ア第13条第1項各月の作業はいずれも有綿守の粉じ

んの発生量が多いものであるととから、労働者ωばく

震防止の撤廃を図るため、 IriJ条の措世に加えて、呼吸

用保護具、作業衣守干の使用を義務付けるをのであるこ

と。

イ 呼吸困保護具は作業に応じて有効なも広を選択する

こと。

ウ作業火は粉じんの付着しにくいものとするとと。

(11)第 15条闘係
本条は、石刺l等の製造又は取扱いをfTう作業f期工つい

て、関係省以外の苗がみだりに ¥'r:今ち入らないよき措置し、

その腎を表ノl、すべきことを規定したものであること。

第3章 設備の性能等

(局所排気装置等の要件)

第 16条事業者は、第1 2 条第1J買の規定により設

ける局所排気装世については、次に定めるとこ

ろに適合するものとしなければならない。

ー フードは、特定石綿等の粉じんの発散源と

とに設けられ、かつ、外付け式又はレシーバー

式のフードにあっては、当該発散源にできるだ

3第3章設備の性能等

(1)泊16条関係

ア本条は、第 12条第1項の規定により設ける局所俳気

装置又はプッシュ7')レ型換気弘置に関し、有効な稼働

効果を確保するための構造上の要件及び能力につい

て規定したものであること。

イ第1項第l号は、同所排気弘置のフードが適切な位

世に設けられていないためにモの効果がUまずしば減少
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け近い位置に設けられていること。

ー ダケ卜は、長さができるだけ矩く、ベンドの数

ができるだ九す少なく、かつ、適当な箇所に掃除

Uが設けられている等同除しやすい構造のも

のであること。

三 排気口は、屋外に設けられていること。

同 厚生労働大叫が定みとる性能を有するモので

あること。

2 $業者は、第 12条第1項の規定により設ける

7ツシュフ。ル卑J換気装置については、次に定め

るところに適合するものとしなけれはきならない。

ダクトは、長さができるだけ短く、ベンドの数

ができるだけ少なく、かつ、 i出 ~な筒所にJ;,i除 

Hが設けられている等掃除しやすい構造のも

のであること。

排気Uは、屋外に設けられているとと。

= 厚乍労働大臣が定Itるl止1' 1を具備するもの

であること。

することがあるので、その効果を則するために必夏な

フードの設置位置について則定したものであるとと。

ウ治)J"治1号の「発散師、にできるだけ近い的世に設

ける」とは、局所排気装置の吸引効果は、フド開口固

と発散振との聞の距離の二乗に比例して低卜すξ£と

カも、フードが十分に機能するようフード間口直を発散

1原に近づけることをいうこと。

工第1頃第l号の「外付け式フード」とは、フード開口部

が発散源から離れている ｝ r式のフードをいうこと。

オ第1項第1月の「レンパー式フド」とは外付け式

フードと類似しているが、発散源 fJ'i~ßコ熱卜昇気流等

による ど｝;向への気流に対して関 11市が寸の気流

を受ける方 I(IJにあるものをいうこと。

)J 第1頃第2号汝び第2頃第1号は、同所排気弘置又

はブソシュフLル型換気装置江ダクトの配世が不良のた

めに、ダクトが長くなりすぎたり、ベンドが多くなったり

して圧)j損失(抵抗)がlQi ) ( G 、その結県、より大きな能 

力のファンが必要となξ二と、主<は稼働中に粉じんが堆
積して著しく局所排気装置若し(はブ、ソンユブ)～型換気

装置の能 )jが低卜する三とがしばしば ileるので、装置

の効果を期するために必要なダクトの構造について規

定したものであること。

キ第l項第2号J立び第 2J頃第l号の「適当な箇所」とし

ては、ベンドの市分えは粉じんが堆積しやすい筒所が

あること。

ク第l項第2号及び第2J買第l号の「掃除口が設けら

れている等」の「等」には、ダクトを斧込み式にして容易

に取り外しすることができる構造にすξことが含まれる

」と。

ケ治1唄第3号及び出2J且R~臼2号は、局所有|気装置ムく

はブyシユブJレ型換気装置カらの i'j染空気が作業場内

に排附されるととを防ぐたi1Jiこ土~~定した宅>ωであるとと。

コ治)J"治3号及び第2唄泊2号の「有|気11Jに は、第

18条により除じんした後の排気を排出する排気口が含

まオ1るとと。

サ治1唄泊4号は、局pJi引気装世の具備すべき能力に

ついて定めたものでaるが、局所排気装置が、そのフー

ドの附凶の所定位置において特定石市lj等の粉じんの

濃度を一作業直の時間中に半均して、 'ì:~ 態として、そ

れぞれ厚止労働大臣が定める情(抑制濃度)を越えな

いようlこする三とのできる能力のキJのであるべきととを土i
lとしたものであること。

なヰネこの厚止労働大臣が定める｛簡は、男I jj金告ノl、で

示されるものである三と。

シ治2明治3号は、フoツシュフル型換気装世の具備す
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石綿障害予防規則 施行通達(基発第0318003号)

(局所排気装置等の稼働)
第17条 事業者は、第12条第1項の規定により設 

ける局所排気装置又はプッシュプル型換気装置 
については、特定石綿等に係る作業が行われて 
いる間、厚生労働大臣が定める要件を満たすよ 
うに稼働させなければならない。
2事業者は、前項の局所排気装置又はプッシュ 

プル型換気装置を稼働させるときは、バッフルを 
設けて換気を妨害する気流を排除する等当該装 
置を有効に稼働させるため必要な措置を講じなけ 
ればならない。

(除じん)
第18条 事業者は、特定石綿等の粉じんを含有す 

る気体を排出する製造設備の排気筒又は第12 
条第1項の規定により設ける局所排気装置若し 
くはプッシュプル型換気装置には、次の表の上欄 
に掲げる粉じんの粒径に応じ、同表の下欄に掲 
げるいずれかの除じん方式による除じん装置又 
はこれらと同等以上の性能を有する除じん装置 
を設けなければならない。

粉じんの粒径
(単位マイク
ロメ ートル)

除じん方式

5未満 ろ過除じん方式
電気除じん方式

5以上20未満 スクラバによる除じん方式
ろ過除じん方式
電気除じん方式

20以上 マルチサイクロン(処理風量が
毎分20立方メートル以内ごと

べき能力について定めたものであること。
(2) 第17条関係
ア第1項は、第12条第1項により設置した局所排気装 
置又はプッシュプル型換気装置について、特定石綿等 
の製造又は取扱いの作業に労働者が従事している間 
稼働させるべきことを規定したものであること。

また、第2項は、局所排気装置又はプッシュプル型換 
気装置の構造及び能力が適切であっても、例えば窓を 
開放したり、換気扇を近接させたりすることによる気流 
の乱れによりフードの吸い込みを悪くし、その結果、装 
置の効果を低下させることがあるので、このような周囲 
の環境変化による悪影響を防止するための必要な措置 
を規定したものであること。

イ 第2項の「バッフル」とは、邪魔板ともいい、発散源付 
近の吸込み気流を外部の気流等からの影響から遮断 
するため設ける衝立等をいうこと。

ウ 第2項の「換気を妨害する気流を排除する等」の「等」 
には、風向板を設けて気流の方向を変えること又は開 
放された窓を閉じることが含まれること。

ェ第2項の「有効に稼働させる」とは、別途示される告 
示に規定する稼働要件を満たしていることをいうこと。

(3) 第18条関係
ア本条は特定石綿等の粉じんをそのまま大気中に放 
出すると、作業環境を汚染して労働者に健康障害を及 
ぼすおそれがあるのみならず、環境汚染の原因となる 
ので、その放出源である局所排気装置若し(はプッシュ 
プル‘型換気装置のダ外又は製造設備の排気筒につ 
いて有効な除じん方式の除じん装置を設けること、及 
びそれを有効に維持稼働させることを規定したもので 
あること。

イ 第1項にいう除じん方式は、全体の除じん過程にお 
ける主たる除じんの方式をいうものであり、除じん方式 
の選択は、次の例のように行うものであること。 

(ア)約50マイクロメートル以下の対象粉じんにつき、 
粒径分布(重量法による頻度分布)の図を作成する。 

(ィ)(ア)により作成した粒径分布の曲線においてピー 
クを示す点が機軸において、5マイクロメートル未満、5 
マイクロ メートノレ以上20マイクロメートル未満又は20マ 
イクロメートル以上のどこに位置するかを見て、該当す 
る粒径に対応する除じん方式を本項の表から求めるも 
のとする。

ウ 第1項の「ろ過除じん方式」とは、ろ層に粉じんを含 
有する気体を通して、粉じんをろ過捕集する原理こよる 
ものをいい、バグフィルタ(ろ布の袋)によるものとスク 
リーンフィルタ(ろ布の幕)によるものとがあること。
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石綿障害予防規則

石綿障害予防規則
に一つのサイクロンを設けた 
ものをいう。)による除じん方 
式
スクラバによる除じん方式
ろ過除じん方式
電気除じん方式

備考この表における粉じんの粒径は、重量 
法で測定した粒径分布におV、て最大頻度 
を示す粒径をいう。

2 事業者は、前項の除じん装置には、必要に応 
じ、粒径の大きい粉じんを除去するための前置き 
除じん裝置を設けなければならない。

3 事業者は、前2項の除じん装置を有効に稼働 
させなけれは'ならない。

第4章管理
(石綿作業主任者の選任)
第19条事業者は、令第6条第18号に掲げる作業 

(特定石綿等に係るものに限る。)については、 
特定化学物質等作業主任者技能講習を修了し 
た者のうちから、石綿作業主任者を選任しなけれ 
ばならない。

(石綿作業主任者の職務)
第20条事業者は、石綿作業主任者に次の事項

を行わせなければならない。

施行通達(基発第0318003号)
ェ 第1項の「電気除じん方式」とは、高電圧の直流のコ 

ロナ放電を利用して、粉じんを荷電し、電気的引力によ 
り捕集する原理によるものをいうこと。
才第1項の「スクラバによる除じん方式」とは、水等の液 
体を噴射又は起泡し、粉じんを含有する気体中の粉じ 
んを加湿凝集させて捕集する原理によるものをいい、 
一般に湿式又は洗浄式除じん方式といわれているもの 
であること。
力 第1項の「マルチサイクロンによる除じん方式」とは、 

2個以上のサイクロン(粉じんを含有する気体を円筒内 
で旋回させ、その遠心力で外方に分離される粉じんを 
落下させるもの)を並列に接続したものであり、サイク 
ロン系としては高性能を有するものであること。

サイクロンを2個又は4個接続したものは、通常それ 
ぞれダブルサイクロン、テトラサイクロンといわれ、これ 
らはマルチサイクロン方式のものに含まれるが、単体サ 
イクロンは、これに含まれないものであること。

キ第2項は、粉じん濃度が高い場合又は粒径の大きい 
粉じんが多い場合において、第1項の除じん装置の効 
果を期待するためには、事前に粉じんを含有する気体 
中の粉じんを一部除去しておく必要があるため規定さ 
れたものであること。

ク 第2項の「前置き除じん装置」には、重力沈降室、ルー 
バ等の慣性除じん装置、サイクロン等があること。

ケ 第3項は、除じん装置について、捕集粉じんの取除 
き(ダスト抜き)、破損の修理、除じん効果の確認等をし 
ばしば行う等によって所定の性能を維持しながら稼働 
させることを規定したものであること。

コプッシュプル型換気装置に除じん装置を設けるとき 
は、吸込側フードから吸引された粉じんを含む空気を 
除じんするためのものであることから、排気側に設け 
ること。
4第4章管理
(1) 第19条関係
ア「作業場ごとに石綿作業主任者を選任し」にっいては、 
必ずしも単位作業室ごとに選任を要するものでなく、第 
20条各号に掲げる事項の遂行が可能な範囲ごとに選 
任し配置すれば足りること。
イ「選任」にあたっては、その者が第20条各号に掲げ 
る事項を常時遂行することができる立場にある者を選 
任することが必要であること。
ウ「特定化学物質等作業主任者技能講習」については、 
特化則第52条に規定されているものであること。

(2) 第20条関係
ア 第1号の「作業の方法」については、専ら、石綿によ
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石綿障害て予防姐則 施行通達(法発第0318003 ～)

作業に従事する労働者が特定石綿等の粉

じんにより汚染され、又はこれらを吸入しない

ように、作業の )jj去を決定し、労働者を指押す

ること。

一 同所排気装胃、ブ、yシュフ。ル型換気装問、除

じん装置その他労働者が健炭障告を受けξこ

とを予防するための装置を一月を超えない期

山ごとに点検すること。

三 保護具の使用状況を監祝すること。

(定期自主検査を行うべき機械等)

第 21条令第15条第1唄第り号の厚や労働省令

で定訟とる局所排気装置、ブ、ソシュプル型換気装置

汝びq~全じん装置(特定石綿等に係るモ『に限る。)

は、次のとおりとする。

第 12条第1項の規定に基づき設けられる局

所排気装置

- 第 12条第1羽の規定に基づき設けIうれるフ。ツ

シュプル型換気装置

ニ 第 18条第1項の規定に県づき設けられる除

じん装情

(定期自主検査)

第 22 条事業者は、前条各号に掲げる装置につ

いては、 1年以内ごとに |門|、定期に、次の各号

に掲げる装置の種類に応じ、当該各片に掲げる

事i買について臼主検査をlJt~なければならない。

ただし、 1+ドを超える期山使JIJしない同条の装肯

の当該使用しない期間においては、この限りでな

し迎。

一 同所排気装情

イ フード、ダクト及びファンの摩耗、腐食、く

ぼみ、その他損傷の有J!(I~及びその程度

ロ ダケ卜及び俳刷機におけるじんあいのた

い積状態

ハ タクトの接続部における緩みの有取

ニ 屯動機とファンを連結するベyレトの作動状

態
ホ 吸気及び排気の能力

ヘ イからホまでに掲げるもののほか、刊能

を保持するため必要な事項

る健康障害の予防に必要な事項に限るをのであり、例

えば、湿潤化、隔離の要領、立入禁止区域の決定等が

あること。

イ第2月の「そ¢由労働者が健康障吉を受けることを
子防するための払置には、全体換気装置、密閉式の構

造の製造装世等があること。

ウ第2月の「点検する」とは、闘係装置について第 12

条及び第 16条カミら第18条までに月比定する位康障害の
予防措世に係る事項を中心に点検することをいい、そ
の主な内d併としては、装置の主夏部分のJ司傷、脱落、

異常凶等の異常の有無、局所排気弘置そσJ他の排fH
処理のための装置等の効果の確必等がaること。

［車両It作業主任者の選任が必要な、労働安全衛生

法施行令指6条第 18条に掲げる作業は、「特定化学

物質腎を製造し、又は取り扱う作業(試験研究のた

め取り扱う作業を除く。)Jであり、第2類物質のひと
つとして、 「心綿(アモサイト及びケロシトライトを除く。 )J

が含まれてし喝。］

(3) 第 22条関係

ア本条は、法第4 6条及び令第15条第9号の別定によ
り、ど期に自宅検査を行わなければならないこととされ

た第 21条各月に掲げる装置について検査すべき事項
を、弘置の種類に比、じて定めたものであるとと。

イ泊l項第 1号ホの「吸気及び訓気の能力」について

は、別途ぺ、される定則同主険金十日主|によって換気中の
特定石剤約濃度の測定を実施すと三とによξ検査の実

Jkが必要であるが、この }jj去によることが凶難な場合

は、局所排気装置の性能が確保されてIIる場合の測定
位置における制御風速をあらかじめ測定により明らか

にしておき、検杏の場合、風速を測yとし、円"記風速と比

較することにより局所排気装置の性能の有無を検査し
ても差し支えないとと。

ウ泊1項泊 l号へ及び出2号への「必要な事項」とは、

ダンパ の調節、排風機の注j山状態守をいうこと。

工第l項第2号ホの「送気、吸気ノ位び排気 U;能)JJの 検

査に斗たっては、~JIJ途示される告示に規yとされる要件

を満たしていることを確認しなければならないこと。

オ第l頃第3号二の「処叫能}jJについては、除じん処
理の効果を確日記するための測どが必要であること。
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指綿積書予期幌測

む綿陣需予防規則 施行通達(基発第 0318003号)

プッシュ7ル卑J換気装置

イ フード、ダクト及びファンの摩粍、腐食、く

ぼみ、その他損傷のイl無及びその程度

ロ タクト及び、排風機におけるじんあいのた

い積状態

ハ ダクトの接続部における緩みのイl無

ニ 電動機とファンを連結するべyレトの作動状

態

ホ 送気、吸気及び排気の能力
ヘ イからホまでに掲げるもののほか、性能

を保持するため必弘!な事JJj
三 除じん装置

イ 構造部分の陪耗、腐食、破損の有無及び

その斜度

目 当該装置内におけるじ/しあいのたい積状

態

ハ ろ過除じん方式の除じん装肖にあっては、

ろ材の破損又はろ材取付部等の緩みのイj

111 1、、"

ニ処理能力 

ホ イからニまでに掲げるもののほか、性能

を保持するため必要な事項

2 事業者は、前項ただし書の装肯については、

その使用を再び閣始する際に同項各勾に掲げ

る事項について白主検査を行わなければならな
L 、A。 

(定期自主検査の記録)

第 23条事業者は、前条の白主検査を行ったとき

は、次の事現を記録し、これを 3年山保存しなけ

ればならない。

検査年月日

検査方法

一検金箇所

同検査の結果

丘 検査を実施した者の氏名

六 検査の結県に基づいて補修等の措置を講

じたときは、その内容

(点検)
第 24 条事業者は、第21条各月に掲げる装置を

力第l項第3片ホの「必要な事項」には、除じん装置の

性能が低卜した場台における排気量の制整等を含む

ことロ
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石綿障害て予防姐則 施行通達(法発第 0318003 ~)

初めて使用するとき、えは分解して改造若しくは

修理を行ったときは、当該装聞の積煩に応じ第 22

条第lJft各月に掲げる事項について、点検をfT
わなければならない。

(点検の記録)

第 25条 事業者は、前条の点検をfTったときは、次

の事項を記録し、これを3年間保存しなければな

らない。

点検年月刊

点検方法

= 点検箇所
凶 点検の結県

Tr . 点検を実施した者の氏名

六 点検の結果に基づいて補修等の拍置を請

じたときは、その内宥

(補修等)

第 26 条事業者は、第2 2条の自主検査又は第2 4

条の点検を行った場合において、巣市;を認めた

ときは、直ちに補修その他の措置を講じなければ

ならない。

(特別の教育)

第 27 条事業者は、石綿等が使用されている建築

物ムくはム作物の解体等の作業に係る業務に労

働者を就かせるときは、当該労働者に対し、次の

科目について、当該業務に閣する衛生のための

特別の教育を行わなければならない。

{J綿等の有需'1'1
二 石綿等の使用状171
ニ 石綿等の粉じんの発散を抑制するた陀の措

i貢
凶 保護只の使用)j法

Tr . 前各号に掲げる宅ののほカ¥石綿等のばく

露の防止に悶し必l止な事項

2 労働安全衛生規lliJ (昭和4 7年労働省令第3 2

号)第3 7条及び第3 8 条並びに前項に定めるも

ののほか、|司唄の特別の数台、の実施について

必要な事項は、厚生労働大臣が定める。

(4) 第26条関係

ア本条は、定期白土検査又は点検を行った結果、異常

を必めた場合は、補修そ江他の措置を講ずべきことを

規定したものであり、これらの措置が講ぜられない限

り当該設備については禄働させてはな巴ないものであ

ること。

イ 「その他の附置」とは、補修には至らない程度のもの

であって、当該設備0)有効様働を保持するた制ご必要

な措世をいうこと。

(5) 第 27条関係

安衛則第37条のJM定により、特別教育の科刊の全

部文は 部について十分な知u龍及び技能を有している

と認められる労働昔については、当該科目についての

特別教育を省時することができるが、具体的には次の

昔がfTまれるものであること。

ア特定化学物質守作業主任者技能講習修了昔

イ他の事業場において当該業務に関し、既に特別の

教育を受けた占

ウ昭和63イ13)J30円千|け基允第200月通達 ［48頁に

掲載］にJr(づく石料除去現場の管叫者に対する労働衛

ヰ教育を受けた占

［編it: 50貝にパフリ、ソケ・コメント手続にかけ巴れた

r{ j綿に係る特jJIJ教育規程案」を掲載］
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|宿綿積書予期幌測

む綿陣需予防規則 施行通達(基発第0318003号)

(休憩室)

第 28条事業者は、特定｛J綿等を常時、製造し、

又は取り扱う作業に労働者を従事させξときは、

出該作業を行う作業場以外の場所に休憩室を設

けなければならない。

2 $業者は、前項の休憩室については、次の措

置を講じなければならない。

一 入門には、水を流し、又は十分視らせたマッ

トを置く等労働者の足部に付着した物を除去す

るための設備を設けること。

一 入円には、衣服川ブラシを備えること。

三 労働者は、第 lJ f tの作業に従事したときは、

同項の休憩室に入る前に、作業衣等に村右

した物を除ぶしなければならない。

(床)

第 29 条事業者は、特定石綿等を常時、製造し、

又は取り扱う作業場及び前条第lJ良江休想宅の

床を水洗等によって脅易に掃除できる構造のも

のとしなければならない。

(掃除の実施)

第 30条事業者は、前条の作業場及び休息宅の

床等については、水洗する等粉じ/しの飛散しな

い方法によって、毎日一回以上、似除を行わな

ければならない。

(洗浄設備)

第 31条事業者は、石綿等を製造し、又は取り扱

う作業に労働者を従事させるときは、洗限、 j先身
又はうがいの設備、更火設備及び洗濯のための

設備を設けなければならない。

(容器等)

第 32条事業者は、｛J綿等を遥殿し、又は貯蔵す

ξときは、当該有綿等の粉じんが発散するおそれ

がないように、堅四な容訟を使用し、えは催実な

包装をしなければならない。

2 $業者は、前項の平手掛又は包装の見やすい

(6) 第 28条関係
ア木条は、特定心綿等の製造>くは取股いを市時行う場

合に、その作業場所wの場所に休憩室を設け、その

休憩室について特定石料等の粉じんによる汚染を子防

するための措置を講ずべきことを規正したものである

こと。

イ第l頃の「作業場以外の場所」には、作業場のある建

家の内認の場所であって作業場所と確実に|え画されて

いる場所を含むこと。

(7) 治山条関係

ア本条は、石綿含有製品の製造、加工事業J場等江特

定石市lj等を常時、製造し、又は取り扱う作業場が対象

となるものであり、建築物止は上作物の解休等の作業

場は齢、当しないものであること。

イ 「水洗等」の「等」には、超品性能(HEPA) フィルター
付きの貞雫掃除機がfTまれξ ことロ

ワ 「内易に加除できる構造」には、スが流れ"':1すいよう

に傾斜をつけ、講を設け、平滑にする等があるとと。

(8)治到来関係

ア 「床守」の「守」には、窓枠、棚が含まれること。

イ 「水洗する等」の「等」には、超品性能( H 日 'A)フィyレ
ター付きの貞雫掃除機を同いる｝;法が fTまれることロ

(9) 第 31条関係
ア木条は、心綿等の製造ムくは取般い「ド業を労働占

に行わせる場合には、洗眼、 ii ¥ :身そ江也必要な洗浄設

備等を設けるべきととを則定したものであるとと。

イ 「洗身の設備」とは、シャワ一、入浴設備等正本に付

着した石綿腎を洗うための設備をいうこと。

ウ 「更火設備」とは、更火用の口、ソ力一又は更衣室をい

い、汚染をjJl,:けγよいため作業用の衣服等と通勤用の衣

服腎とを区別しておくことができるものでaること。

(10)第 32条関係
ア木条は、心綿等の運搬ムくは貯!比の場合における堅

固な特出又は確実な包装配主用及びこれ旬。杯出、包

装への必要な表示、並びに保管上の措置等について

規正したものであること。
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倍i所に石綿等が入っている三と及びその取扱い

|の注意事項を表不しなければならない。

3 $業者は、有綿等の保管については、 定の

場所を定めておかなければならない。

4 事業者は、心綿等の運搬、貯蔵等のために使

用した零骨量又は包装については、当該石綿等の

粉じんが発散しないような措置を講じ、保管する

ときは、一定の場所を定めて集積しておかなけれ

ばならない。

(喫煙等の禁止)

第 33条事業者は、{J綿等を製造し、又は11 1(り扱

う作業場で労働者がUた煙し、又は飲食することを

栄I上し、かつ、その旨を~該作業場の見やすい

箇所に表不しなければならない。

2 労働者は、前項の作業場で喫煙し、又は飲食

してはならない。

(掲示)

第3 4条事業者は、有綿等を製造し、又は取り扱

う作業場には、次の事項を、作業に従事する労

働者が見やすい箇所に財不しなければならないb

石綿等を製造し、又は取り扱う作業場で～る

旨
{J綿等の人体に及ぼす作川

三 石綿等の取扱い上の注;首事項

同 使用すべき保護具

(作業の記録)

第 35 条事業者は、有綿等を製造し、又は取り扱

う作業場において常時作業に従事する労働者に

ついて、一月を超えない期I~Jこ守とに次の事以を記

録し、これを 3 0年間保存するものとする。

一労働者の氏名

- 従事した作業の概公及び当校作業に従事

した期間

二 石綿等の粉じんにより著しく汚染される事態

が中じたときは、そ7概説及び事業者が講じた

応急の措置の概要

イ第1項の附置は塊状であって、そのままの状態では

発じんのおそれがないものについては、適用されない

趣旨であること。

ウ第2項の「取扱い上の注意事項」については、石i暗号

の取扱いに際し他版障害を子防するため、特に情意す

べき事項を上主体的に表示する必要があること。

［編jで有機溶剤中毒下防規制第24条第2)且の規

定に基づき同条首H項の規定によりj~~J、すべき事項

の内容及び掲示方法を定虻る告示(昭和 47"十労働

省告示第 123号)(抄)
4掲ノJ、方法は、次に定めるところによるものとする。

( 1 )掲示は、掲示板によって行なうこと。

(2) 掲示板の材質は、本質、金属その他の破質の

物であること。

(3) 掲示松のんきさは、縦 0.4メートル以上、横1.5
メートル以|とすること D

(4) 局ノ」 、ほの表面は、白色とすること。

(5) 掲示阪に記載する文字は、黒色とすること。

(6) 掲示板の第 l行刊に「有機溶剤等使出の注意

事項」と表ノ」 、すること。 ］

(11)泊 34条関係
ア第4月については取扱いのd支態に応じ、保護具の名

称を具体的に掲示すること。

イ掲示hi去については、昭和 4 7年労働省告示治 123 

月「有機溶剤中毒予防規則第24条第2項の規定に基
づき、同条第］ J買のJM定により掲示すべき事頃の内容

及び掲示 )j法をビぜる告示」第 4号［上記編注参照］に

準ずる守見やすいをのとすることが望ましいこと。

(12 )第 35条関係
ア木条は、 { j綿等を製造し、又は取り吸う作業場にお

いて、常時当該作業に従事する労働者については、そ

σ汗ド業ω記録及び事故等による汚決¢概要を記録し、

これを保存させておくことにより、指36条の作業環境iRIJ

定の結果の記録、第37条の作業環境測定結果の評価

の戸録及び第41条の他国語診断の結果。 )記録と併せて、

{j 綿等によるばく長状況を把搾し、健康管理に資する

こととしたものであること。

イ 記録。コ保存期間については、石綿が人体に遅発性

の健康障害を及ぼすこと等にかんがみ、ばく長状況等

を長問l間十巴握させるため、 30 イ|聞としたものであるこ 

と。なお、第36条第2Jl'! O) ! 1 '業環脱出JI定σ消古思の記録、

治 37条第2唄の作業環境iRIJ ,と粘果の評f,illの記録及び

第 41条の有綿健康診断個人票について同趣腎で主る

とと。
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第5章測定

(測定及びその記録)

第 3 6条事業者は、令第2 1 条第7号庄作業場(特

ZE石綿等に係るものに限る。)について、 6月以

内ごとに一目、定期に、特定石綿の雫気中にお

ける濃度を測定しなければならない。

2 $業者は、前項の規定による測定をfTったと

きは、その都度次の事項を記録し、これを 30 年間

保存しなければならない。

測定円時

測定方法

= 測定箇所
凶測定条件

Tr . 測定結果

六 測定を実施した者の氏名

ヒ 測定結栄に基ついて当該特定有綿による

労働者の健康障害の予防措置を講じたときは

当該品商の概'～

(測定結果の評価)

第 37条事業者は、特定石綿に係る屋jJ ' i作業場

について、前条第1羽又は法第6 5 条第5 J自の規

定による測定をfTったときは、その都度、速やか

に、厚生労働大l止の疋める作業尉境評価法準

に従って、作業環境の管理の状態に応じ、第1管

理区分、第2管理区分又は第3管理区分に区分

するととにより~設測定の結束の~\I~{I曲を行わな

ければならない。

2 $業者は、前項の規定による評価をfTったと

きは、その都度次の事項を記録し、これを 30 年間

保存しなければならない。

評価円時

計'{I曲筒所

= 評価結果
凶 評価を実施した者の氏名

ウ第3月の「昔しくi'l染される事態」とは設備の故障

等により石綿等の粉じ/レを多量に吸入した場台等があ

ること。

工第3月の「その概要」とは、はく露則問、濃度守干のifJ
染の程度、汚染により生じた flt版障百等をいう三と。

オ治3条に基づく事前調賓の結果についても併せて 30

イ|間保存することが望ましいこと。

5第5章測定
(1)治 36条関係
ア本条は、特定有綿舎の製造又は取扱いが常時行わ

れる昼内作業場について、その作業環J見巾の特定石

綿の気中濃度を定期的に測定すること、 IIEび1こその測

定結果についての記録及びその保存について規定し

たものであるとと。

イ治2項第4号の liR'Jど条件」とは、使用した測定器具

の種類、測定時の気温、湿度、風j出及び団山、局所排

気弘置等の様働状刷、製造法置の稼働状説、作業の

実施状日等iR Jl ii結果に影響を与える諸条件をいうこと。

［編it: I屋内作業場」には、作業場の建家U湘リ両の

半分以上にわたって壁、羽目板、その他のしゃ蔽物

が設けぞれておらず、かつ粉じんがその内部に滞留

するおそれがない作業場は含まれない(戸の第3の

2の (8)治 12条関係のヱ (24頁)。

「屋外作業場に手五する作業環境科理に係る手法号」

が別途示される子定(記の第3の2の (2)第4条関係
のウ(21頁L l

34 安全センタ情報2Cコ5年4月号



石綿障害て予防姐則 施行通達(法発第 0318003 ~)

業務の経席の調査

{J綿によるせき、たん、息切れ、胸州等の他

覚症状又は自覚症状の既往歴のの無の検査

(評価の結果に基づく措置)

第 38条事業者は、前条第1羽の規定による評伺

のi占米、~3管理区分に区分された場所につい

ては、直ちに、施設、設備、作業L 程ムくは作業方

法の点検を行い、そ江結果に基づき、施設又は設

備の設置又は整備、作業工程又は作業)j訟の

改善その他作業尉坑を改書するため必要な措置

を講じ、当技場所の管理灰分が第 1管理灰分又

は第2管理区分となるようにしなければならない。

2 事業者は、前項の規定による措置を講じたとき

は、その効果を確認するため、|可司自の場所につ

いて当該特定石綿の濃度を測定し、及びその結

果の計'f,曲を行わなければならない。

3 前 2現に定めるもののほか、事業者は、第一

項の場所については、労働者に有効な呼吸用保

護具を使用させるほカ¥健康診断の実施その他

労働者の健康の保持を図るため必 '}J!:なJ位置を講

じなければならない。

第 39 条事業者は、第3 7条第1項の規定による詐

何の結果、第 2管理灰分に灰分された場所につ

いては、施設、設備、作業工程又は作業jパ主の

点検を行い、その結果に某づき、施設えは設備

の設肯又は整備、作業一仁粍又は作業方法の改

善その他作業環境を改善するため必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。

(2) 第 38条関係
ア泊1項の「直ちに」とは、他設、設備、作業ム程えは

作業方法の点検及び長検結果に基っく改善措置を直

ちに行う趣旨であるが、改追措置については、三れに要

する合理的な時間については占慮されるものであξこ

と。

イ第2J頁の担1'定政び許価は、第 l頃の則定による措置

の効果を確u! c 1するために行う毛のであるから、措世を講

ずる前に行った方法と同じ方法で行うことすなわち作

業環境測定ぷ準及び作業環崎評価ぷ準に従って行う

ことが旭「であること。

ウ第3項の「労働者に有効なlIf'吸用保護具を使用させ

る」のは、第lJ頁の則定による措置を講ずるまでの比、急

的なものであり、呼吸財保護共の使用をもって「孜措

置に代えることができる趣日ではないこと。な主主局部的

に濃度の高い場所があ之てとにより第 3管科区分に区

分された場所については、円波場所の労働占のうち、

濃度の市Lヰ立置で作業を行三毛のに¢み呼吸用保護具

を着用させるとととして差し支えないとと。

工泊3顧の「健康診断の実施その他労働昌の健康の

保持を図るため必要な梢置JI了二山ては、作業環境測

定の評価の結果、労働者に著しいばく露があったと推

定される場合等で、産業医等が必要と認めたときに行

うべきものである乙と。

第 6章 健康診断

(健康診断の実施)

第 4 0条事業者は、令第22条第1項第3号の業務

(特定石綿等を製造し、若しくは取り扱う業務又は

製造等生出 I上石綿等を試験制究のために製造し、

片しくは使川する業務に限る。)に常時従事する

労働者に対し、雇人れ又は当該業務への配置替

えの際及びその後6月以内ごとに一回、定期に、

次の以円について院自11による健康診断を行わな

ければならない。

6 第 6章健康診断
(1)泊40条関係

ア第1項の「当該業務へ¢配置替えの際」とは、その事

業場において、 f也の業務か3本条に則定する受診対象

業務に配世転換する直前也、うものでi I ' ;ること。

イ第Z項の「常時従事させたことのある労働昔で、現に

使用している宅約」とは、その事業場において過去に常

時従事させた労働者であってそ叩事業場に有職してい

る者をいい、退職者までを含む趣日ではないこと。

一

～
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二 せき、たん、息切れ、胸痛等の他覚症状正

は自覚症状の有無の検杏

凶 胸部の工1ソクス線直接持t影による検金

2 事業者は、令第 22 条第2項の業務(同項第 l

号の 2、第1号の3+iしくは第8号にHJl tξ 物村し

くは同項第 21片に掲げξ物(同項第 l弓の 2又は

第 l号の 3に係るものに限る。)止は第 4項に規

定する物に係るものに限る。)に常時従事させた

ことのある労働者で、現に使用しているものに対

し、 6月以内ごとに一回、定期に、目白頃各号に掲

げる羽円についてi*!lliによる健康診断を行わな

ければならない。

3 事業者は、前 2項の健康診断の結果、他覚症

状が認められる者、自覚症状を訴える者その他

見常の疑いがある者で、医師が必要と認ぜるも

のについては、次の項 Uについて医捕による健

康診断を行わなければならない。

作業条件の調査

胸部の工、ソクス線直接撮影による検査の結

果、異常な陰影(｛j綿肺による線維増植刊の

変化によるものを除く。)がある場合で、医師が

必要と認めるときは、特殊なエックヌ線撮影に

よる検査、暗疾の細かくたん胞診又は気管支

鋭検査

4 令第 22 条第2 J頁第 24 号の厚生労働省令で定

める物(I可以第8号に係るものに限る。)は、む綿

(アモサイト及びクロシドライトを除く。以下この項

において同じ。)を含有する製剤その他の物(石

綿の台有量が重量の 1パーセント以下のをのを

除く。 )とする。

(健康診断の結果の記録)

第 41 条 事業者は、前条第一I白から第 3司自までの

健康診断(法第(j(j条第5項ただし書の場合にお

いて出設労働斉が受けた健康診断を含む。次条

において r｛j綿健康診断」という。)の結果に基づ

き、石綿健威診断個人票(様式第2月)を作成し、

とれを 30 年間保存しなければならない。 

(健康診断の結果についての医師からの意見聴取)

第 4 2条有綿健炭診断の結以に基っく法第(j(j条

[編J土離・退職者の健康符理に附しては健康苧!理

手帳市1 ] 1立がaる(労働安全衛生法第 67条)。がん等

の重度の健康障害を発牛するおそれのある業務の

むとつとして、「有綿(これをその重量の パーセン

トを超えて含有する製剤そ江由正物を含む。)を製造

し、又は取り扱う業務」が定められ(労働安全街中法

施行? ?第23条第 11月) 、 「両肺野に石綿によるイ、整

形陰影があり、又は石制I1による胸膜肥!字があるとと」

(労働安全衛牛規則泊 53条第四日)の要件に該当す

る者は、離職の際又は離職のi去に住所 l由の都道府

県労働｝,l~準局長に申請するととにより、他bli管理手

帳が交付される。健康管理千帳の交付を受けξと、

指定さ才iた医療機関守で、イ|に2回、無料で健康診

断を支ける三とができる。

[納It労働安全衛生法施行令第22条第2J頃は、 「佐

康議断を行うべき有害な業務」を示したもの]

(2) 治41条関係

ア 「健康診断個人票(椋式第 2片)Jの裏面の「業務の経

歴」欄には、石市ljに係る経歴のほか、イ当機溶剤I ] cド毒子

|的規則(昭和47年労働台令治3 6号)、鈴中毒予防規則

明百和 47イ|労働省令37 月)、四 7n キ)～鈴中毒干防規 

則(昭和47年労働省令第38号)、特化則、電離政射線

障害防止規則(昭和 47年労働省令泊41号)及びじん

H[i i法(昭和 35イ|法律第30号)のそれぞ才II=J日げる業

務に係る経歴についても該当が i M lば明記すること。

イ 「健康診断個人果」にっしぺは、様式第2号に掲げる

項目が充足されていれば、これと民なる様式のをので

あっても差し支えないとと。

(3) 治 42条関係
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の 4の規定による医崎からの志見聴取は、次に

定めるところにより行わなければならない。

石綿健康診断がfTわれた円(法第 66 条第

5項ただし占の場台にあっては、~iÎ実労働者が

健康診断の結果を証明する書由を事業者に

提出した R) カら3月以内'=1丁うこと。

聴取した医師の志見を石乱制建康診断｛凶人票

に記載すること。

(健康診断結果報告)

第 43 条事業者は、第4 0 条第 l項かう第 3J頁まで

の健康診断(定期江主のに限る。)を行ったときは、

遅滞なく、石綿健hk診断結以報告書(様式第3~)

を所轄労働長準昨督署長に提問しなければなら

ない。

第 7章保護具
(呼吸用保護具)

第 44 条事業者は、｛J綿等を製造し、又は11 1(り扱

う作業場には、当該有綿等の粉じんを吸入する

ごとによる労働斉の健康障害を予防するため必

叫な呼吸川保護具を備えなければならない。

(保護具の数等)

第 4S条事業斉は、前条の呼吸用保護具につい

ては、|百;J I持に就業する労働者の人数と|司数以|

を備え、常時イJ効かつ清潔に保持しなければな

らない。

(保護具等の管理)

第 46 条事業者は、第1 4 条第l項及び第2項、第

44 条並びに第 48 条第6号に規定する｛果護具等

が使川された場心、には、他の衣服等から隔離し

て保管しなければならない。

2 事業斉及び労働者は、前項の保護具等につ

いて、｛, J着した物を除ぶした後でなければ作業場

外に持ち出してはならない。ただし、廃棄のため、

容器等に梱包したときは、乙の限りでない。

第 8章 製造許可等

(製造等の禁止の解除手続)

第 47 条令第16条第2項第1号の許ロf(製造等祭

止｛J綿等に係る毛のに限る。 Y.x現において|百lじ。 )

を受けようとする者は、様式第4～による申請書

ア医師カ巧の:首見聴取は労働昔江健康状況から緊急

に法第 66 条の 5第 1J頁の措置を講ずべき必要がある
場台には、できるだけ速や均ヰ二行われる必要があるこ

と。
イ意見聴取は、事業者が意見を述べる院師に対し、佐

康診断の固人崇の様式の「医師のJ百見欄」に当夜忍見
を記載させ、これを確認することとすること。

(4)第 43条関係
「健康議断結果報告書」は、治 40条によλ1');年期。ヲに行っ

た健康診断の結果について、所結労働基準監督署長に
遅滞なく(佐康診断冠了後おおむね lヶ月以内に)提刊す

るものとすること。

7 第 7章保護具

(1)第44条関係
本条の「呼吸用保護貝」とは、送気マスク等給気式呼吸

困izi寝具(簡易救命器及び際素発牛式白己救命器を除

く。 ) 、防じんマスク並びにJIS T号157に適合した面体形
及びブード形ω電動ファン付き粉じん用呼吸用保護貝を

いい、こオ[らのうち、防じんマスクについては、国家検返に

合倍したものであること。

(2) 第 45条関係
「有効」とは、各市『破損、脱落、弛み、 j,r;[l気の付着、変

!降、耐用イ|数の超過守保護具の性能に支障をきたしてい
る状態でない三とをいうとと。

(3) 泊 46条関係
第Z項の「付着した物を除去」する方法は、衣類ブラシ、

真空掃除機で取り除く方法、作業場内で洗濯する方法等
汚染の程度に応じ適切なlン法を用いること。また、汚染の

ひどいものは廃業物として処分すること。

8 第 8章製造許可等
(1)泊将来関係
ア本条は、法第55条ただし書の規定によ弘製造守禁

止石制11等を試験制究のため製造し、輸入し、又は使用
する場合の千続について規定したものであること D
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を、製造等祭 l上石綿等を製造し、>くは使用しよう

とする場合にあっては当校製造等禁止｛J綿等を

製造し、又は使用する場所を管轄する労働基準

耽督者長を経由してこ5該場所を管轄する都道附

lR労働局長に、製造等禁止｛J綿等を輸入しよう

とする場合にあっては当該輸入する製造等禁止

石綿等を使用する場所を管轄する労働法準耽督

署長を経山して当該場所を管申書する都道府県労

働局長に提山しなければならない。

2 都道j付県労働局長は、令第 16条第2J頁第 1号

の許可をしたときは、中請者に対し、様式第 5号

による許可証を交付するものとする。

(製造等禁止石綿等の製造等に係る基準)

第 48 条令第16条第2 J良第 2号の厚中労働大臣

が定める基準(製造等禁止有綿等に係る毛のに

限る。)は、次のとおりとする。

一 製造等禁止｛J綿等を製造する設備は、密閉

式の構造のものとすること。ただし、密閣式の

構造とすることが作業の性質上著しく岡難であ

る場合において、ドラフトチヱンパー内部に当

該設備を設けるときは、この限りでない。

一 製造等主主 I上石綿等を製造する設備を設置

する場所の床は、水洗によってd主主易に掃除で

きる構造のものとすること。

ニ 製造等栄 l上石綿等を製造し、ムくは使用する

者は、当校製造等禁止ィコ綿等による健康降下空

の予防について、必要な知識をイlする者であ

ること。

四 製造等禁止｛J綿等を入れる容器について

は、当該製造等禁止石綿等の粉じんが発散す

るおそれがないように堅同なものとし、かつ、

当該容器の見やすい箇所に、当該製造等禁

止有綿等が人っている日を表示すること。

冗 製造等祭IC石綿等の保管については、ー

定の場所を定め、かつ、その旨を見やすい箇

所に表示すること。

六 製造等栄 l上石綿等を製造し、ムくは使用する

者は、保護前掛及び保護手袋を使JIJすること。

ヒ 製造等禁止有綿等を製造する設備を設置

イ法第55条ただし書の規定による製造は、訊験研究

する青が丙接行うべきものであり、他に委託して製造す

ることはu! c 1められないこと。ただし、輸入に当たり、輸

人事務の代行を商社制吋了うことは差し支えないが、

尚社等がゐ羽む3搾 4造等禁止石刺鴎さを輸入しておき、

試験研究占の要請によコて提供することは dめられず、

したがって、輸人する場合を試験研究に必夏な最小阪

j児の量であるととが必要であるとと。

(2) 第 4号条関係

第 l号の「作業の性質上著しく岡舗でまる場台」とは、

製造等禁止｛J綿等を製造するにあたって、その量が争量

でまるため、工業的な製造設備を設けることが困難であ

るととカ仏製造装置の密閉化か守できず、手動によって操

作しなければならない場合をいうものであること。
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する場所には、 3該製造等主主 l上石綿等の製

造作業中関係者以外の者がなち入ることを禁

止し、かつ、その日を比やすい箇所に表示す

ること。

第 9章報告
第 49 条有綿等を製造し、又は取り扱う事業者は、

事業を廃止しようとするときは、石綿関係記録等

報告書(様式第6号)に:!J:..の記録及び七綿健康

診断恒人票又はこれらの写しを添えて、所轄労

働長治献督岩長に提刑するものとする。

第 35 条の作業の記録

第 36条第2項の視1'定の記録

二 第 41条の石綿健康診断個人票

附則

(施行期目)
第 l条 この省令は、平成 17 年 7月 l口から施行

する。

(解体等の作業に関する経過措置)

第 2条 この省令の施行の際現に行われている

建築物又は一仁作物の解体等江作業については、

第 4条、第5条第l項及び第27条第l項の規定は、

適用しない。

(石綿等を吹き付ける作業に関する経遇措置)

第 3条この省令の施行の際引に附l!Il第 12条の規

定による改止前の特定化学物質等障害予防規

則JI (昭和47+ド労働省令第39号。以下「旧特化則」

という。)第38 条の 7第 2項各月に掲げる措置を

講じて日項に規定する作業に労働者を従事させ

ている事業者は、第 11 条の規定にかかわらず、

当該作業に労働者を従事させることができる。

(作業に係る設備等に関する経遇措置)

第 4条 この省令の施行の際現に事業者がその

作業場(特定石綿等に係るものに限る。以下こ

の条において同じ。)について川特化則第 6条第

I羽の認定を受けている場合における当校作業

場については、第 12 条の規定は、適用しない。

との場台において、 3該認定に係る 111特化則第

6条第4IJ追及び第5項の規定の~川については、

なお従前の伺lによる。

9 附則
(1)附則第1条関係

この省令は平成 17 イn)Jl 円から施行すること。

(2) 附~IJ第2条闘係

平成 17年 7月 11コにおいて現に行われている建築物

正は一正作物¢解休等の作業については、第 4条、指5条

第 l項及び第 27条第 1項の規定は適用しないこと o

(3) 附~IJ第3条闘係

平成 17年7月l日において現に!日特化目JI第 38条の7

第三I白再号に掲げる措世を講じて特定｛J綿等を吹き付け

る作業に労働者を従事させて L沼事業者は、第 11条の規

定にかカミわらず、当該作業に労働背を従事させる三とが

できること。

(4) 附~IJ第4条闘係

平成 17年 7月1日において現に事業育がそo)fド業場 

についてI~特化則泊6条第111自の認定を受けている場合

は、第12条の規定は適用しないこと。この場合において、

当該認定に係る!日特化則第6条第4J頃及び第5項の m定

の旭用については、なお従日"の例によること D
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(床に関する経過措置)

第 5条 この省令の施行の際現に存する特定ム

綿等を常時、製造し、又は取り倣う作業をfTう作

業場の床であって、不浸透性の材料で造られた

ものについては、第 29 条の規定は、 i白川しない。

(製造等の禁止の前に製造され、文は輸入された石

綿含有製品等に関する経遇措置)

第 6条 労働安全衛兵EI.主施行fTの一部を改正す

る政令(平成 7年政令第9片)附則第4条第1項に

規定するアモサイト等で、同令の施行の目前に

製造され、又は輸入されたをの及び労働安全衛

生法施行令の 部を改疋する政令(平成 15年政

令第4 5 7号)附則第2条第1J買に規定する石綿含

有製品で、|司令の施行の H前に製造され、又は

輸人されたものについては、特定石綿等とみなし

て、この省令の規定を通用する。

(処分等の効力の引継ぎ)

第 7条 この省令の施行前に旧特化lliJの規定に

よりされた処分、手続その他の行為は、との省令

の相当規定によりされた処分、手続その他の行

為とみなす。

(様式に関する経過措置)

第 8条 この省令の施行の際現にある改正前の

様式による用紙は、当分の問、これを取り繕って

使用するととができる。

(罰則に関する経過措置)

第 9条この省令の施行前にした行為に対する罰則l
のi且用については、なお従前の例による。

※以下第10条~第15条［省略］

(労働安全衛生規則の一部改正)

(有機溶剤中毒予防規則の一部改正)

(特定化学物質等障害予防規則の部改正)

(作業環境測定法施行規則の部改正)

(労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律施行規則

の一部改正)

(特定化学物質等障害予防規則及び労働安全衛生

規則の部を改正する省令の部改正)

(5) 附則第5条関係

刊判長17年 7月 H Iにおいて現に存する特定心綿等を

常時製造し、又は取り扱う作業を行引十業場の床であっ
て、不浸透性の材料で造られたものについては、第 29条

の規定は適用しないこと。

(6) 附則泊6条関係
労倒J安主衛生法脳77Tの部を改『する政令(平成7

年政令第9号)附則第4条第l頃に制定するアモサイト等
で、半成 7年 4月 ll::l oIfに製造され、ムくは輸入されたもの

及び労骨安全衛生法施行令の 部企改在する政令(平成

15年政令第457号)附則第2条第lJ頁に別定する製造等

が禁止された七綿 fT有製品で、半成 16年 10月HI 日f,に

製造され、又は輸入された屯のについては、特定有綿守

とみなして、石料則ω則定を適用すと三と。

(7) 附則第7条関係

半成 17年 7月 1l::J ~íIに I~ 特化則の規正によりされた

処分、手続その他の行為は、石綿則の佃当規定によりさ
れた処分、手続その他の行為とみなすとと。

(8) 附則第8条関係
胞行の際に現にiISる改止が!の様式による用紙は、当分

の問、加除修 j f舎により使用することがでさること。

(9) 附則第9条闘係

石綿則の施行前にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例によること。

(10)その他

{J綿国JIの制去に作い、安倖J則等について改止を行った
ものであること。

ア特別管叫物質に係る作業の記録及び特妹他版診断

個人票については、特別管理物質を製造し、主くは取り
扱う宇業に常時従事する労働昔が当該作業に従事す

る三ととなった日カもヌ)年間保存すξ三ととしていたが、

これを当夜記録をした Hから3 0年間保存することとし

たこと。 (附則第12条闘係)

イモO)j也所要の改正を行った宅のである三と。(附則第

10'条から泊 15条まで関係)
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第4 その他

1 根拠条文及び罰則

石綿則は、法に基づく省令であり、一部の規定を除き

罰則の適用があるものである。石綿則中の各規定の根拠

条文及び罰則は、別紙2のとおりであること。

2 関係通達の改正

(1)昭和46年5月24日付け基発第399号「特定化学物

質等障害予防規則の施行について」関係

同通達の一部を次のよ引こ改正する。

IVの2の(2)中「石綿、」を削る。

Vの15の(3)中「、素材としての石綿」を削る。

VIの4の(3)中「、石綿」を削る。

(2)昭和50年10月1日付け基発第573号「特定化学物

質等障害予防規則の一部を改正する省令の施行につ

いて」関係

同通達の一部を次のようるこ改正する。

IIの24及び25を次のように改める。

24及び25 削除

IIの34の(5)のチを次のように改める。

チ削除

(3)昭和58年7月18日付け基発第383号「特定化学物

質等障害予防規則第6条第1項の規定による認定の基

準及び同規則等の規定により設ける局所排気装置の

性能の判定要領についてj関係

同通達の一部を次のように改正する。

1の(1)のロの表中

「石綿 I 480 I 

オノレトーフタロジニトリル I 24 I Jを

「オルトーフタ口ジニトリル I 24 I Jに改める。

(4)平成7年2月20目付け基発第76号「労働安全衛生

法施行令の一部を改正する政令及び労働安全衛生規

則及び特定化学物質等障害予防規則の一部を改正す

る省令の施行について」関係

同通達の一部を次のように改正する。

第3のIIの3から8を次のように改める。

3から8まで削除

別紙1
石綿則と旧特化則との関係

回

第10条「石綿等が吹き付

けられた建築物等における
業務に係る措置j

旧特化則
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石綿則 旧特化則

第30条(清掃の実施)

第31条(洗浄設備) 第38条(洗浄設備)

第32条(容器等) 第25条(容器等)

第33条(喫煙等の禁止)
第38条の2(喫煙等の禁

止)

第34条(掲示) 第38条の3(掲示)

第35条(作業の記録) 第38条の4(作業の記録)

第36条(測定及びその記

録)

第36条(測定及びその記

録)

第37条(測定結果の評価)
第36条の2(測定結果の評

価)

第38条(評価の結果に基

づ(措置)

第36条の3(評価の結果に

基づ(措置)

第39条(評価の結果に基

づ(措置)

第36条の4(評価の結果に

基づ(措置)

第40条(健康診断の実施) 第39条(健康診断の実施>

石綿則 旧特化則

第41条(健康診断の結果

の記録)

第40条(健康診断の結果

の記録)

第42条(健康診断の結果

もこついての医師からの意

見聴取)

第40条の2(健康診断の結

果についての医師からの意

見聴取)

第43条(健康診断結果報

告)

第41条(健康診断結果報

告)

第44条(呼吸用保護具) 第43条(呼吸用保護具)

第45条(保護具の数等) 第45条(保護具の数等)

第46条(保護呉等の管理)

第47条(製造等の禁止の

解除手続)

第46条(製造等の禁止の

解除手続)

第48条(製造等禁止石綿

等の製造等に係る基準)

第47条(禁止物質の製造

等に係る基準)

第49条「報告」 第53条「報告」

石綿障害予防規則 労働安全衛生法

条 項 根拠条文 罰則(量刑) 罰則(根拠)

第1条 (実施省令) なし

第2条 (実施省令) なし

第3条 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第4条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第5条 第100条第1項 50万以下 第120条第5号

第6条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第7条
第1項 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第2項 第36条(第30条関係) 50万以下 第120条第1号

第8条 (実施省令) なし

第9条 (実施省令) なし

第10条
第1項 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第2項 第36条(第34条関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第11条 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第12条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第13条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第14条
第1項、第2項 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第3項 第27条第1項(第26条関係) 50万以下 第120条第1号
第15条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第16条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第17条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号



石綿障害予防規則 労働安全衛生法

条 項 根拠条文 罰則(量刑) 罰則(根拠)

第19条 第14条 6月又は50万以下 第119条第1号

第20条 第14条 6月又は50万以下 第119条第1号
第21条 第45条第1項 50万以下 第120条第1号
第22条 第45条第1項 50万以下 第120条第1号

第23条
(記録) 第45条第1項 50万以下 第120条第1号
(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第24条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第25条
(記録) 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第26条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第27条 第59条第3項 6月又は50万以下 第119条第1号

第28条
第1項、第2項 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第3項 第27条第1項(第26条関係) 50万以下 第120条第1号

第29条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第30条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第31条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第32条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第33条
第1項 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第2項 第27条第1頂(第26条関係) 50万以下 第120条第1号
第34条 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第35条
(記録) 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第36条
第1項、第2項(記録) 第65条第1項 6月又は50万以下 第119条第1号

第2頂(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第37条
第1項(評価、措置) 第65条の2第2項 なし

第2項(記録) 第65条の2第3項 なし

第2項(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第38条 第65条の2第1項 なし

第39条 第65条の2第1項 なし

第40条 第66条第2項 50万以下 第120条第1号

第41条
(作成) 第66条の3 50万以下 第120条第1号
(保存) 第103条第1項 50万以下 第120条第1号

第42条 第66条の4 なし

第43条 第100条第1項 50万以下 第120条第5号
第44条 第27条第1項(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号

第45条 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第46条 第27条第1頂(第22条第1号関係) 6月又は50万以下 第119条第1号
第47条 第55条ただし書 (3年又は300万以下) (第55条)

第48条 第55条ただし書 (3年又は300万以下) (第55条)

第49条 第100条第1項 50万以下 第120条第5号



石綿障害予防規則

基発第0318004号 
平成17年3月18B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

石綿障害予防規則の 
周知について

石綿障害予防規則(平成17年厚生労働省令第21号。 
以下「石綿則」という。)は本年2月24日に公布され 同年 
7月1日より施行されることとなった。その内容については、 
平成17年3月18日付け基発第0318003号「石綿障害予 
防規則の施行について」［前掲］により指示したところであ 
るが、関係事業者等に十分周知を図り、円滑な施行に向 
けて万全を期す必要がある。

ついては、下記事項に留意のうえ、関係事業者等に対 
する石綿則の周知に遺憾なきを期されたい。

なお、関係事業者団体等に対し、別添［後掲基発第 
0318005号］のとおり周知について要請したので了知さ 
れたい。

記
1石綿則の周知に当たっての基本的な考え方
(1)基本的な対応
石綿則の周知に当たっては、次の事項を踏まえ、実施 

すること。
ア石繃こよる肺がん•中皮腫の労災認定者数は増加傾 
向にあること。また、石綿へのばく露からこれらの疾病 
が発症するまでの期間は、相当長い場合が多いこと。 

イ石綿則の制定により、①石綿等が使用されている建 
築物等の解体等の作業における対策、②石綿等が吹 
き付けられている建築物の管理等について充実強化さ 
れたところであるが、その対象となる建築物等の解体 
等の作業は、建築物等の老朽化に伴い、今後増加す 
る見込みであること。

ウ このため、石綿則の遵守を徹底するためには、その 
規制の内容及び対象に即した的確な周知を図る必要 
があること。この場合、①については、建築物等の解体 
等の作業を行う建設事業者、当該作業を行う仕事の発 
注者等を中心とした規制であるが、この解体等の作業 
は、必ずしも解体を専門に行う工事業者のみが行うも 
のではなく、建築物の改修を行う事業者も対象になるな 
ど広範囲の建設事業者が対象になること。また、発注

者については、公共工事発注機関のほか、宅地の開発 
等を行う不動産事業者等も対象になること总につい 
ては、労働者が就業するすべての建築物が対象になり 
特定の業種に限定できないことから、広範に周知する 
必要があること。

ェ 建築物等の解体等の作業は、当該作業自体が一時 
的、非定常的であること、石綿含有製品が使用されて 
いるか杏かの判別が外見上では困難な場合が多いこ 
と、及び解体等の作業に従事する労働者は一般的に 
石綿の有害性に対する認識が必ずしも高くないと考え 
られることから、石綿が使用されていないとして石綿則 
に基づく措置を適正に行わない場合が生じることも考 
えられる。このため、当該事業者に事前調査、作業計 
画•作業の届出等の実施を遵守させるためには、関係 
者に対する徹底した周知が必要であること。

(2)計画的な周知
周知に当たっては、周知手法や周知対象となる事業者 

団体等の状況に応じて、都道府県労働局(以下「局」とい 
う。)及び労働基準監督署(以下「署」という。)の役割分担、 
実施時期等を明確化した上で、計画的かつ効率的な周知 
に努めること。
2周知に当たって留意すべき事項
(1)周知の対象
周知の対象である事業者等については、次に示す事項 

に留意し、正確な理解が得られるよう十分に説明すること。 
ア建築物等の解体等の作業を行う事業者
建築物等の解体等の作業を行う事業者には、建築物 

等の解体の専門工事業者に限らず、解体工事を請け 
負う土工工事、とび工事等を専門とする事業者のほか、 
建築物の改修を行う事業者も含まれることから、建設事 
業者全般を対象とする必要があること。

なお、解体工事業を営もうとする者は、建設業法(昭 
和24年法律第100号)に基づく土木工事業、建築工事 
業又はとび* 土工工事業に係る建設業の許可を受けた 
者を除き、建設工事に係る資材の再資源化等に関する 
法律(平成12年法律第104号。以下「建設リサイクル法」 
という。)の規定により、解体工事の規模や額にかかわ 
らず、都道府県知事の登録を受けなければならないこ 
ととされていること。

また、これらの事業者は、中小事業者が多く、団体等 
に加入していない事業者も多いことから、きめの細か 
い周知活動が必要であること。

これらの事業者に対する周知に当たっては、建設業 
労働災害防止協会都道府県支部との連携を図るととも 
に、(社)全国解体エ事業団体連合会都道府県支部等 
の関係事業者団体との連携を図るほか、建設リサイク 
ル法に基づく都道府県への登録事業者に対しては都
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道府県との連携を通じて行うことが、効率的であること。 
イ建築物等の解体等の作業を行う仕事の発注者
建築物等の解体等の作業を行う仕事の発注者に対 

する周知に当たっては、(社)日本ビルヂング協会連合 
会を構成する地方協会、(社)全日本不動産協会の地 
方本部等の発注者団体の会員事業場への周知のほか、 
発注者連絡会議等の機会を通じて行うこと。

ウ石綿等が吹き付けられている建築物の管理を行う事 
業者
吹付け石繃J、耐火•準耐火建築物である鉄骨造の 

工場建屋、倉庫、大型店舗等の駐車場等の建築物に 
施工されている割合が高いので、製造業、倉庫業、大 
規模小売業、ビル賃貸業等の事業者に対し重点的に、 
かつ広範に周知を行うこと。

(2)周知の重点事項
建築物等の解体等の作業に係る周知に当たっては、次 

の項目に重点を置いて説明を行うよう留意すること。 
ア解体等の作業における事前調査の実施(第3条) 
イ 作業計画の作成、作業の届出(第4条、第5条) 
ウ 石綿等の除去作業における隔離、立入禁止及び湿 
潤化(第6条、第7条、第13条)

ェ 保護具等の使用及び管理(第14条、第7章) 
才石綿作業主任者の選任(第19条)
力特別教育の実施(第27条)
3具体的な取組
各局に別途送付する周知用のパンフレット等を活用し、 

以下により積極的に改正内容の周知に努めること。
(1) 広報活動
広報活動については、石綿則の施行を所掌する部署と 

広報担当部署との連携により、創意工夫を凝らした効果 
的な取組を行うこと。
具体的には、以下のような取組が考えられること。
なお、本省より国土交通省及び環境省に対し、地方自 

治体建築部局、産業廃棄物処理事業者等への石綿則の 
周知等について協力を依頼しているところであるので、局 
署においても必要に応じ、当該部局との連携、協力を図 
ること。
ア 都道府県労働基準協会(連合会も含む。)、労働災害 
防止団体地方支部、事業主団体等が発行する機関紙 
等を通じた広報

イ地方公共団体、建設工事発注機関等における広報 
紙等を通じた広報、窓口でのパンフレットの配布 

ウ地元報道機関を通じた広報
ェ ホームページを活用した広報
(2) 集団指導、説明会等の実施
集団指導、説明会等の実施に当たづては、建設業労働 

災害防止協会都道府県支部、関係事業者団体等との連 

携を図り、効率的に実施すること。なお、労働災害防止団 
体等が独自に会員事業場等に対する研修会を実施する 
ときは、可能な限り必要な協力をすること。

また、他の事項について実施する集団指導や事業主団 
体等の会議、会合の場など、多数の事業者が参集する機 
会を積極的に活用し、効率的に実施すること。

さらに、労働安全衛生コンサルタント、社会保険労務士、 
労災防止指導員等の事業場を指導する者に対し改正内 
容を周知し、これらの者による関係事業場への周知、指 
導等が可能となるようにすることにも配意すること。
(3) 監督指導•個別指導時における対応
建設事業者に対する監督指導•個別指導時においては、 

パンフレット等を活用し,石綿則の規定の周知を図ること。 
また、監督指導•個別指導時においては、建屋等に吹 

付け材が見られる場合には,石綿則違反がないときにお 
いても、パンフレット等を活用し石綿則の規定を説明し、当 
該吹付け材に石綿が含まれ損傷、劣化等がある場合に 
は,除去等の措置を講ずる必要があることを教示するこ 
と。
(4) 窓口における対応
ア局及び署においては、パンフレットを窓口の見やすい 
場所に備えておくこと。

イ労働安全衛生法第88条第4項に基づく計画届の受 
付時等において、必要に応じ、パンフレット等を活用し 
て石綿則の周知に努めること。

ウ石綿則に関する事業者等からの相談があった場合 
には、パンフレット等を活用し、十分な説明を行gTg

基発第〇318005号 
平成17年3月18日 

別紙の関係団体の長殿
厚生労働省労働基準局長

石綿障害予防規則の 
制定について

日頃から労働基準行政の推進に格段の御理解斑卸協 
力を賜り厚く御礼申し上げまず。

さて、石綿による労働者の健康障害の予防対策につい 
ては、従来から特定化学物質等障害予防規則(昭和47年 
労働省令第39号)により規制を行ってきたところですが、
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石綿障害予防規則

石綿を含有する石綿セメント円筒等の製造等が平成16年 
10月1日より禁止されたことにより、国内の石綿の使用量 
が大幅に減少したところです。一方、石綿の多くはこれま 
で建材として建築物に使用されており、今後石綿含有建 
材を使用した建築物等の解体等の作業が増加することが 
予想されています。

このため、建築物等の解体等の作業におけるばく露防 
止対策等の充実を図った石綿障害予防規則(平成17年 
厚生労働省令第21号)を別添のとおり制定し、石綿によ 
る健康障害の予防対策の一層の推進を図ることといたし 
ました。

つきましては、貴団体におかれましても、この趣旨を御 
理解いただくとともに、傘下会員事業場等に対する通知、 
広報誌等への掲載、会員事業場等の取組みの把握、協 
力支援等により、本規則内容の周知徹底に御協rTji 
力を賜りますようお願い申し上げます。 _
別紙
1災防団体(6)中央労働災害防止協会/建設業労働災害防止協会/林 業•木材製造業労働災害防止協会/陸上貨物運送事業労 働災害防止協会/鉱業労働災害防止協会/港湾貨物運送 事業労働災害防止協会
2安全衛生団体等(16)

(財)安全衛生技術試験協会/ (財)産業医学振興財団/ 
(社)産業安全技術協会バ社)日本作業環境測定協会バ社) 
全国労働衛生団体連合会/(社)日本クレーン協会/(社)日 
本ボイラ協会パ社)ボイラ•クレーン安全協会パ社)建設荷 
役車両安全技術協会/(社)日本保安用品協会/(社)日本 
労働安全衛生コンサルタント会/全国社会保険労務士会 
連合会/(独)労働者健康福祉機構/(社)日本化学物質安 
全•情報センター/(社)全国労働基準関係団体連合会 
3業界団体等(85)
押出成形セメント板(ECP)協会/セメントファイバーボー 

ドエ業組合/せんい強化セメント板協会/全国石綿スレー 
卜協同組合連合会/ftt)日本建築材料協会/(社)日本石 
綿協会/日本窯業外装材協会/(社)日本石膏ボードエ業 
会/大阪石綿紡織工業会/(社)建築業協会/(社)住宅生産 
団体連合会八社)全国建設業協会八社)全国中小建築エ 
事業団体連合会/(社)日本建築士会連合会/(社)日本鉄 
道建設業協会/ (社)全国解体エ事業団体連合会/石油連 
盟/電気事業連合会/ftt)日本エレベータ協会バ社)目本 
化学工業協会/(社)日本航空宇宙工業会/(社)日本自動 
車工業会姻 日本麵工業会バ®日本造船工業会バ® 
日本中小型造船工業会/(社)日本舶用工業会/(社)日本 
産業車両協会/ OT)建設業振興基金/ (社)プレハブ建築協 
会K®建設産業専門団体連合会/ (社)全国中小建設業 

協会八社)日本建設業団体連合会八社)日本土木工業協 
会/(社)日本道路建設業協会/(社)全国建設産業団体連 
合会/全国建設業共同組合連合会/全国建設産業協会/ 
(社)日本建築学会バ社)日本電力建設業協会バ社)日本 
電設工業協会/住宅リフォーム推進協議会バ社)日本ビル 
ヂ'ング協会連合会バ社)全国ビルメンテナンス協会バ社)日 
本空調衛生工事業協会バ社)不動産協会バ社)全日本不 
動産協会/(社)日本建築士事務所協会連合会/(社)日本 
建築家協会/ (社)全日本建築士会/ (社)セメント協会バ社) 
全国建築コンクリートブロックエ業会バ社)全日本トラック 
協会/ (社)日本機械工業連合会/ (社)日本建設機械化協 
会バ社)日本建設機械工業会バ社)日本倉庫協会バ社)日 
本鉄鋼連盟/(®日本民営鉄道協会/普通鋼電炉工業会/ 
(社)日本鋳物エ業会/日本鋳鍛鋼会/(社)日本産業機械 
工業会パ社)日本ボイラ整備据付協会/(社)全国建設機 
械器具リース業協会/化成品工業協会/石油化学工業協 
会/日本無機薬品協会/関西化学工業協会/(社)日本化 
学会/(®日本電機工業会/(社)日本建材産業協会/日本 
鉱業協会/ (社)全国産業廃棄物連合会/硝子繊維協会/板 
硝子協会/カーバイドエ業会バ社)日本ガス協会バ社)日本 
簡易ガス協会川本産業ガス協会/ロックウールエ業会/ 
(社)日本左官業組合連合会バ社)日本鳶工業連合会/日 
本建築仕上学会/日本建築仕上材工業会バ社)日本プラ 
ントメンテナンス協会
4労使団体その他(4)

(社)日本経済団体連合会/全国中小企業団体中央会/ 
日本労働組合総連合会/全国建設労働組合総連合

基安化発第〇323001号 
平成17年3月23日 

都道府県労働局労働基準部
労働衛生主務課長殿 厚生労働省労働基準局 安全衛生部化学物質対策課長
石綿障害予防規則の周知に当 
たって留意すべき事項について

石綿障害予防規則(平成17年厚生労働省令第21号。 
以下「石綿則」という。)の制定に伴う周知については、平 
成17年3月18日付け基発第〇818004号(以下「局長通 
達」という。)をもって指示されたところであるが、その周知 
に当たっては、下記に留意の上、遺憾なきを期されたい。
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記

1 局長通達記の3(1)なお苦における木台がう国-t交

通昔、及び環境省への周畑協力依頼は、それぞれ別添

l及び31J添 2により行ったととろである三とo

これにより、園-t交通台から各都道府県建築担当市

局長、各地方整備局建設部長守及び指定確認金企機

閣 1(川よ交通省本省指定に限る)の長あて、t罷I克省か

ら告都J釦白県件保健所次世市防棄物行政宅管市(局)

長あて石綿則の周加についての協力依頼がそれぞれ

発刊される子定であξ三と。

また、各都道府県建築担「部局より建築確J!c:.、申請窓

口及び解体工事業者登録窓口にパンフレy卜が配置さ

れるとととなるとと。

2 (社)全国解休ーじ事業凶休連台会の会員事業占は  jJrj

添 3 ［省略］のとおりさ aること。

3 建設て事に係る資材の内資源化等に閣する法律(平

成12年法作治1仁4号D以下「建設りサイクル法」という。 )

の規定による解体工事業者の登録窓口部局は別添4

［宵路］のと才Jのである三と。建設リサイクル法において

解休一正事業昌登録簿は 般に閲覧の用に供しなけれ

ばなぞないこととなっていることカ仏当談窓口部局との

辿携を|刈り、宅要録簿を祈用し、効率的な同知を|叶る三む

4 ｛J綿則の制どにf'l'い、心綿に係る健康治断結果報

告の椋式が特定化学物質咋健康診断結果報告書く特

定化学物質等陣当F防別日JI限式第3号)カミら石市l制;康

治断結果報告書(｛J綿則様式第3号)に変わξこととな

るが健康診断結果報告は、健診夫施の時点で義務が

発生すξ三ととなり、半日告様式はその時点の宅Jコを使

同することとなる(例えば、 ｛ J綿国i Jliill行H後に報告カザよ

さ才たものであっーとも、健診実施イ1JJ円が施行円前の

場台には、特定化学物質等位康診断結果訓告書によ

ることとなる) 。

石綿則附則第日条において、当分の問、旧様式を取

り繕って使用するととができξこととなっているが、 OCIR
帳票では取り繕ったとしても機械で読みとることができ

ないため、有綿則施行後の届出様式に係る混乱を避け

るため、平成 16年度に石組I1に係る特定化学物質等健

康議断結果報告書をt~ 山している事業昔を中心4二、山

綿則の問 rnの際にはこの点について在確な理解が得

られるよう十分に説明するとと。

5 パンフレソトは3月末に発送される予どであることロ

［編注 hLtp ;j /wvvw .mhl w.. go .ip/L opics!20日5/02/ 

t,市224- 1. htmlで入手 "1能］

別添1

平成17年3月23口県安化発第0323003号
国一上交通台住宅局建築指導課長宿て厚牛労働省労働基

準局安全衛生部化学物質対策課長

石綿障害予防規則の制定について(協力依頼)

｛J綿による労働昔の健康障害予防対策については、従

来カ蛇特定化学物質学障害予防規則1(昭和47イ|労働省

令第3 9号。以ト「特化則」という。)により川制を行ってき

たところです泊1,｛_j綿を fT有する七綿セメント円筒等の製

造等が昨イ1 10 JJ1円より禁止さ才たことにより、園内の石

料の使用量のん部分が削減されたととろであります。-

｝J 、｛ j綿の多くはこれまで建材として建築物に使用されて

おっ、今後この時則に建築された建築物の解体が増加す

るととが子怨されています。

このため、建築物等の解休等の作業におけるばく長|山

止対議舎の充実を図った石綿陪宮予防規則(平成 17イ|

厚生労働省令第21号)を別添のと :liJ制定し、石治「によ

る健康障害予防対策のー屑の推進を図ることといたしま

した。

つきましては、建築物等 U )解体等σ;作業を行う労働者

に対する｛ j綿ばく露, ) ; Ic <l観点、か与都道肘県建築関係

部局、地方整開局及び指定確認検査機関の建築確認窓

口にリーフレソトを配置していただく等建築物等ぴ〕解体等

の作業を行う事業省に対する周知について御協力いただ

きますようお願い申し上げます。

別添2
平成17イHJJ23 円基安｛ヒブE第 0323α)2片
環J見宵λt'F (房廃棄物・リサイケ)v対策部産業廃棄物課

長宛て厚牛労働省労働基準局安全衛牛部化7物質対策

課長

石綿障害予防規則の制定について(協力依頼)

石市I1による労働青白他康障害子防対策にて山ては、従

来か三特lと化γ物質等障害予防規則(昭和 47年労働省

令第39 円。 ) Iごより規制を行ってきたところですが、石綿

を含有する石市I1セメン卜H筒等の製造等が昨年 10月l口

より禁止されたことにより、国内の心綿の使用量の大部

分が削減されたところであります。 方、有綿の多くはこ

れまで建材として建築物に使用されており、今後と¢時期

に建築された建築物の解体が増加すξことが予想されて

います。

とのため、建築物等0コ解体等の作業におけるばく露防

止対策等の充実を図った心綿障害予防規則(平成 17年

厚土労働省令第21引を別添のとおり制定し、有綿によ

る他版障害子防対策の一層の推進を|斗ξ三とといたしま

した。
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石綿障害予防規則
特に、建築物等の解体等の作業前に行う事前調査を強 

化し、目視等の調査により石綿等の使用の有無が明らか 
とならなかった場合には、原則として分析調査を義務付け 
ることとしました。これにより、解体等の作業で発生する廃 
棄物について石綿を含有するか否かの判断が容易となり、 
廃棄物を入れた容器等への石綿含有等の表示が行われ 
ることから、その後の廃棄物を取り扱う労働者の石綿ば 
く露防止にも資するものと考えられます。

つきましては、石綿含有廃棄物を取り扱う産業廃棄物 
収集運搬業及び産業廃棄物処分業に従事する労働者に 
対する石綿ばく露防止の観点から、貴省関係機関等に対 
し、石綿障害予防規則についての周知を図っていただき 
ますようお願い申し上げます。

なお、社団法人全国産業廃棄物連合会に対し
て、別途通知済みであることを申し添えます。

［部内限］ 基発第200号
昭和63年3月30日 

都道府県労働基準局長殿
労働省労働基準局長 

石綿除去作業、石綿を含有する 
建設用資材の加工等の作業等に 

おける石綿粉じんばく露防止 
対策の推進について

石綿粉じんによる健康障害の防止については、かねて 
より重点施策の一つとして積極的にその推遺を図ってき 
たところであり、昭和51年5冃22 0付け基発第408号「石 
綿粉じんによる健康障害予防対策の推進について」、昭 
和53年明28日付け基発第541号「自動車のブレーキド 
ラム等からのたい積物除去作業について」等数次にわた 
る通達によりその徹底を図ってきたところである。また、特 
に建築物の解体又は改修工事における労働者の石綿粉 
じんへのばく露に着目し、昭和61年9月6日付け基安発 
第34号により当該工事関係業界団体に対し安全衛生部 
長から当該対策の充実の要請を行わせたところである。

ところで、昭和30年初頭から昭和50年初頭までの間に 
建設されたビル等の建築物には断熱材、吸音材等として 
石綿が多量に使用されているものが多く、最近、老朽化 
等によりこれら建築物の解体等の工事件数が次第に増 
加していることから、石綿粉じんによる労働者の健康障害 
防止対策を一層徹底させることが緊急の課題となってい
48安全センター情報2005年4月号

る。また、石綿を含有する建設資材が多量に流通してい 
ることから当該資材の加工時に発生する石綿粉じんばく 
露防止対策の充実も必要とされている。

ついては、これらの問題に対処するため下記の対策を 
進めることとしたので、関係事業者及びその団体に対す 
る指導援助、関係行政機関との連携の強化等を通じ、従 
来の対策と併せて石綿粉じんばく露防止対策のなお一層 
の推進を図られたい。

記
1対象作業
本対策の対象とする作業は次に掲げるものとするが、 

これらの作業は、一現場での作業が比較的短期間で終了 
し、また、一定の場所で作業が行われることが少ないもの 
であり、さらに、中小の事業者が行うことが多いものであ 
る。これらの事情は、石綿粉じんによる健康障害予防対 
策の推進を図る上では困難な要因といえるが、今後これ 
らの作業件数の増加が予想されることから特にこれらの 
作業に着目した健康障害予防対策の推進を図る必要が 
あるものであること。

なお、これらの作業の多くは、建設業に属するものであ 
ることから、本対策は、主として昭和59年4月2日付け基 
発第161号「建設業における総合的労働災害防止対策の 
推進について」に基づく労働災害防止対策推遺の一環と 
して進めること。この場合業界団体等に対する事前の指 
導、発注者との連携といった手法の活用に特に留意し、 
的確かつ効果的な対策の推進を図ること。
(1) 建築物の解体、改修等の工事における石綿等の除 
去、封じ込め等の作業

(2) 建築物の建設、改修等の工事における石綿を含有 
する石綿スレート、石綿セメント板その他の建設用資材 
の加工等の作業

(3) 上水道管の敷設、改修等の工事における石綿セメン 
卜管の破砕等の作業

(4) ボイラー、熱交換器等の設備の解体、修理等の工事 
における石綿を含有する断熱材等の除去等の作業
2基本的な対策
(1) 作業現場の把握及び発注機関との連携
都道府県、市町村、教育委員会等石綿除去等の工事 

の発注機関、都道府県の住宅供給公社、大規模木造住 
宅団地開発業者等建築物の建設工事の発注機関等との 
連絡協議を密にし、作業現場、工期、施工業者等の把握 
に努めるとともに、必要な安全衛生経費及び適切な工期 
の確保等を行わせ、これらの工事の計画段階における石 
綿粉じんばく露防止対策の充実を図るものとすること。
(2) 関係事業者団体に対する指導援助



建設業労働災者防止協会、同協会の支部此び分会単

併に設置されている木造家用建設ム事安全対策委員会、

専門工事業昔同体舎の関係事業者同体によJし、次の事

頃について下記の3ω作業別の対策に示した点を踏まえ

つつ必要な指導援助を行うものとすること。

イ 向主的な有綿粉じん暴露防止対策の策定

口特定化学物質等作業主任者0:退任及び今後のて事

量の増加に対応した作業宅れ占の養成

3 作業別の対策

(1)建築物の解体、改修等の工事における石綿等の除

去、封じ込め等の作業

イ 発注機閣との連絡協議の場等で得~~tγ三情報をもと

に施一仁業育に対し作業計画及びその対策を提f十Iさせ

る等のT法により、「該事業者が作業閣始円"に必要な

対策を自主的に講ずるよう指導することoなお上記指

導等に際しては次の(イ)-(ホ)に掲げる事項を徹底す

ること。

(イ)石綿学が使用されている箇所及び使用の状況の事

前把握及び作業者に対すξ沼市11便用箇所等の周知

(口)｛j綿等の破伸、解休作業時における「液筒所及び

その周囲の湿潤化

(八)石制11粉じんの飛散防止

(ニ)防じんマスク、保護衣の使用

(ホ)特定化学物質守作業主任者の選任

なお、附和 63年肢を初年度として3カ年程j立の問に

公布学校に才卦ナる｛j綿等の除去等の_L事が夏休みの

則聞を中,［J'C:集中して行オコオ1ξ こととなる嘆様でまとの

で、とれら一仁事に関する情報収集此び事業者等に対す

る事前の指導に努めるとともに、必要がある場台には

個別監督指導腎の対象とすることにも西日:註すること。

口関係事業育、その団体等に対する指導等に当たっ

ては、日IJJ圭送付する予定の「解休一正事に才卦ナる｛j綿除

去作業マニュアyレ(仮称)JW,下「作業マニュアル」とい

う。 )を所用する三と。

ハ建設業労働災害防止協会の支部に日Ij去に示すカリ

キュラムにより有綿除去現場の苧!理者に対する講留を

実施させ、発作者を含めた関係者に参加を促し、閣係

法令及び対策の周知徹底を図ξことロ

(2)建築物の建設、改修等の工事における石綿在含有

する石綿スレート、石綿セメント板その他の建設用資材

の加工等の作業

建設工事現場にお7る監督指導、木造家屋建築工事

現場に対するパト口-)L臣官指導等の実施時に石綿を含

む建設周資材の使用が碓泌された場合には、次に掲げ

る事項そ江也有綿に係る法定事項の遵守の徽低を園る

とと。

イ石綿が含右されているととの表示の右無の確認

口 ｛ j綿がfT有されていること等の労働苫への周知

ハ特定化学物質守作業主任昔の選任

ニ防じんマスク及び移動式局所排気弘置の使用又は
局 P) i訓気装世が設置されている作業場にオ二;1する｛ j綿

を含有する資材の事前の)JU工の励行

(3)上水道管の敷設、改修等の工事における石綿セメン

ト管の破砕等の作業

関係事業者間体に対する指導、中小規模建設工事に

係る官官指導等の際に、:失の事項等を徹底するとと。

イ破損した｛j綿セメント管の取去、民棄等の際に｛j綿

セメント符を岐砕する場合、石綿セメント:p ,の切断を行

う場台等には、湿潤な状態で行うとともに、当該作業を

行う昌に日むじんマスクを使崩させること。

ロ 岐砕された石綿セメント管は、密山内問、よ犬な袋咋

に入オL又はセメント同化を行う等石制i1が浮遊し発じん

することがないようにすること。

(4)ボイラー、熱交換器等の設備の解体、修理等の工事

における石綿を含有する断熱材等の除去等の作業

関係事業者凶休に対する指導の際に、次の事項を徹

l忌すること。

イ 当該一仁事の開始前に石市i1 O :川主用の有無σ河催認をイT

うこと。

ロ 湿潤な状態で什業を行うとともに当該作業を行う者に

防じんマスケを使用させる三と。

ハ上記おり作業マニ1ア)［,の閣連する部分の対策を講

じさせること。

4 その他の対策

(1) 鉄道車両の解体等の作業

鉄道+~可には多くの石綿が使用されてl'ることから、

不要となった鉄道車向の解体等において石綿を除去する

作業におけるばく露防止対策も重要である。これら鉄道

中市¢うち旧国鉄の市町を苧!理する円本国有鉄道清質事

業団及び実際の除去作業を担当すξこととなる北海道旅

客鉄道株式会社、東H本旅客鉄道株式会社等の木社の

所在地を符轄する局にあっては、当該作業についての情

報収集に努虻るとと刻こ、ばく露防止対策、作業計画を事

前に作成させξょう指導すること。また、実際に作業が行

オ;れることとなる場所を符轄する局に対して当該作業を

行う事業育に対すξ甘旨導等を行うために必要な情報を提

供すること。

(2)石綿在含有する建設用資材の製造者等に対する指

導
本省においては、心綿を fT有する建設用資材の製造住f

の同体に対して、労働安全衛生法第5 7条の表ノl、祥応前

底につき指J与を行ってお)、また、流通段階に才Jける適切
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石綿障害予防規則 自

な表示を確保するため包装のみならず個々の製品に表示

を行うよう指導しているところであるが、各局においても別

途指示するところに従い管内の製造業者等に対して同様

の指導を行うこと。

(3)石綿を含有する産業廃棄物の処理について

石綿を含有する産業廃棄物を処理する事業者団体に

対し当該廃棄物の取扱いにおける石綿粉じんぱく露防止

対策を徹底するための指導を行うこと。その際には、今後

の処理量の増加に対応すべく作業主任者の養成町T甫
を進めるよう指導すること。 組l.L温

別添

石綿除去現場の管理者に対する

労働衛生教育カリキユラム

科目 範囲

1石綿等の定義

2 石綿(l物性
石綿障害 3 石綿の用途
予防のため 4 石綿の人体に対する有害性
の基礎知識 5 石綿粉じんのばく露の機会

6 石綿障害予防に関する国際

的な動向

1石綿等の事前調査

2 石綿の取扱し虻係る施工計
3 石綿に係る特殊健康診断の

実施
石綿粉じん 4 呼吸用保護具及び保護衣
へのばく露 5 更衣施設及び洗身設備
防止対策の 6解体又は改修作業場所の隔

進め方 脅在

7 散水設備等

8 石綿等の破砕、解体作業の

9 廃棄物処理

10 工事終了時の措置

1労働安全衛生法

2 労働安全衛生法施行令
3 労働安全衛生規則
4 特定化学物質等障害予防規

関係法令 員リ

等 5 関係通達(昭和61年9月6日

付け基安発第34号「建築物の

解体又は改修の工事における労

働者の石綿粉じんへのばく露防

止等についてj等)

時間

2時間

4時間

2時間

石綿に係る特別教育規程案について
(募集)

平成 17年2月28日厚生労働省

50 安全センタ情報2005年4月号

概要:石綿使用建築物等解体等業務特別教育規程を新

たに制定する。

根拠法令:労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第

59条第3項等

趣旨・目的・背崇:石綿障害予防規則(平成17年厚生労

働省令第21号)の制定に伴い、同令第27条第1項の

規定により、新たに建築物又は工作物の解体等の作

業に係る業務に就く労働者に対し、特別の教育を行わ

なければならないこととなった。

これに伴い、同令第27条第2項の規定に基づき、その

具体的な内容を定める石綿使用建築物等解体等業務

特別教育規程を制定することとする。

国民に与える影響・範囲等:石綿による労働者の健康障

害の防止に資する。

<御意見等募集要綱>

1 御意見等募集期間

平成17年2月28日(月)から平成17年3月28日(月)

も必着)

2 提出方法[省略]

(別紙)

石綿障害予防規則(平成17年厚生労働省令第21号)

第27条第1項の規定による特別の教育は、学科教育に

より、次の表の左欄に掲げる科目に応じ、それぞれ、同

表の中欄に掲げる範囲について同表の右欄に掲町T甫

げる時間以上行うものとする。 臥l.L温

‘;建築物又は工作物岬体等の
石綿等の私;

;方法湿潤化の方法作業場所
じんの発散;

;の隔離の方法その他石綿等の 1時間
を抑制する;

草分じんの発散を抑制するための
ための措置;

z措置について必要な事項

労働安全衛生法(昭和47年法

律第57号)、労働安全衛生法

その他石綿方面行令(昭和47年政令第318
等の粉じん;号)、労働安全衛生規則(昭和

のばく露防 47年労働省令第32号)及び石 1時間

止に関し必;綿障害予防規則中の関係条項

要な事項 ;石綿等による健康障害を防止す

るため当該業務について必要な

事項



番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

1 対策の充実が、経済的、時間的、事務的等

の負担が過度とならないものとすべきである。
1件 対策の内容は、石綿等による健康障害を防止するため必要最

小限のものであり、過度の負担を課すものとはならないと考える。

2
「労働者が石綿にばく露される程度等を最

小限度にするよう努める」ではなく、「労働者

が石綿に曝露することがないよう努める」こと

とすべきである。

1件 いずれもばく露を最小限度にするという意味において同趣旨で

あると考える。

3 代替化の達成目標時期を規則施行後1年
と明示すべきである。

1件

代替化の対象となる製品は、保安目的に用いられるものが多い

ため、安全性の確保の観点から技術開発、実証試験等を行う

必要があり、現時点で代替化の達成目標時期を本規則施行後

1年とすることは困難である。

4
現在石綿を使用・含有していない用途・製

品への新たな石綿の使用・含有をさせないこ

とを事業者の責務として追加すべきである。

1件 新規の用途・製品に石綿を使用しないことは、事業者の責務で

ある石綿のばく露を最小限にすることに含まれるものである。

5
石綿の禁止の方針を明確にし、代替化の必

要性を、その方針の中で位置づけるようにし

てほしい。

1件 代替化に努めることを本規則に規定するとともに趣旨を通達で

示す予定である。

6
代替化の促進については、ガスケット等技術

的に代替化の見通しのついていないものは除

外すべきである。

1件
現在技術的に代替化が困難なものにあっても、技術開発、実証

試験等の実施により早急に代替化できる体制を確立する必要

があり、除外することは不適当である。

7
企業や行政に、石綿製品や代替化に関する

情報を提供する義務があることを明記するこ

と。

1件

代替化の推進は、第一次的には事業者の責務である。国は、事

業者の取組を支援するため、代替化事例の作成、代替化に関

する情報提供等を行うこととしている。
8 代替化の促進について、企業と行政、国民

が、協力して行う旨の規定を入れてほしい。
1件

9 代替化のための政策について、行政の側の

義務を明記してほしい。
1件

10
石綿を0.1％を超えて含有するもの、意図的

に石綿を含有させたものも規制の対象とすべ

きである。

2件
石綿の含有率を技術的に確かな精度で測定できるのが濃度

1％程度であること等を考慮して、石綿を1％を超えて含有する

ものを対象とする。

11 規則中の用語の意味を明確にすべきであ

る。
3件

用語の意味については、本規則に定めるほか、通達等で解説す

るとともに、その周知の徹底を図ることとする。

12 建築物以外に工作物も対象となるように明

示すべきである。
1件 要綱では「建築物等」としていた部分について、工作物も対象と

して明示する。

13 解体等には、改修及び維持管理(メンテナ

ンス)も対象となることを明示すべきである。
3件

改修については、解体等に含まれることを通達で示すこととす

る。維持管理については、解体、改修と比べ発じん量が小さいと

考えられることから、解体等と同じ措置を義務付けることとしない

が、石綿等の切断、穿孔等の作業が伴うものであれば、湿潤化、

保護具の使用等の措置が必要である。



番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

14 清掃、運搬、保管、廃品処理等の作業も解

体等の措置と同等の措置が必要である。
1件

掃除、運搬等については必要な規制を設けることとしている。そ

の他の作業についても、石綿等の切断、穿孔等の作業が伴うも

のであれば、湿潤化、保護具の使用等の措置が必要である。

15
「石綿等の使用の有無」だけでなく、「石綿

等が使用されている箇所及び使用の状況」

を調査すべきことを明示すべきである。

1件
石綿等の使用の有無の調査には、石綿等が使用されている箇

所、使用されている石綿を含有する製品の種類の調査が含ま

れるものである。

16 「目視等により調査」を「設計図書等による

調査」とすべきである。
1件 「目視、設計図書等による調査」とする。

17 事前調査は、一定の特別教育を受けた者が

行うべきである。
1件 作業主任者、特別教育修了者等石綿に関する一定の知識を

有する者が行うことが望ましいことを通達で示すこととする。

18 事前調査の結果を表示することとすべきで

ある。
1件 事前調査の結果は、事業者が適切な作業計画の作成等に用

いるものであり、また、調査の結果、石綿等が使用されている場

合にはその旨の掲示をすることとなる。19 事前調査の結果の記録は、行政への届出、

公表を義務付けるべきである。
1件

20
分析調査により石綿の使用が明らかになっ

たときと石綿があるものとみなすときに講ず

べき対策は同じ措置を課すべきである。

1件 事業者が、石綿等が使用されている場合と同様の措置を講ず

るときに限り、分析調査を要しないこととする。

21

石綿が使用されている場合の措置には、①

湿潤化又は飛散抑制剤の使用等、②手ば

らし・カッターナイフによる切断等及び粉じん

を飛散させる機械器具の使用禁止、③呼吸

用保護具・作業衣の使用、④当該作業場

所への当該作業従事労働者以外の者の立

入禁止(特定元方事業者による実効確保

措置を含む)、⑤当該作業場所内の気中石

綿濃度測定の定期的実施、結果の記録及

び表示、⑥「石綿等が使用されている建築

物等の解体等の作業」を実施中である旨及

び立入禁止である旨の表示、が含まれるべ

きである。

2件

①、③、④及び⑥において必要な措置については、同趣旨の規

定を設けることとしている。その他については、必要に応じ標準

的な作業方法を示すマニュアル(以下「マニュアル」という。)等

で示すこととする。

22

当該作業場所内の気中石綿濃度測定を実

施した結果、濃度が一定の基準を超えた場

合、または、事前調査によって明らかとならな

かった吹付け石綿等の飛散性の高い石綿

等の存在が明らかとなった場合には、事業者

は、直ちに作業を中止、現場を隔離、立ち入

りを禁止、その旨を表示したうえで、所轄労

働基準監督署に届け出、許可を受けてから

でなければ作業を再開してはならないことと

すべきである。

1件

空気中の石綿等の濃度にかかわらず、解体等の作業開始後に

吹き付けられた石綿等が新たに発見された場合には、その時点

から届出、隔離等必要な措置を講じなければならないものであ

る。

23

①石綿等が吹き付けられた建築物等、②石

綿を含有する耐火被覆板を張り付けた建築

物等、③石綿を含有する保温材等を張り付

けた建築物等の解体、改修等を届出の対象

とすべきである。

1件

耐火建築物等における吹付け石綿等の除去作業については

既に労働安全衛生法第88条に基づく届出が義務付けられてい

る。本規則では、これに準じて発じん量の多い保温材、耐火被

覆材等の除去作業や、同条に基づく届出義務のない吹付け石

綿等の除去作業を対象とすることとする。



番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

24 届出の内容には石綿ばく露防止対策の内

容を含めること。
1件

届出の内容には、石綿等の粉じんの発散の防止、抑制方法、作

業を行う労働者への石綿等の粉じんのばく露を防止する方法

等を含めることとしている。

25 届出の必要な耐火建築物等の延べ床面積

を500㎡以上に限定すべきである。
1件

吹付け石綿等の除去作業による労働者への石綿等の粉じんの

ばく露の可能性は、建築物の延べ床面積により異なるものでは

ないため、延べ床面積で限定を設けることは適当でない。

26 「耐火被覆板」は「建築材料成形板」に修

正すべきである。
1件

「耐火被覆板」は「耐火被覆材(耐火性能を有する被覆材をい

う。)」とする。なお、用語の意味については、通達等で解説する

とともに、その周知の徹底を図ることとする。

27

石綿等が吹き付けられた建築物等、石綿等

を使用した耐火被覆板を張り付けた建築物

等、石綿等が使用されている保温材等を張

り付けた物等の解体等作業全てについて、

①作業場所の隔離に加えて、②当該作業

期間中24時間当該作業場所内部を負圧と

する措置、③当該作業従事労働者の保護

衣着用、④クリーンルームの設置、⑤隔離さ

れた作業場外の気中石綿濃度測定の定期

的実施、結果の記録及び表示、等の措置を

講じることとすべきである。

1件
石綿等が吹き付けられた建築物等の解体等の作業における作

業場所の隔離については本規則で義務付ける。その他につい

ては必要に応じマニュアル等で示すこととする。

28 隔離を解除する基準を明示すべきである。 1件 事業者が、関係労働者のばく露を防止する観点から、適切に判

断するものである。

29
立入禁止の表示は、作業場所周辺の住民

がその内容を容易に知ることができるように

行うべきことを明示すべきである。

1件 立入禁止の表示を適切に行うことにより、関係者以外の者の立

入りを禁止できるものである。

30
病院、学校、保育所、公共施設、福祉施設

等の解体作業については、特別の対策を行

うべきである。

1件
解体等の作業による労働者への石綿等の粉じんのばく露の可

能性は、建築物の用途により異なるものではなく、これにより差を

設けることは適当でない。

31
吹き付け石綿等が使用されている建築物

で、吹き付け石綿の除去等を行わなければ

ならない場合の基準を示すべきである。

1件
「既存建築物の吹き付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術

指針・同解説」(建設省住宅局建築指導課、大臣官房官庁営

繕部監督課監修)等既存の指針等を参考に、事業者が適切に

判断すべきものと考えている。32
吹き付け石綿に対する措置として、除去、封

じ込め、囲い込み等のいずれの措置が適切

であるか判断するための基準を示すべきで

ある。

1件

33
吹き付け石綿だけでなく、耐火被覆板、保

温材等についても損傷等の際の除去等を義

務付けるべきである。

1件 石綿等の形状等から、飛散性のより高いものとして吹付け石綿

等を対象としたものである。

34
吹き付け石綿について除去以外の措置が

講じられた場合には、講じられた措置の時期

及び内容、将来の除去計画等について表示

すべきこととすべきである。

1件

将来、解体等を行う場合に、吹き付けられた石綿に係る情報は

非常に重要なものであるので、除去以外の措置を行った場合

は、その施工記録等を設計図書等と合わせて保存することが

望ましいことを通達で示すこととする。



番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

24 届出の内容には石綿ばく露防止対策の内

容を含めること。
1件

届出の内容には、石綿等の粉じんの発散の防止、抑制方法、作

業を行う労働者への石綿等の粉じんのばく露を防止する方法

等を含めることとしている。

25 届出の必要な耐火建築物等の延べ床面積

を500㎡以上に限定すべきである。
1件

吹付け石綿等の除去作業による労働者への石綿等の粉じんの

ばく露の可能性は、建築物の延べ床面積により異なるものでは

ないため、延べ床面積で限定を設けることは適当でない。

26 「耐火被覆板」は「建築材料成形板」に修

正すべきである。
1件

「耐火被覆板」は「耐火被覆材(耐火性能を有する被覆材をい

う。)」とする。なお、用語の意味については、通達等で解説する

とともに、その周知の徹底を図ることとする。

27

石綿等が吹き付けられた建築物等、石綿等

を使用した耐火被覆板を張り付けた建築物

等、石綿等が使用されている保温材等を張

り付けた物等の解体等作業全てについて、

①作業場所の隔離に加えて、②当該作業

期間中24時間当該作業場所内部を負圧と

する措置、③当該作業従事労働者の保護

衣着用、④クリーンルームの設置、⑤隔離さ

れた作業場外の気中石綿濃度測定の定期

的実施、結果の記録及び表示、等の措置を

講じることとすべきである。

1件
石綿等が吹き付けられた建築物等の解体等の作業における作

業場所の隔離については本規則で義務付ける。その他につい

ては必要に応じマニュアル等で示すこととする。

28 隔離を解除する基準を明示すべきである。 1件 事業者が、関係労働者のばく露を防止する観点から、適切に判

断するものである。

29
立入禁止の表示は、作業場所周辺の住民

がその内容を容易に知ることができるように

行うべきことを明示すべきである。

1件 立入禁止の表示を適切に行うことにより、関係者以外の者の立

入りを禁止できるものである。

30
病院、学校、保育所、公共施設、福祉施設

等の解体作業については、特別の対策を行

うべきである。

1件
解体等の作業による労働者への石綿等の粉じんのばく露の可

能性は、建築物の用途により異なるものではなく、これにより差を

設けることは適当でない。

31
吹き付け石綿等が使用されている建築物

で、吹き付け石綿の除去等を行わなければ

ならない場合の基準を示すべきである。

1件
「既存建築物の吹き付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術

指針・同解説」(建設省住宅局建築指導課、大臣官房官庁営

繕部監督課監修)等既存の指針等を参考に、事業者が適切に

判断すべきものと考えている。32
吹き付け石綿に対する措置として、除去、封

じ込め、囲い込み等のいずれの措置が適切

であるか判断するための基準を示すべきで

ある。

1件

33
吹き付け石綿だけでなく、耐火被覆板、保

温材等についても損傷等の際の除去等を義

務付けるべきである。

1件 石綿等の形状等から、飛散性のより高いものとして吹付け石綿

等を対象としたものである。

34
吹き付け石綿について除去以外の措置が

講じられた場合には、講じられた措置の時期

及び内容、将来の除去計画等について表示

すべきこととすべきである。

1件

将来、解体等を行う場合に、吹き付けられた石綿に係る情報は

非常に重要なものであるので、除去以外の措置を行った場合

は、その施工記録等を設計図書等と合わせて保存することが

望ましいことを通達で示すこととする。



番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

48
健康診断は、濃厚、断続、低濃度長期など

の暴露条件を満たした労働者すべてを対象

とすべきである。

1件

作業の頻度の低い労働者は発症の可能性が低いため、常時性

のある労働者を対象とする。石綿に係る作業については様々な

形態が考えられることから、常時性について一律に示すことは困

難であり、健康診断の義務付けについては個々に判断する必

要があるものと考えている。

49
短期間の作業従事者に対しても、石綿作業

従事者の作業従事記録の保存と対象者の

追跡健診を定めることが必要である。

1件 作業の頻度の低い労働者は発症の可能性が低いため、常時性

のある労働者を対象とする。

50
健診結果を通知すること、保健指導、必要

な場合の受診のすすめや療養指導など健

診後の措置も位置づける必要がある。

1件

特殊健診結果の通知については、従前から受診労働者に通知

することが望ましい旨を指導してきているところである。また、労

働安全衛生法第66条の4及び第66条の5により、特殊健診結

果に基づき、受診労働者の健康保持のために必要な措置につ

いて医師から意見を聴取した上、適切な措置を講じることが事

業者に対して義務付けられているものである。

51
事業廃止における報告について、環境測定

結果、健診結果、従事労働者名簿も提出

し、その記録は監督署長が保存すべきであ

る。

1件
作業の記録、作業環境測定の記録及び特殊健診個人票につ

いては併せて提出させ、労働基準監督署において保存すること

とする。

52

石綿等を取り扱う事業者は、毎年1回、1年
間の石綿使用量、労働者数、代替化の計画

等について所轄労働基準監督署長に報告

することとし、国はその内容を公表すべきで

ある。

1件
石綿等を取り扱う作業の適切な管理、代替化の促進は事業者

の責務であり、事業者が主体的に行うものである。

53

その他の御意見(特定化学物質等障害予

防規則及び労働安全衛生規則の一部を改

正する省令案に関する御意見でないもの)

・見直し規定に関するもの(2件)

・規則の運用に関するもの(5件)

・石綿含有製品の情報提供に関するもの(1
件)

・分析機関の精度管理に関するもの(1件)

・健康管理手帳に関するもの(1件)

・補償に関するもの(1件)

・禁煙教育に関するもの(1件)

・代替化の審議に関するもの(1件)

・跡地の再入場・再利用の基準に関するもの

(1件)

・意見募集のあり方に関するもの(1件)

担当課：厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課
御意見等お寄せいただき、ありがとうございました。

石綿対策全国連絡会議の提出した意見と考えられるもの。



塩沢美代子「語りつぎたいこと一日本•アジアの片隅から」35

香港でのインスタント英語学習
塩沢美代子

香港•CICが受け入れ
すでに51歳になっていた私の、インスタント英 

語学習は、日本語の全く通じない環境に身をお 
くことが必要というオウさんの考えに私も賛成 
した。日本を脱出しない限り、一切の仕事から 
解放されることなど、不可能だったからである。 
オウさんは、アメリカにもイギリスにも親しい団 
体があったが、私の研修先を香港にした。私が 
英語で交わろうとしているのは、アジアの人た 
ちである。アジア人の英語は、それぞれお国な 
まりがあり、それに馴れることも必要だから、ア 
ジアの国際都市であり、英領だから英語をきく 
機会の多い香港が適当ということだった。
香港には、キリスト教工業委員会(CIC)とい 

う団体があって、主として労働者教育や労働相 
談という形で、現地の労働者の支援活動をして 
いた。その活動資金はCCAと香港の教会が出 

しているというのも、私には意外に思えた。専従 
のスタッフは中国人5人と広東語を完全にマス 
ターしているスイス人宣教師と、ボランティアで 
来ているスウェーデン人の青年だった。

オウさんはこの団体に、私の英語研修につ 
いて、面倒をみてほしいと頼んだ。そこでCIGS 
私の宿泊先をYMCAにし、長期滞在するのと、 
CCAの仕事で来るということにして、安く泊れ 
るように手配した。ビザの関係でとりあえず3か 
月の予定で、私は期待と不安が半々の気持で、 
1976年の4月に香港に乗りこんだ。親しい友人 
に、“50過ぎの者に語学研修に金を出すほうも 
出すほうなら、行くほうも行くほうだ”とからかわ 
れての出発だった。

予約されたYMCAのホステルに一泊し、翌 
朝オウさんが渡して下さった地図を頼りにCIC 
のオフィスに行って、スタッフたちに会った。そ 
こで挨拶するくらいの英語は、ポストさんの特訓
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で、なんとかなっていた。主事のレイモンド・フン

グさんと、スイス人のハンス・ルツさんは、 74年

のWCCUIMの東反集会のさい、私が総評訪

問や、春闘のデモに案内役をしたときに参加し

ていた人だった。レイモンドは、「長らく労働運動

をしている人が、総評に案内してくれるというの

で、屈強な男性が現れるものと思っていたら、

もの静かな女性がやってきたのでおどろいた」

と、笑いながら当時のことを話してくれた。私は

英語がしゃべれなかったから、もの静かに見ら

れたらしい。

その Hのうちに、久性スタッフが、私をモンコッ

クという九首半島の盛り場にある、語学学校の

入7'手続きに連れてL追ってくれた。英語は初級・

中級・上級があるというので、初級にはいりた

いといったら、 M級と中級は広東語で教えると

いうので、仕方なく上級にはいることにした。月

曜から金曜まで、毎朝 9時から 10時で、教師は

アメリカ人ということだった。いつでも入学でき

る学校で、翌 Hか3通うことにした。宿舎から一

階建のパスで20分くらいで通えるところだった。

英語学校の若いクラスメート

44口、教室に 1j今ってまず口についたのは、教

I亘の後の時にはつである大きな紙に書かれた

主字だった。中国語だカえ漢字でその怠味はす

ぐわかった。そこには、“英語・日本語ができれ

ば、あなたは失業しない"と書かれていたので

ある。

生徒は有い中|司人ばかりで、先生は若いア

メリカ人女性だった。上級とはいっても、授業が

すべて英語でれわれるというだけで、荘、が困る

ほどのレベルではなかった。この先生は、香港

に来る前に、しばらく日本にいたそうで、日本人

の私が、英語の勉強のために脊港に来たとい

うと、呆れたという表情で、 H本にはすぐれた英

語の学校がいっぱいあるのに、なんでわざわざ

香港に来たのかときいた。それで H本にいたら

11事から逃れられないし、日本語の通じない場

所に身をおくためだと説明すると、納得した。

授業は会話が中心で、何をテーマにするか

も、生徒と訴しあって決め、ひとりひとりがしゃ

べるようにして進めた。私にはアメリカ人の先生

の話はききとれたが、クラスメートの話す英語

はききとれない。彼ら|司士はよくわかるらしく、

なるほど私には日本人の訴す英語がもっともき

きやすいのとおなじなのだなと思った。

生徒のほとんどがサービス業で働く判者たち

で、デパートの問自が 11時、ホテル勤務のう迂怪

時間も 11時が多いらしい。盛り場にある学校だ

から、出勤までに時間のゆとりがあり、クラスメー

トはマクドナルドなと、によってひと休みする。母

鋭くらいの歳の日本人の生徒は、あまりにも珍

しかったらしく、私は人気者になってしまい、い

つも誰かしらに誘われ、コーヒーをおご?ってもらっ

た。制別に話せば、なんとか話は通じた。

香港は円本の映仰iや流行歌がすぐに伝わる

ところであり、電気製品も H本製に人気があっ

た。だから彼らは、日本にー積の憧れがあり、

口木のことについて知りたがったり、日本語を

少しでも覚えたいというのが、夜、と親しくする理

山でもあった。私は彼らに人気があった沢 m研

ーが、どんな歌を歌っているのかも知らず、山

口百忠と三浦友和の映l向|やテレビも見ていな

いので、彼らからけ本の芸能情報を教わること

が多かった。

あるとき品級ホテ凡の日本食レストランで働

いている青年に、円本語を教えてくれないかと

頼まれた。彼は英語もよくできる人で、私は気

軒に引き4乏けた。ところが彼のきくのは、魚、や野

菜や果物の名前で、私が英語で知らない百葉

ばかりだった。私は彼からスペルをきいて辞書
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をひいて円本名をローマ字で書き、イントネー

ションを教えた。電子辞書もない時代だから、時

聞がかかり私は気が気ではなかった。せめて

“少々お待ち下さい"とか“お飲みものは"とか

を教えて上げた。彼の役にはあまりすたなかっ

たが、レストラン勤務についての話がきけ、私

にはl白i白かった。

学校以外も英語漬け

C I Cでは私のために、この?校よりはるかに

役立つ方法を、多面的に考えていた。

週l凶のスタップミーティングは、広東語で行っ

ていたが、私のために英語でやることになった。

また香港では英語で~1iわれている集会が多い

ので、各スタッフの知っている英語の集会で、

誰でも参加や傍聴の前されるのがあれば報告

し、私を連れていくことになった。

また、主として私の世話係りだったスイス人

のハンスが、個人指導してくれるスコットランド

人の女性教師を探してきた。彼女は、日本人ビ

ジネスマンなどに英語を教えた経験もあるが、

今は乳益子がいるので、家に米てくれる人なら

教えるという話だった。 C I CもYMCAも九屯半

島の海に近いところにあり、夜、は毎週3回、フェ

リーに乗って香港島にある先坐の家に通うこと

になった。

その他の時間は、 CI仁のオフィスで過したカえ

スタッフはランチを食べにいくときも、お茶を飲

むときも、私が一緒にいるときは必ず英語でしゃ

べることになっていた。またスウェーデン人との

つきあいが、私にはたいへん役に立った。 CIC

は夜の労働講雌が主な活動のひとつだったか

ら、判手のスタッフは伐は忙しい。レイモンドと

ハンスは、帰宅したり外での会合があったりで

いなくなり、彼と私だけが取り残される。彼の,'1
もハンスだったので、区別するためハッセと呼

ばれていた。そこで夕食は必ずハッセとともに

し、一人で香港の町をうろっき、彼が工場労働

者に英語を教えに行く夜は、私もついていった。

彼は1年間イギリスにれって英語を勉強したそ

うで、わかりやすい英語を話すので、彼の家肢

のことや、反人のことなどもいろいろ話してくれ

た。私がだんだん英語に馴れてくると、 CICの

スタッフについても、よく話題になった。彼は広

東語を覚えようとしていたので、外国語を学ぶ

持労は同じで、“一生懸命きくことに集中してい

ると、白分の.LIが大きくなっていくような気がす

るね"などと話しあっていた。

自信つけた個人レッスン

ハンスの探してきた先性は、私がなんのため

に英語を学ぶのかを、よく理解してくれ、後から

考えると、たいへん適切な指導をしてくれたと思

つ。
彼kは私が今までH本でしてきたことをきき

たいというので、労組で働いたことや著占のこ

とを話すと、たいへん興味を示し、その本の内

特を私に話すようにといった。そこで私は、事前

にレッスン日に話すことを準備して、彼女に話

した。彼女に通じないときは、彼女がやさしい英

語で問い返してくれて、通じるまでやりとりをす

る。またそれに関連して、彼kがいろいろ私に

質問をするという形で、会話をする。たまに文法

にふれたり、同じような百葉だが、っかい｝jの
違う言長などを説明するだけである。私はこの

先生の段業料はとても高いらしいのに、こんな

レッスンでいいのかなと感じていたが、ある日

この人はすぐ、れた教師なのだと思った。

それは彼女がアメリカ人の瓦だちとビーチに

行くのだが、あなたは水泳が好きだといってい

たから、一緒に行くかと誘ってくれたときだった。
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私は喜んで同わしたが、彼女が友だちとしゃべっ

ている英語は、私がどんなに耳をすましでも、

全くわからない。私と話すときにはわかる英語

になる。そうか彼女はレッスンのとき、相 Fのレ

ベルに応じでっかう言葉やスピードを考え、相

手に“わかる、わかる"という自信をつけさせる

ことからはじめているのだなと思った。文法など

もはじめからうるさくチェッケせず、ともかくしゃ

べらせて、話が通じているという自信もつけさせ

ようとしていたらしい。それに私の著占のいl容
を説明させることで、私のこれからの{I事に必

要な言葉も覚えることになった。また彼失自身

が、 H本の製糸労働者や戦争独身婦人のこと

に、たいへん関心をもったので、いろいろ私に

質問するから、それに容えることでさらに勉強

になった。

レッスンは 1時間のはずだったが、実際は2

時間くらいいて、赤ちゃんと遊んだり、ミルクを

飲ませるのを手伝ったりした。彼失は私のこと

を、“私がイメージしていた束洋人の火性とは全

く違う"といってl白l白がったが、私のほうも彼女

に興味をもった。

昼間のレッスンだから、夫は仕事に出て留守

なのだと思っていた私に、“在、は未姉のrJなの

よ"とさらつといい、そのいきさつまで話してくれ

たのである。

亦ちゃんの父視は香港に住む白人で、離婚

経験者だったo彼女はすでに独身になっていた

彼とつきあっていて妊娠した。そのとき彼長は、

“完全に自分の決断で障むことにした。だから

この子の養育に関しては、 100%私の責任であ

り、彼に 切の負担を負わせないつもりだ"と語っ

ていた。私が“彼も独身なら結婚しないの?"と

きくと、“彼は離婚してからまだ年月がたってい

ないので、白由をエンジョイしているから、すぐ

に結婚する気にはならないだろう。先のことは

わからないが、どうなるにしても、この了一は私の

責任で育てる"といっていたo私が故国のご両

観は、未婚のドjになることにどう反比、したかと

きくと、“父親は以対だと怒ったが、舟#耕lはコウ

ノトリが赤ちやんを運んできたんだ

ではないかと賛成してくれた"と話していた。彼

女は白分の収入で、子ともを育てる白伝がある

ようだつた。

真剣に勉強した 3か月

英語の勉強に|則して、彼失のアドバイスでた

いへん効果的だったことがあるoそれは私がひ

とりで部犀にいるときも、 BGMのようにたえず

英語を流しておくことだ、った。意識してきかなく

ていいからということで、私はすぐにトランジス

タラジオを買い、英語放送をつけっ放しにした。

ニュースのときは,意識してきくようにしたが、何

について話しているのかが辛うじてわかる程度

で、天気予報だけがよくわかったo

C I Cのスタッフとランチを食べているときも、

膝の kにはつねに辞書をおいていて、彼らの会

話で知らない言葉を耳にすると、つい箸をおい

て酢占をひいてしまった。それで“ミヨコは勉強

家で食事中も辞書をひいている"とからかわれ

たが、勉強家というより、ひとことでも多く覚えた

いという“欲望"だったと以う。

エスカレーター式(J)'予校で子び、受験勉強の

経験が全くない私にとって、 年のうちで真剣

に勉強したのは、香港の 3か月だけだった。そ

して凶的がはっきりあって、白分がしたいと思っ

てやる勉強は、なんと楽しいものかを知ること

になったo しかし記憶 }Jの低下は覚悟していた 

以上で、私の脳になんらかの病変が起ってい

るに違叫心配にM ので抗。回
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資料/廃棄物処理業関係通達

基発第〇210005号 
平成17年2月10B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

PCB廃棄物の処理作業等におけ る安全衛生対策について

塩素化ビフェニル似下「PCBJという。)が使用されて 
いる廃棄物については、平成13年7月に施行された「ポ 
リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する 
特別措置法」(平成13年法律第65号)に基づき、平成28 
年7月14日までの期間内に、これを処理しなければな 
らないこととされているところである。

このことから、今般,これらの作業に従事する労働者 
のPCBによるばく露防止の徹底を図るため,「PCB廃棄 
物の処理作業等における安全衛生対策要綱」を別添の 
とおり策定したところである。

ついては、PCB廃棄物の事前調査、収集、運搬又は 
処理作業を行う事業者に対し、本要綱の周知徹底を図 
り、これらの作業に従事する労働者の安全衛生対策の 
徹底を期されたい。

なお、関係団体等に対し、別紙［省略］のとおり要請を 
行ったので、了知されたい。

別添PCB廃棄物の処理作業等における 安全衛生対策要綱
第1目的
塩素化ビフェニル(以下「PCBJという。)については、 

昭和49年に化学物質の審査及び製造等の規制に関す 
る法律(昭和48年法律第117号)において、新たな製造 
及び使用が原則禁止されたが、それまでに製造された 
PCBが使用されているトランス等の廃棄物(以下「PCB 
廃棄物」という。)については、処分されないまま関係事 
業場に保管されている状況にある。

このPCB廃棄物の処理については、平成13年7月に 
施行されたポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の 
推進に関する特別措置法(平成13年法律第65号。以下 
rpcB特措法」という。)に基づき行うこととされたところ

であり、PCB特措法に基づき策定された「ポリ塩化ビフェ 
ニル廃棄物処理基本計画」により、PCB廃棄物の収集、 
運搬作業及びPCB無害化処理施設(以下「無害化処理 
施設」という。)における処理作業が、今後本格的に行わ 
れることとなっている。

PCB及びPCBをその重量の1パーセントを超えて含 
有する製剤その他の物(以下「PCB等」という。)にっい 
ては、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下「安 
衛法」という。)、特定化学物質等障害予防規則(昭和47 
年労働省令第39号。以下「特化則」という。)等において 
その取扱い等が規制されているところであるが、PCB等 
にはコプラナ-PCB等のダイオキシン類(ダイオキシン 
類対策特別措置法(平成11年法律第105号)第2条第 
1項に規定するダイオキシン類をいう。以下同じ)が含ま 
れていることから、ダイオキシン類によるばく露防止の観 
点からの対策も併せて講ずる必要がある。
本要綱は、安衛法、特化則等で規定されている事項 

のほか,PCB廃棄物の事前調査、収集、運搬又は処理 
の作業を行う事業者が講ずべき事項を明確にし、当該 
作業における安全衛生対策の推進を図ることを目的と 
する。
第2対象作業
本要綱の対象とする作業(以下「対象作業」という。) 

は、次のとおりとする。
1事前調査

rPCB廃棄物収集•運搬ガイドライン」(平成16年7月 
29日付け環廃産発第040729001号環境省大臣官房廃 
棄物•リサイクル対策部長通知の別添)に基づき行われ 
るPCB廃棄物の保管状況等に係る事前調査のうち、PCB 
等にばく露するおそれのある作業
2収集等作業

PCB廃棄物の収集及び運搬の作業(運搬中の一時 
的な保管を含む。)のうち、PCB等にばく露するおそれの 
ある作業
3処理等作業
無害化処理施設内においてPCB等を取り扱う作業及 

び保守点検作業のうち、PCB等にばく露するおそれの 
ある作業
第3特定化学物質等作業主任者の選任
事業者は、特化則第27条の規定に基づき、特定化学 

物質等作業主任者を選任し、作業の指揮、保護具の使 
用状況の監視等の職務を行わせること。

なお、密閉された容器を運搬する作業にっいては、特 
定化学物質等作業主任者の選任を要しないが、収集等 
作業において、PCB等の抜取り又は容器の移替え等、
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開政状態の取扱いを行う場台は、特定化学物質等作業

全 iT占の選任が必要でi l "ること。

第4 安全衛生教育

事業育は、安衛法第59条のt!~定に);!;づき、対象作業

に従事する労働者(以下「従事労働昌」という。)に対し、

あらかじめ、次の事項について安全衛止教ず了をJ士施す

る乙と。

1 事前調査及び収集等作業

(1) P C B及びコブラナ-PCB守干のダイオキシン顎の性

vuえぴ有者性

(2)作業のノむ法及び事故が発牛した場合の措置

(3)保護具の種類及び使用方法

(4) 関係法令等

2 処理等作業
(1) P C B、コフ。ラナーP C B守干のダイオキシン額、無言化

処叫に用L渇薬剤、巾間生成物政び昆終生成物0:生
状及び有害性

(2) 作業の方法及び事故が発止した場合の抽置

(3)ばく露を低減させるための設備の操作及び作業開

始時の設備の点検

(4)保護具の種類及び使用方法

(5) 関係法令等

第5 健康管理及び就業上の措置

1 特殊健康診断の実施

事業育は、特化則第 39条の別定に);!;づき、特殊他版

診断を実施すること。

2 事後措置の実施

事業者は、安衛法第6 6条の4及び第6 6条の 50)則

どに基づき、健康診断の結果及び産業医等の志見を助

案し事後抽置の必要があると認める場合は、当該労

働背の実情を考民草して、就業同)適切な措置を講じる

こと。
また、必要があると認められる従事労働者に対し亡、

長初の作業を開始する前政ぴ作業期間巾に血中のP C B

及びダイオキシン類の濃度測どを行うよう努めること。
な主主当該濃度測定を実施した場合はその結果を記

録して 30 年間保存する三と。
3 P C B等のl;i<露があった場合の措置
事業者は特化則第4 2 条の規定に基づき、事故保

設具の破損等により従事労働背がP C B等に著しく汚染
され、ムくはこれを多量に吸入したときは、遅滞なく、医師
による診察又は処置を受けさせること。

なお、との場台、必要によUじて、従軍労働者の血巾の
PCI3及びダイオキシン類の濃度測どを行い、その結果
を記録して 30 イ|間保存すること。

4 女性労働者に対する配慮
女性江走事労働昔については、母性保護正観点かう、

P C B舎のばく露の可能性が高い作業を行う上場合に就業
hの配慮を行うこと。

第6 保護具

事業者は、特化則第 4 3条及び第4 4条の規定に基づ
き、呼吸用保護具、不浸透性の保護火、保護手袋、保
護長靴等を備え付けることロ

また、これらの保譲具については、別表lの作業の区
分によじじたものを者用させるとと。との場台、当該作業

の内容に対応した管理レベルより上｛すの保護具の着用
も差し支えないものであること。

なお、遠隔操作による作業の場台は保護貝を着用す
る必要はなく、また、クローブポ、ソクスト人I等のPCI 3等が
隔離された状況で作業する場合は、保護手袋以外の保
護貝を者用する必要はないものであるとと。この場台、
直ちに使崩できる場所に保護士主を準備しておくこと。

ただし、ゲロープボソクスの開口部を開閉する号、 PCB
等にばく露するおそれがあるときは、保護具を者用させ
ること。

第7 事前調査及ひ取集等作業において講ずべき措置

1 事前調査において講ずべき措置
(1) 事前調査の実施
事前調査を行う事業者(以下「事前調企事業者」とい

う。)は、特別管開産業廃棄物管叫責任背(廃棄物の処
理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137号)第
12条の2第6項の規定により置かれる者をいう。)若しく
はその職務を代行する守又は特定化学物質等作業主
任占に当該調官を行わせること。
(2)事前調査におけるばく露防止対策
事前剖査事業育は、従事労働者に事前剖査を行わせ

るときは、別表1の1の管理レベル1に波L守する保護具
を着用させること。

ただし、 P C B廃棄物が破損し、又は腐食し、 PCB等の 
漏えいが認められた場合は、直ちに従事労働占を退避
させるとともに、その後の調査に当たコては従事労働
者に別表lのlの管県レベル2に該当する保護貝を者
同させること。
(3)情報の提供
事前日l査事業者は、収集等作業を行う事業育(以卜

「収集等事業省」とLη 。)及び処理等作業を行う事業者
(以下「処理学事業者」という。)に対し、事前調査の結果
について必要な情報の提供を行う三と。
2 収集等作業において講ずべき措置
(1) 収集場所の換気等

安全センタ情報2 0 0 5年3月号 61



|資料/藤築物処理業関係通達 E

収集等事業者は、 PC13廃棄物の収集場所(積控え場

所をfTむ。以下|叶じ。)においては、作業日"及び作業中

において、次により換気を行うこと。

ア別表2の区分lの収集場所で作業を行う場台には、

既設の換気装置を稼働させること。

イ別表2の区分Zの収集場所で作業を行う場合には、

ダクト付きの十分な性能をイーするブロワーにより換気

を行うこと。

ウ別表2の区分3の収集場所で作業を行う場合には、

既設の換気装置が所要の性能を有することを確認し

た上で、これを松働させ、十分な換気を行コた後に収

集場所に立ち入ること。なお、既設の換気装置の性能

が不十分な場台には、ダケ卜付さの十分な性能を右

するブロワ により、十分な換気を行コた後に収集場

所に立ち入ること。

エ別表2の区分4の収集場所で作業を行う場台には、

ダクト付きの十分な性能を有するブロワ により、十

分な換気を行コたf去に収集場所に立ち人ること。

また、収集等作業のために、臨時にブロワ一等の

換気装世を設置するときは、設置作業を行う従事労

働者に別表1のlの符理レベルlに該当する保護具

を着用させるとと。

なオゴ入他の従事労働者が換気装世の判|気にばく露

することのないようにすること。

(2)汚染の除去

収集等事業者は、 P C B等の漏えいがあり、 PCB廃棄 

物が?fj染されている場合又は床など周辺が的染されて

いる場台、汚染部分のふさ取り、洗市による汚染の除去

等、その汚染が拡がらない措世を講じること。

また、特化則第 12条の2の規定に基づき、 PCB特を

ふさ取ったぼろ、紙くず等については、ふた又は栓をし

た不浸透性の容器に納めておく等の措置を講じることロ

なお、干Ij染の除去を行う従事労働者には、別表1の1

の異常時等の作業に設当する保護貝を着用させる三と。
(3)事前液抜き作業及び事前解体作業の実施

ア事前被抜き作業及び事前解体作業を行うi場合の要

件

PCB廃 棄物からのP C B等の液抜き作業及び解休

作業については、収集場所において事前に波紋き作

業及び解体作業を行わなければ無当化処叫施設へ

の運搬が凶難な次の場合等を除き、無害化処理肱訟

で行うこと。

(ア)液交換用のパルプ等がある PC13廃棄物で、腐食等

があり、収集等作業中にバルブ等が破損する可能性

がある場合

(イ)地商等に丙置きしているP C日廃棄物で地両等との

接触由が腐食、劣化している可能性がある場合

(ウ) P C B廃棄物の大きさにより、建築物等からの搬「十I

ムくはトラソケ、船舶、貨車等(以下「車両等」という。)に

よる運搬ができない場合

な才J、収集場所において事前液抜き作業政び事前

解休作業を行う場合、雨天、強風等のP C B等の飛散、

流出舎のおそれのある大候の場合には、屋外ではJ士
施しないとと。

イ事前液抜き作業及び事前解休作業におけるばく露

防止対前

収集等事業育は、事前液抜き作業政び事前解体作

業を行う場合、特イ七則泊3条に基づき、局 p!i訓気装置

守を設けること。

また、特化則第 38条の5の別定にぷづき、事前液

抜き作業は、 P C B等が漏れないよう、斗;全容器の注

人口又は排出口に直結できる構造の器具を用いて行

うこと。

なお、従事労働者には、 jJIJ表1の1の管理レベ) [ , 2

に該当する保護具を着用させること。

ウ火気を使用した解体作業におけるばく露防止対策

収集等事業Iiは、 PCB I'暗棄物の液交換用のパルプ

守が劣化、腐食又はJ:Il傷していること守により、火気

を便用した解体作業を行う場台は、次の事JllにFR意
すること。

(7) 気化したP C B及びその燃焼土成物を吸入するおそ

れがあるととから、同所排気装置による換気を行うと

ともに、別表lの1の異市時等の作業に波斗するi思議
具を着用させること。

(イ)付近に他の労働者がL治作業場においては、問団

の状況を検討し、十分な養牛をする等、他の作業場

所への粉じん守干の飛散を防止する有効な措置を講ず

るとと。

(ウ)作業開始前に十分なJ十回を山て、決められた作業

手順に従って作業を行うこと。この場合、特定化学物

質等作業主任者だけではなく、火気を使用した "1燃性
の液体をか有する機器類正解休について十分な知山品、

経験を有する者も、作業言|向の作成及び解体作業に

参加させるとと。

(工)火災に備え、十分な数の旭切な化学消火器等を、

直ちに使用できる場所に備えておくこと。
(4)積込み時におけるばく露防止対策

収集等事業Iiは、積込み時にP C B等のj悶えいの有

無舎についてJE握すること。

との場台、その作業を行う従事労働者には、別表lの
1の管理レベル1に認当する保護具を着用させること。

また P C B学が漏えいするおそれのない運搬す手掛に 

P C日廃棄物を格納した後は、漏えいに備え、必要な数

の別表lの1の管理レベル2に該当する保護士主を、直ち
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に使用できる場所に準備しておくとと。

(5)運搬中におけるばく露防止対策
ア運搬作間

収集等事業育は、子定されている運搬経路におい

て通常予想される環埼の下で、 P C B等が漏えいする

おそれのない運J般向出を用いて運搬すること。
イ漏えいしたP C日等を回収するための用具及び保設

共の準備

収集守事業者は、運殿中の事故による耐えいに備
え、漏えいした PC13等を回収するた虻の吸着マソト等

及び|ロ|収作業のために必要な;}IJ表 1 の 1 の異',1:～時等 

の作業に該当する保護具を、使用する中市守の逆転

手等が、間ちに使用できる場所に必要な数を準備し
ておくこと。

ウ耐えいの有無守干の J~ 握

収集等事業者は、運搬巾及び積替え時に、 PC Il等
の漏えいの有無等について把梶すること。

この場合、その作業に従事する労働者には、別表lの
lの管県レベルlに該当する保設Rを者用させること。

ヱ運搬容器の外部に漏えいがu! c 1められた場合の措

置
収集等事業育は、運搬容6～の外部への漏えいを発

見した場台、 ( 2 )の「汚染の除去」の )j法に準じて除 

染を行うこと。

また、車両等の汚染を検査するとともに、当該容6～

を他のものと|え分して保管し、運撮時に周阿を汚染さ

せないように養土手の梢置を行コた後に運限を開始
すること。

なお、港湾、合庫等における荷役業省その他の当

該作出の運限に関係した事業者の設怖が、耐えいし
た PC Il等により汚染されたおそれがil0る場台は、漏
えいの状況、 P C B等により汚染されたおそれがある 

と思われる場所舎を、当該事業者に対して、直ちに通

知するとと。

(6)積卸し時におけるばく露防止対策
ア耐えいの有無守の J~ 握

ik等事業者は、積在1し時においても、積込み時と同
様に、車両等カらP C B脳棄物を積み卸す際には、運 

J般存骨量の状態を|分確認し、 P C B守干の耐えいの有無

等について把握した後に作業を開始するとと。
また、運搬容器の状態の確認の結果、漏えいが発

見された場合に備え、必要な数の別表1の1の民常

時等の作業に該当する保護貝を、間ちに使用できる
場所に準備しておくこと。

イ運j般向骨量の外部に耐えいが認めらオた場合の梢置

収集等事業育は、運搬容6～の外部への漏えいを認

めた場合は、 (5 )の工と|叶様の措i置を講じること。

第B 処理等作業において詰ずべき措置

1 連絡体制の確立

処理写事業者、無害化処理施設の所11者、無害化処

珂施設を保守管珂する事業育等が異なる場合は、各事

業者聞の連絡休制を確有すること。

2 P C B及びダイオキシン類の作業環境濃度の測定
(1) PCB
ア作業環境濃度の測定

処理号事業者は、無害化処理施設における空気中
の PCB の iCl度以U~とについて、対象となる作業 l 程ご

とに単杭作業場所を設定して、作業環境測定基準(昭
和 51年労働省告示第46ry)に主主づき濃度測定を行

い、作業環境詳 IIIIU J;竿 (UFi和 63年労働省需示第7 9

号)に基っき評価を行うこと。

なお、特化則第 36 条の3の規定に某づき、その評

1111;0)結果、当認作業場所が第 管坤七五分に区分され
る場合には、施設、設備、作業工程又は作業方法の

点検を行い、その結果に主主づき、什業環境を改善す

るための必要な措置をl謂じること。

このよ易台、当該作業場所が第一管理灰分に灰分さ
れることを確認するまでの閣は、日業場所に立ち入る

従事労働育には、別表1の2の管珂レベル2に誌当

する呼 1!Ik用保護具を有用させること。
l' 11業環境濃度測定結果的保存
処坤等事業許は、特化民u第 36 条の 20)規定に斗づ
き、 P C I3濃度等を記録し、 3年間保存すること。

(2)ダイオキシン類

ア作業場腕濃度の測定

処理等事業者は、無常化処理肱設における空気中
のダイオキシン鎖の濃度測定について、次により行う

こと。
(ア)当該作業嶋所にヰォ7るダイオキンン類の濃度調1'定

については、 3'Jt < 3に示す頻度により、定則に、測定

対象作業場所に設置されている同川排気装置の開円
回等従事労働者がはく属する可能竹広ある測定点に、

ガラス繊維ろ紙及びポリウレタンフォームを表者した
ハイポリヴムサンプラーを設置し、毎分 220 ~260TJ、ソ

トルさサンフリングを行うこと。
なお、サンプリング時間は、 P C B廃棄物取扱L哨業 

時間帯中の2時間とすることU

(イ)測定結果均ものダイオキシン類の濃度の算山は、
「廃棄物焼却施設内付業におけるダイオキシン傾ば

く露防 11対策要綱J(平成13年4月 2 5日付け必発第

401 弓厚'1労働省労働基準局長通知別添)の別紙1
「2気中のダイオキシン煩濃度の測定方法」のωコ「ダ

イオキシ/類。>毒性等量の算 ,'M M主」に基づき行弓こ
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資料/廃棄物処理業関係通達
と。
当該算出方法で得られたダイオキシン類の濃度が 、 

2.5p.2-TEQ/m3を超える場合には、局所排気装置の 
制御風速の増加、開口面の形状の改善その他の方 
法により2.5pR-TEQ/m3以下となるようにすること。 
この場合、ダイオキシン類の濃度が2.5pg-TEQ/m3以 
下となっていることを確認するまでの間は、作業場所 
に立ち入る従事労働者には、別表1の2の管理レベ 
ル2に該当する呼吸用保護具を着用させること。 

イ作業環境濃度測定結果の保存
処理等事業者は、測定者、測定場所を示す図面、 
測定日時、天候、温度、湿度等測定条件、測定機器、 
測定方法、ダイオキシン類濃度等を記録し、30年間 
保存すること。
3局所排気装置等の設置等
(1) ばく露防止対策の基本的考え方
無害化処理施設内におけるばく露防止対策としては、 

可能な限り、自動化による無人作業とすることが望まし 
いこと。無人化できない作業工程においては、局所排気 
装置等及び保護具の使用のほか、作業内容によっては 
グローブボックス内で作業を行うこと。
(2) 局所排気装置等の設置
処理等事業者は、特化則第3条に規定する作業又は 

これ以外の処理等作業を行うときは、密閉設備、局所排 
気装置又はプッシュプル型換気装置を設けること。 
なお、局所排気装置として、作業に支障を来さないため 
に大容積の囲い式フードを設置する場合においても、開 
ロ面における制御風速を確保すること。

プッシュプル型換気装置を用いる場合は、吹き出し気 
流の向きにより、下降流型、斜行流型及び水平流型の 
3種類があるが、作業内容に応じて最も有効と思われる 
型式のプッシュプル型換気装置を選定すること。また、 
プッシュ気流とプル気流の流量比を検討し、できるだけ 
効率の良い流量比を設定すること。その場合、捕捉面で 
の風量0.2 メートル毎秒以上の捕捉面風速を確保する 
こと。
4作業マニュアルの策定
処理等事業者は、以下の事項等を記載した作業マニュ 

アルを作成すること。
(1) 設備概要(フローシート、配置図及び機器一覧表を 
含む。)

(2) プロセス説明書
(3) 運転準備
(4) 運転手順書
(5) 緊急時の対応(緊急停止操作を含む。)
(6) 安全衛生対策
(7) 運転日誌

(8) 防災体制
(9) 保護具の点検基準
5保守点検の実施
(1) 保守点検計画の策定及びマニュアルの作成
無害化処理施設の保守点検については、あらかじめ、 

保守点検計画を策定するとともに、保守点検の種類に 
応じたマニュアルを作成すること。
(2) 連絡責任体制の確立保守点検の一部を他の事業者に請け負わせる場合 には、必要な連絡責任体制を確立すること。(3) 保守点検責任者の指名
保守点検に必要な能力を有する者を保守点検責任者 

として旨名すること。
(4) 保守点検記録の作成
保守点検をした場合は、保守点検記録を作成 

し、3年間保存すること。
別表1管理レベルと保護具の使用［省略一http:// 
www.jaish.Rr.jp/horei/horl-46/horl-46-2-l-
4. html#l、http:ガwww.jaish.0r.jp/horei/horl-46/horl-
46-2-l-4.html#2 参照］
別表2収集場所における作業環境の区分［省略一
http://www.i aish.gr.i p/horei/hor 1-46/hor 1-46-2-1-
5. html参照］
別表3ダイオキシン類の濃度測定の頻度［省略一http:/
/www. iaish.^r.j p/horei/hor 1-46/hor 1-46-2-l-6.html］

圖

基安化発第〇128003号 
平成17年1月28日 

各都道府県労働局労働基準部 
労働衛生主務課長殿厚生労働省労働基準局安全衛生部 化学物質対策課長
廃棄物処理事業におけるクロル 

ピクリン中毒の防止について

廃棄物処理事業における労働災害防止については、 
「清掃事業における安全衛生管理要綱」(平成5年3月2 
日付け基発第123号の別添1)等により指導をしていると 
ころであるが、最近、ごみ収集作業の際に容器に残存し 
ていた農薬のクロルピクリンの蒸気を吸入することによ 
る中毒災害が別紙のとおり発生しているところである。
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とのため、ケロルビクリンの製造者団体であるクロル
ピケリン一正業会に対して;}IJ i'J ;i1［ 也略］のとおり、環境省
大臣官房廃業物・リサイケルよJ後部産業廃棄物課長に

対して別添2［省断］のとおりク口Jvピクリン中毒の防止
について要請したところである。

ついては、各局においても、廃棄物行政主般を所苧!
する都道府県及び保健所設置巾の廃棄物担当部局と
の連絡、協議等の場を通じて、下記事項について周知
するよう努められたい。

己日
1 労働衛生教育の実施
関係労働者によJしてクロルピケリンの性状、有害性、
既わしl,廃棄物に遭遇した場台の対処方法について労
働衛牛教育を実肱すξこと。
2 異常発生時の措置
不出JIの事態により、廃棄物の回収又は処叫の際にク

ロルビクリンの蒸気が発牛したときは、直ちに労働昌を
退遊させること。
参考1ウ口ルピヴリンの容器の例
宅なケロルピケリンの商品名
南海ケロー)vピクリン/カヤケクロルピケリン/三井束
圧クロールピクリン/クロビク8 0 /ドジョウヒ"クリン/ド
ロケロール、その他、他成分との混合剤等がある。

参考2ウ口ルピクリンの有害性等について
1 性状
刺激央のある無色の液体で、気化したガスは空気よ

り重く低所に流れる。

2 用途
T壌慎捺剤、命庫爆蒸剤
3 有害性

(1)主要な症状
⑦吸入した場台
-せきや鼻11が出る。・気軒支及びHI［iを強く刺激し、重
l立障害を生じる。・多量に吸入すると悪心、血尿を認
め、百版炎、肺炎、呼吸凶難、肺水艇をおこす。ばく
露の症状は灼持!述、咳、息切れ、喉頭炎、息苫しさ
頭痛、吐き気、恒吐0

5毛皮届に触れた場合

-皮膚から吸収する。 ・皮膚を刺激する(かぶれるた
だれる、発赤するL・皮膚炎を起とすととがある。・水
癌をと主じる。 皮届アレルギーを起こすことがあるロ

③限に人った場合
-粘膜を刺激し催涙する。 ・杭映の炎症により視)j障
害を起こす。

(ーその他
・許容濃l立を超えると、死に主るととがある。・とれら
の影需は遅れて現れることがあるロ

(2)許容濃度
H木yt業衛牛守会 (2004年)訓容濃度

O.lppm (0.67m只/m') 

ACG［H(2OCβ 年lTLV-TWA O.lppm

(注) A C G I H米国序業衛牛専門家会議 
TLV-TWA時間加重平均許内濃度

4 応急措置
(1) 吸入した場合

了11新鮮な空気にあてる。之l呼吸停止の場合は、人工
呼吸を行う。③呼吸同期の場台は、酸素吸入を行うo

lよl医師に連絡するロ
(2)皮膚に付着した場合

':r'汚染したぷ服や靴を脱がせると同時に、大量の水
で最低 15分間洗浄する。必医帥に連絡するロ

(3)眼に入った場合
m A量の水で最低15分間洗浄する。(できればコン
タクトレンズをはずすロ)③洗眼は指で喰をひろげ、大
呈の木で|分に洗浄する長)医師に連絡する。

(4)飲み込んだ場合

Cu IIを すすく必>多量の本を飲ませる③医師に連
終する。
5 漏出時の措置

(1) 退避
(i)危険区域均的立ち退くぷl漏洩した場所の周辺に
はロープを張るなどして立入りを禁止する。

(2)除去方法
治大呈の流出には、土砂舎で流出を止め、多量の活
性炭又は消石引くを散 {［Jして覆い、至急、関係先に辿絡
し、専門家の指示により処理する。②ノjふ量の流山では、

布でふさ取るか又はそのまま風にさらして荒先させる。
':3～'漏れた液を密閉式の表示された容器にできるだけ

集める。

(3)事故処理の際の装備
|、記のうち作業に適したものを使用する。

Cu呼吸器の知事共(呼吸崩保護具を看財する。 )Gきで
の保譲具(保護手袋を着用する。)(～)眼の保護具(顔

而シールド又は呼吸器用保護Rと眼用保護貝の併

出。)③皮膚及び身休¢果護士主(保護衣を着同する。
(耐えい飛散した場合の処理時でも防護衣の上に防
火服を着決する。)

(4)検知方法
検畑符恥素用、クロ)vピクリン用、ホスゲン用。
6 廃棄上の注意
分解法事量の界由活陀剤を加えた而硫際ナトリウ

ムと炭酸ナトリウムの混合溶被中で、 J憤枠し分解させた
後、多量の水で希釈して処叫する。
［参与文献等省略］ 出
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各地の便り

旧国鉄清算事業圆こ移行し、同事旧国鉄*JRのアスベスト被害 
神奈川♦元大船工場労働者の中皮腫認定

業団の解散以降は、独立行政法 
人鯉建設•運輸施支援機 
構国鉄清算事業本部に引き継が 
れている。

旧国鉄大船工場で電車等の改 
造作業に従事し、石綿に曝露した 
以源因で胸膜中皮腫を発症し、 
亡くなられた故加藤進さんに、1月 
20日、公務災害の認定が下りた。 
中皮腫と確定診断されたのは、昨 
年9月3日だったが、その時はまだ 
元気で仕事をされていたのである。 
しかし、そのわずか3か月後の12 
月5日に病状が急速に悪化し、亡 
くなられてしまった。
加藤さんは、国鉄が分割民営化 

された1988年3月に同大船工場を 
退職しその後プラスチック成型の 
会社に再就職。亡ぐ^られたときは 
まだ61歳という若さだった。11月6 
日の娘の結婚式には、入院中にも 
かかわらず花嫁の父として式場に 
参席する気力も見せた。しかし、そ 
の花嫁の父には余命いくぱくも残 
されてはいなかッたのだ。
加藤さんは、1963年4月に国鉄 

の大船工場に入所した。当時、大 
船工場には800人近ぐ^働いてお 
り、それぞれ電車等の解体、修理、 
改造の作業があったが、加藤さん 
は修理と改造の作業に従事した。 
修理の作業では、床下の制御器、 
抵抗器等の機器を下ろすときに、 
エアーで吹いて掃除をする。その 
「抵抗器を吹くときはホコリがひど 
く、マスクもしていなかったため、粉 
じんをたくさん吸い込んでしまいま

した」と、生前の聞き取りで加藤さ 
んは語っている。

また、床下機器の電気の配線エ 
事では、電線の入った塩化ビニー 
ルのパイプ(こ石綿でできた板状の 
断熱材き付けTV、く作業秘っ 
た。「石綿をバケツに入れた水に溶 
かすと、軟らかくなってパイプに卷 
いただけでよ«っつくようになりま 
す。この断熱材を卷いたパイプを 
艇子で抜いて、石綿の断熱材を破 
砕して落とすと、白い粉がパラパラ 
と周辺に飛散します。マスクもして 
いないので、白い粉をたくさん吸っ 
てしまった」とも語っている。いずれ 
の作業でも断熱材として使われて 
いた石綿に曝露したことは明らか 
だった。
公務災害として認定したのは、 

国鉄清算事業本部東日本支社。 
旧国鉄職員の災害補償は、労災 
保険法でtsなぐ国家公務員災害 
補償法に準拠して旧国鉄が直接 
行っていたが、国鉄改革時には、 

旧国鉄職員で中戲麵症して
公務災害として認められたのは、
京都府内の運転所に勤務してtゝた
立谷勇さん、東京部品)11電車区に 
勤務していた久富義孝さん(2004
年8 • 9月号103頁参照)に続いて
3人目と見られるが、石綿に関連し 
た肺がんやじん肺でもいくつか認 
定された事例があると考えられる。

すでに、亡ぐ^られた加藤さんの 
葬儀のときに伝えられた中皮腫と
いう病名のことで、同大船工場で 
働いて同名の病気で亡ぐなられた 
方の遭族からの相談がセンターに 
寄せられている。加藤さんが働い
ていたJR大船工場は、鉄道マニア 
に惜しまれながら近々に閉鎖の予 
定ということだが、車両の修理、解 
体を行うJRの工場は、大船工場以
外に全国で数多くある。

これらの工場で働き、石綿に曝 
露した人々の被害が多数出てし巧
ことが予想される。旧国鉄、JRを問
わず、石綿被害の掘り超 
こしは急務の課題である。
(神奈川労災職業病センター

西田隆重)

防音耐火ドア製造据付エ大阪參労働組合の協力で元同僚証言

防音耐火ドア製造据付エの的 場勇さんは、1960年代から70年代
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大阪府箕面市 的編照子63歳主婦

にかけて、仕事で使用したアスベ 
ストに曝露したこと〇源因で胸膜中 
皮腫を発症し、発見からわずか3 
か月で急速に悪化し、死亡された。
作業内容は、アルミサッシの窓 

枠製作、ドアの製作、学校等の間 
仕切り、それらの取り付け作業な 
どで、アルミサッシを取り付ける際 
には、その横で、壁などの吹き付 
け作業が頻繁に行われていた。

ドアの製作時には、防音•断熱 
のために、ドアの中にアスベスト• 
クロスを挟みこんでいた。それらの 
作業の際には自分の手で、アスベ 
ストクロスを引きちぎるようにしてい 
ることもあったし、ハサミで切ること 
もあった。音楽関係大学の防音ド 
アの工事にも、アスベストを使用し 
た。パネル等の張り合わせにも、ア 
スベストは使われていた。
古い時代のことだったが、幸い 

労働組合の協力で、当時の元同僚 
の証言が得られたことが、労災認
定を早めた(大阪•茨木労働基準 
監督署が認定)。

いまご遺族は、患者と家族の会 
に参加してし^)。(別掲は毎日新聞 
に掲載された妻•照子さん
の手記) 娜

火災報知機取付け作業でも
静岡參労災認定の報は聞いたけれど…

火災報知器の取り付け業に従 
事する、静岡県在住のEさんは、 
2003年暮れから、倦怠感、歩行時 
の息苦しさを感じるようになった。 
年末仕事に追われ、近隣の病院を 
受診したのが、年明けであった。受 
診したその白のうちに、総合病院 
を紹介され、検査入院。検査の結 
果、悪性胸膜中皮腫と診断された。

Eさんは、現在の火災報知器設 
置の仕事に携わ^以前、1957〜61 
年までの侔間、F社の耐熱パイプ 
の製造工場で4年働いていた。そ 
こでは、石綿を紙状に伸ばしてポ 
リエステルをしみ込ませ、芯となる 
鉄棒に巻き付け固めて、パイプを 
作っていた。

Eさんは、就職当時、「解綿(石 
綿を解綿剤でほぐし、南京袋に袋 
詰めにする作業)」といわれる工程 
を1年ほどした後、固まったパイプ 

の耳切作業を2年行った。その後、 
問もなくこの工場を退職し、配管• 
配線工事の職人として働なぅは 
り、とりわけ火災報知器の設置で、 
培った技術を活かして働いてきた。 
小柄で身軽なEさんは、労を惜し 
まず、配線作業で屋根裏に潜る毎 
日だった。

「考えてみれば、石綿まみれの 
仕事から縁が切れることがなかっ 
た」と話していたEさん。直接製造• 
加工ということで、F社の労働保険 
番号で、静岡県富士労働基準監督 
署に、20CW5月、労災請求。業務 
上認定の報を受けて間もない10 
月、永眠された。

2004年1月に診断され、2月にセ 
ンターに相談の電話をいただいて 
から、わずか8か月後の悲 
しい別れであった。

(東京労働安全衛生センター)
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外国人労災訴訟に勝訴判決
る社長自らによって、常に作業をせ 
かされており、最低限の作業場所 
まわりの木屑の掃除できない劣悪大阪•高裁が安全配慮義務認める な環境であった。そのために労働 
災害も多発しており、Yさんの事故

大阪.fcWの木枷工工場で 
右腕を切断したブラジル人労働者 
のYさんが、事業主の株式会社永 
井半に損害賠償を求めていた裁判 
が、提訴から3年、やっと判決をむ 
かえた。
判決は、被災者本人の過失を3 

割としたものの、事業主としての会 
社側は安全配慮義務を怠った克を 
認めて、原告勝訴であった。

1999年7月、Yさんは、フィン 
ガープラントという合板の端を削り、 
のりで接着して長い柱を作る機械 
で作業中、板を削る刃によって右 
腕を根元から切断された。療養中 
に心因反応(ユる精神障害も発症 
し、腕の切断と合わせて、障害等 
級3級に認定された。
刃のカバーは、事故の前から取 

り付け不能の状態にあり、事業主 
はこれを知りながら対処していな 
かった。争点のひとつは、フィンガー 
プラントは自動で板を送り加工す 
る機械であったので、Yさんがなぜ 
機械を停止させずに刃の付近に近 
寄ったのか、という点であった。

Yさんは、大事故により記憶を 
喪失しており、こちら側は日常の作 
業の中から想像した理由を挙げる 
しかなく、十分に納得のいく説明が 
行えずに、判決では、本人の過失 
を3割とされた。一方、被告会社の 
責任について、工場では80人の従 

業員のうち、60人がブラジル人で 
あったにもかかわらず、機械の安 
全についての説明は日本語で行っ 
たのみで、説明書も日本語であっ 
たので、実際作業していた原告ら 
ブラジル人労働者は、一度も詳細 
な説明を聞いたり読んだりすること 
なしに、作業していたという点を認 
め、安全配慮義務違反があったと 
した。
永井半工場は、安全教育の不 

足に加えて、労働者は見回りに来

はそういった環境で起こるベくして 
起こった事故だったという事実は、 
残念ながら、判決上、考慮されな 
かった。

しかし、裁判官は、永井半に対 
じC相当な額を支払うように言し鍍 
した。永井半は、これに対し不服と 
して控訴した。地裁段階で3年、事 
故からはすでに5年がたっており、 
精神障害で薬なしではいられない 
Yさんにとって苦しい状況であるの
で、高裁での一刻も早い解
決が望まれる。
(関西労働者安全センター

田島陽子)

急性腰痛を逆転公務上
東京參発症2年後の基金審査会採決

清掃作業中の腰部捻挫に、地方 
公務員災害補償基金力吓して^た 
公務外認定処分に対し、2004年12 
月15日付けで同基金審査会が取 
り消しの裁決をした。

2002年11月30日の朝、TSさん 
は不配柳収集作業をしTV t 
別の人が高さ180cm くらいの大型 
箱型台車にシーツを満載して重そ 
うに運搬していたが、道幅が狭く、 
清掃車が通過す待っていた。 
防鳥ネットが道路に広がっていた 
ため、TSさんは、台車の通行の妨 

げにならないように片付けようと、 
清掃車が動き出すと同時に、中腰 
姿勢から左手で防鳥ネットをつか 
み、上体を起こすようにして勢いよ 
く引っぱりあげようとした。

このとき、動き始めた台車の車 
輪が防鳥ネットの端を踏み、TSさ 
んの上体ががくんと前に引っぱら 
れるようになり、急激に腰部に痛み 
が生じ、継続した。

TSさんは、午後力ち帰宅したが、 
痛みが強まり、寝返り、歩行もでき 
な边っ枕め、整形外ms診し、
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腰部捻挫の診断で療養をした。TS 
さんは、公務災害認定請求をした 
が、基金東京都支部は、「転倒等 
は認められず災害性要因に乏しく 
公務を単なる機会として発症した 
に過ぎない。」として、公務外認定 
をした。
続く審査請求に対しても、基金 

支部審査会は、棄却の裁決を下し 
た。
業務によって発症したかどうか 

ではなく、単純に転倒や401识以上 
の重量物を持ち上げたときに急性 
発症した災害I生腰痛(明を公務上 
にするという基金の不当な基準に 
対し、NO^突きつけ改善する機会 
であると、自治労や東京清掃労組 
は力を入れて取り組んだ。
亀戸ひまわり診療所にも意見書 

の依頼があり、次の内容で提出し 
た。
① 中腰姿勢力ち主に背筋を使っ 

て引き上げる背筋力型挙上
② 左右非対称性の重量物持ち
上げ動作

③ 重量物持ち上げにあたり、急
激な加速をした。

④ 量物の取り扱いにあたって、
その取り扱い物が予想に反して 
著しく重くなった

の4点から、発症時には、腰痛発症 
の大きなリスクが存在していた。
中腰姿勢力^)左手で防鳥ネット 

をつかみ、上体を起こすようにして 
勢いよく引っぱりあげようとした瞬 
間に、腰痛が発症した。この作業 
は、前述したごとく、医学的にみて 
腰痛を発症するリスクの大きい作 
業であり、原因と結果の対応した 
関係があるといえる。

レントゲン所見に若干の所見は

あっても、この変化は本件発症前 
からあったと考えられ、この程度の 
レントゲン変化があっても、腰痛症 
状がなく、数年間作業を行なうこと 
ができていたことになる。したがっ 
て、この変性変化があることは、基 
礎的状態であって、このことだけで 
腰痛症状の急激な発症は説明で 
きない。
前述した①〜④が重なるこtは、 

業務としては通常ないことであり、 
腰部への負荷として、著しく大きな 
ものであったと考えられる。このこ

とによって、急激な腰痛が発症し 
た。以上より、本件傷病と公務は相 
当因果関係があると考える。
基金審査会は、「大型台車とい 

う重量物が、突然、引っ張り上げよ 
うとしていた防鳥ネットの端を踏む 
という事故的な事由により、腰部に 
対して通常の動作とは異なる動作 
による急激な力が作用し発症した 
もの」と認め、公務外認定 
処分を取り消した。 
(亀戸ひまわり診療所

整形外科医■三橋徹)

重激な港湾労働による腰痛神奈川參審査請求で障害等級見直し

港湾労働者の菊地政志さん(76 
歳)の障害補償給付の審査請求｝こ 
ついて、2004年10月26日付けで、 
原処分取り消しの決定が下りた。 
横浜北労基署の障害等級12級認 
定が取り消され、11級となった。
菊池さんは、約30年におよぶ港 

湾労働2る腰痛浚形性腰椎® 
で長年療養してきたが、2004年3 
月末日、症状固定となり、針灸特 
別援護措置とアフターケアを受け 
てきた。療養中に国を相手取って 
起こした針灸裁判の原告の一人に 
もなった。
今後、山形の実家に帰ることに 

なる菊地さんに、これまでを振り返っ 
てお話をうかがった。
♦山形から出稼ぎに
◊お生まれは？

1928年山形県米沢市で生轨 
ました。国民学校卒業後、戦前は 
茨城県の日立製作所(軍需工場) 
で働きました。
◊戦後は？
敗戦と同時にそこを辞め、実家 

に帰りました。もともと農家ではな 
かったので、しばらくは臨時で土建 
作業や雑役を行いました。冬は雪 
が降るし、ろくな仕事もなかったの 
で、出稼ぎに出ることにしました。 
◊出稼ぎはどちらへ？
長野や新潟のダムエ事現場に 

行きました。仕事は、掘削や岩石 
を運ぶトロッコ押し、バイブレーター 
を使ったコンクリート打ちなどでし 
た。東京で、家を建てるための地 
層掘りなども行いました。この頃は 
半年働いて、半年失業保険をもら 
うこと力坨きたので、冬場働きに出
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て、夏の間は失業保険をもらって 
生活しました。1〇年ほど続けまし 
た。

參塩をなめなめ、水を呑みのみ
◊横浜にはいつから？

ちょうど30歳の頃ですガち、1958 
年頃だと思います。いわゆる立ち 
ん坊をやり、決まった手配師から日 
雇い仕事を受けました。主に港の 
仕事でしたが、他にも様々な仕事 
に就きました。港湾の仕事は賃金 
も高く、仕事はきつぐCも自分に合っ 
てると思い、通年で働くようになり 
ました。肩に担ぐ仕事は、初めは軽 
い物からだんだん慣らして、重い物 
(小麦93kgキューバ糖120kgなど) 
も担ぐようになりました。初めは夕 
イミングが合わず、袋物を落したり 
しました;^、息を止めて担ぐ要領が 
だんだん分かりうまく担げるように 
なりました。
◊その後、港湾労働法施行に伴 

い、登録日雇労働者(青手)(こな 
るわけですね。
そぅです。1967年だと思います。 

腰痛のため娜ナなぐ^る1988年ま 
で、就労しましだ。職種は、最初は 
弓Iっ張り、それから上肩A、一般沿 
岸と変わりました。青手時代一番 
長ぐ^ったのは上肩で、15年くらい 
です。
◊どんな仕事でしたか？
上肩では、93k,a^小麦や120kg 

のキューバ糖などが入った袋物(バ 
イキ)を肩でかつぎ、倉庫に山付け 
したり、トラック積みをしました。山 
付けは、コンベアで押し上【ずられた 
バイキを5段ずつ足下に落して積 
み上げ、2〇〜30段くらいまで上げ 
ました。バイキの上に載って担ぐた 

め、足元が悪く、腰や膝に負担が 
かかりました。トラック積みは、ホッ 
パーの下で袋づめしたバイキをコ 
ンベアに積んで、それを肩で受け 
て、トラックに積みます。コンベアか 
ら肩に受けるときに肩、首に負担 
がかかりました。
◊きつかったのは？
昔はフォークリフトも機械もなく、 

みんな手作業でやるため、腰、膝、 
首、肩、肘など全身に負担がかか 
りました。
真夏の倉庫内の室温は40度以 

上あり、一日中担いでいるため脱 
水症状をおこし、塩をなめなめ、氷 
水を呑みのみ作業しました。冬場 
は、キューバ糖が石みたいに固く 
なってそのままでは積み上げるこ 
とができないため、一袋一袋バー 
ルでほぐしながらの作業でした。仕 
事を終わって家に帰りひと休みす 
ると、腰が抜けたようになり、トイレ 
に立てないこともありました。東京 
オリンピックの前後は本当に忙し 
かったです。自分でもよく働いたと 
思います。
•これからはゆっくり温泉に
◊腰痛はいつ頃から？
慢性的な痛みを感じるようっ 

たのは、1984年頃からです。腰か

ら足にかけて重い痛み、シビレが 
出てきました。それで、職種変えを 
して秘いましたが良访らず、1988 
年には歩くことが困難こなり、港町 
診療所にかかりました。20m歩い 
ては休んで、20m歩いては休んで 
という状態でした。それで手術のた 
め、湘南中央病院に1か月半入院 
しました。生まれて初めてのことで、 
手術後、体が動かせず、せきもで 
きず、大変でした。かみさんに10日 
間付き添ってもらいました。
◊山形のご実家はいか力巧すか？
毎年、正月には実家に帰り、家 

族ですごしていました。かみさんと 
息子夫婦、孫が二人います。かみ
さんは膝が悪いので、これからは 
ゆっくりと温泉の付き合いでもした 
いと思います。
◊最後に、ひと言。
港町診療所には16年間お世話

になりました。これまで治療に専念 
できたのは、労災認定が受けられ 
た胁げです。後遺症については、 
山形で治療できるように書類をつ 
くってもらいました。港町診療所の 
先生、スタッフの方々、全港湾の仲
間、みんなに感謝したいと 
思います。 ft
(聞き手：神奈川労災職業病

センター■小野隆)

通勤災害と業務災害 
厚労省•まぼろしの通達?を入手

※内容は伝えられているのに、原
文を見ることがなかった以下の

通達を入手したので紹介する。
昭和48年12月1日付け基発第671
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号都道府県労働基準局長宛て労 
働省労働基準局長通達

業務災害の取扱について

労災保険法上、業務上贈嘶 
する場合における「業務」には、当 
該労働者の本来の担当業務はも 
ちろんのことであるが、本来の担当 
業務そのものでなくとも当該事業 
の運営上及び当該労働者が業務 
を遂行する上での必要又は合理的 
行為であり、当然に業務に附随す 
る行為であると認められる行為は、 
「業務」に含まれると解することが 
相当であるから、下記の災害の場 
合には、業務災害として取扱うこと 
としたので、了知されたい。

記
1事業場に食事をする施設が 

ないため、又は不十分なため、 
使用者が事業場に近接する食 
堂と労働者の食事について契約 
を結び指定食堂としている場合 
及び事業場の近辺に数件の食 
堂しかなく、労働者がそれらの 
食堂を利用せざるを得ないよう 
な状況にある場合において、当 
該事業場と食堂との間の直接の 
往復途上における災害

2 事業場に医療機関力ぬぐ就 
業中に緊急の治療を要する場 
合において、使用者の指示又は 
了解により、当該事業場と最寄 
りの医療機関との間の直接の往 
復途上における災害

労働組合の個人情報保護
厚労省參講ずべき措置の指針を策定

2005年3月25日、厚生労働省は 
ホームページ上に下記の指針を公 
表した。事前に実施されたパブリッ 
ク•コメント手続の結果も公表され 
ている。

個人情報の適正な取扱いを 確保するために労働組合が 講ずべき措置に関する指針
第1目的

この指針は、高度情報通信社会 
の進展に伴い個人情報の利用が 
著しく拡大していることにかんがみ、 
個人情報の適正な取扱いの確保

に関して労働組合が講ずべき措置 
について指針となる事項を定める 
ことflり、労働組合が講ずべき措 
置の適切かつ有効な実施を図るこ 
とを目自勺とする。
第2定義
1この指針において使用する用 
語は、個人情報の保護に関す 
る法律似下「法」という。)第2条 
において使用する用語の例
る。
2この指針｛こおいて「労働組合」 

とは、個人情報取扱事業者のう 
ち、労働組合法(昭和24年法律 
第174号)第2条に規定する労

働組合(船員のみに係るものを 
除く。)をいう(第4に規定する場 
合を除く。)。
第3労働組合が講ずべぎ措置 

について指針となる事項
1法第15条に規定する利用目 
的の特定に関する事項
労働組合は、個人情報の利 

用の目的似下「利用目的」とい 
う。)を特定するに当たっては、 
当該個人情報の供されな舌動、 
目的等が一般的かつ合理的に 
想定できる程度に明確に行うも 
のとすること。
2法第16条に規定する利用目 
的による制限に関する事項

(1) 労働組合は、法第16条第1 
項及び第2項の本人の同意とし 
て、書面(電子的方式、磁気的 
方式その他人の知覚tこkっては 
認識することができない方式で 
作られる記録(以下「電磁的記 
録」という。)を含む。)又は口頭 
による明示的な同意の意思表 
示を得ることが望ましいもので 
あること。

(2) 労働組合は、その活動の遂 
行に必要な場合に限り、個人情 
報を取得するものとすること。

(3) 労働組合は、その取り扱う個 
人データについて、利用目的の 
達成に必要な範囲内で保存期 
間を定め、当該保存期間翻後 
又は利用目的を達成した後は、 
避帯なくこれを?肖去す塑 
ましいものであること。

3 法第18条に規定する取得に 
際しての利用目的の通知等に 
関する事項
労働組合は、法第18条第1 

項及び第3項の本人への通知
安全センター情報2005年3月号 71
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をするに当たっては、書由(屯｛滋

的記録を含む0)又は口頭によ

り行う宅『とし、公表をするに出

たっては、労働組心、の事務所に

ヰ三品ナる書面の掲示若しくは備付

けムくはホームページ上での掲載

その他の方法により継続的に行

うことが望ましい毛のであξこと。

4 法第20条に規定する安全管

理品開に悶する事現

(1)労働組合は、その取りt止さ固

人データの漏えい、滅失えはき

!t:! (以下「漏えLミ等」むの。 )の

防止そ江他のj J I i l人データの安

全管理のため、組織的、人的、

物理的及び技術的安全管理拍

置を講ずるものとすξこと。その

際、個人データの漏えい等の事

故が発干した場合に本人が被

ξ権和l利益¢蔓dの大きさを考

慮し、必要かつ適切な措置を講

ずるものとすること。

(2)労働組合は、組織的安全管

聞のために次に掲げる事頃に

つL叫位置を講ずることが望ま

しいものであること。

イ ｛凶人情報保議官開者のl改置

ロ何人デタの安全管理拍間

を講ずるための組織体制の整

備

ハ何人デタの安全管理拍間

を定める規程等の整備と規程等

に従った運用

ニ何人デタ取扱台帳の整備

ホ個人データじり安全管理措置

の計｛曲、見直し汝び改善

へ事故又は違反への対処につ

いての子続の策定

(3)労働組台は、人的安全管開

のために次に嗣げる事項につい

て措置を講ずることが望ましい

ものであること。

イ 雇用契約時及び委託契約時

における非開示契約の締結

ロ 従業者に対する教育及び作

発の実施

(4)労働組台は、物理的安全管

理のために次に嗣げる事項に

ついて措置を講ずξことが望ま

しいものであること。

イ 入退館(宅)管理の実施

ロ 浴難等に対する対策

ハ機26 、装置等の物理的な保

護

(5)労働組合は電子計開羽狩用

いて個人データを取り扱う場台

は、技術的安全管理のた以コく

に掲げる事項について措置を講

ずることが望ましL喝ので主ξこ

と。

イ 個人データへのアケセスにお

ける?品別と認証

ロ 何人データへのアケセス品附P

ハ 個人テータへのアクイ民権限

の管理

ニ何人データのアケセスの記録

ホ 個人データを取り抜う育報シ

ステu二対する不止ソフトウエア

対策

へ 個人データの移送・通信日おっ

対策

卜 何人チータを取り扱ラ情報シ

ステムの動作確認時の対策

チ倒人データを取り扱引古宇tシ
ステムの監伺

5 法第2 2条に規定すそ委託先

の恥督に関する事項

(1) 労働組合は、伺人情報の保

護について十分な措置を講じて

いる者を委託先として選定する

ための基準を設けることが望ま

しいものであること。

(2)労働組合は、次にJ目け為事項

について、委託契約時に委託の

内容に比jじて明修化する三とが

望ましいものであること。

ィ jJIil人データの安全管理に闘

する事項で、例えば次に掲げる

もの

(イ)恒人データの漏えい等の防

l上及び盗用の祭I上に関する事

J)五

(ロ)委託契約範囲外の加工及び

利用の栄 rc
(ハ)委託契約範岡外σ複写及び

複製の禁止

(ニ)委託契約期間

(ホ)委託契約終 (1主的何人デー

タの返還、消去及び破棄に閣す

る事頃

口 僻人データの取扱いの再委

託をfTうに当たって¢委託元へ

の報告とその方法

ハ僻人データのほ扱状況に関

する委託者への報白の内脊及

び頻度

ニ 委託契約江内容及び期|日Iが
遵守されていることの確認

ホ委託契約の内容汝ぴ期間が

遵守されなかった場合の拍肖

へ jJIil人データの漏えい等の$

政が発生した場台の報汗・連絡

に悶する事JJj
卜 jJIil人データの漏えい等の$

政 fs発生した場内こH tる委託

元と委託先の責イでの範岡

6 法第23条に規定する第三者

提供の制限に関する事頃

(1) 労働組合は、共済事業その

他の活動の遂行に当たり、個人

テ守ークを第二者に提供する場台

には、法第 23条第1思各号、第

2項又は第4項各弓に該当する
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場合を除き、あらかじめ本人の 
同意を得るものとすること。

⑵ 労働組合は、法第23条第1 
項の本人の同意として、書面(電 
磁的記録を含む。)又は口頭に 
よる明示的な同意の意思表示 
を得ることが望ましVゝものである 
こと。

(3)労働組合は、法第23条第2 
項から第五項までの本人への 
通知をするに当たっては、書面 
(電磁的記録を含む。)又は口頭 
により行うものとし、本人が容易 
に知り得る状態に置く措置を講 
ずるに当たっては、労働組合の 
事務所における書面の掲示若 
しくは備付け又はホームページ 
上での掲載その他の方法によ 
り継続的に行うものとすること。

7 法第24条に規定する保有個 
人デー^に関す罐項の公表等 
に関する事項
労働組合は、法第24条第1 

項の本人の知り得る状態に置く 
措置を講ずるに当たっては、労 
働組合の事務所における書面 
の掲示若しくは備付け又はホー 
ムページ上での掲載その他の 
方法により継続的に行うものと 
すること。

8 法第25条に規定する開示に
関する事項
労働組合は、法第25条第1

項の規定により求められた保有 
個人データの全部又は一部に 
ついて開示しない旨の決定を本 
人に通知する際には、根拠とな 
る法の規定(当該保有個人デー 
夕の全部又は一部につゝて開示 
しなIゝことの根拠となる法第25 
条第1項各号のうち該当するも 
のをいう。)を併せて通知するこ 
とが望ましいものであること。

9 労働組合の個人情報保護に 
関する考え方や方針の明確化 
に関する事項

(1) 労働組合は、労働組合の個
人情報の保護に関する方針等 
に関する宣言を定め、公表する 
ことが望ましいものであること。

(2) 労働組合は、(1)の宣言に、
次に掲げる事項を定めることが 
望ましいものであること。

イ取得した個人情報を目的外
に利用しないこと。

ロ苦情処理に適切に取り組む 
こと。

(3) 労働組合は、⑴の公表をす 
るに当たっては、労働組合の事
務所における書面の掲示若しく 
は備付け又はホームページ上 
での掲載その他の方法により継 
続的に行うことが望ましいもの 
であること。

10個人情報の漏えい等の事案 
が発生した場合の対応に関す

る事項
⑴労働組合は、自己の取り扱う 
個人情報倭託を受けた都诹 
り扱うものを含む。以下この項に 
おいて同じ。)の漏えい等の事実 
を把握した場合は、当該漏えい 
等に係る個人情報の内容を本 
人に速やかに通知し、又は本人 
が容易に知り得る状態に置くも 
のとすること。

(2) 労働組合は、自己の取り扱う 
個人情報の漏えい等の事実を 
把握した場合は、遅滞なく、二次 
被害の防止、類似事案の発生 
回避等の観点から、可能な限り 
事実関係、発生原因及び対応 
策を公表するものとすること。

(3) 労働組合は、自己の取り扱う 
個人情報の漏えい等の事実を 
把握した場合は、事実関係、発 
生原因及び対応策を厚生労働 
省に直ちに報告するものとする 
こと。
第4個人情報取扱事業者以外 

の労働組合による個人情報 
の取扱い

個人情報取扱事業者以外の労 
働組合法第2条に規定rる労働組 
合(船員のみに係るものを除く。) 
であって、個人情報を取り扱うもの 
は、法及び第3の規定に準じて、個 
人情報を適正に取り扱うことが望 
ましいものであること。

職業性石綿ばく露と石綿関連疾患
一基礎知識と労災補償一 森永謙二編(独)産業医学総合研究所 

(有)三信図書発行 370頁4,000円(税込) 
割り引き取り扱いします。事務局までご連絡下さい。

［改訂新版］2005年3月25日発行 必読！最新の認定基準改正に対応

安全センター情報2005年3月号 73



［リチ］
EUの新しい化学物質規制

申し込み•問合せ先►国際市民セミナ_実行委員会
〒136-〇〇ア1東京都江東区亀P7-10-1 Zビル4階 TEL_FAX03-5836-4359 E-メールsyasuma@tc4.so-net.ne.jp

「化学物質汚染のない地球を求める東足宣吾」賛同署名にご協力くたさい。

よく分かる REACH解説書
化学物質汚染のない世界をめざして

EUの新しい化学物質規制—REACH
【 国際市民セミナーの記録】

^A4判131頁 ^2005年3月刊 頒価500円+送料

編集■発行|国際市民セミナ_実行委員会

今、世界fこ先駆けてEUで導入されようとしている新しい総合化学 

物質規制「REACH」。その中身は、予防原則fこ立つ、安全性の立証 

責任を行政から事業者へ移す、既存の物質fこも安全性の確認が課 
せられるなど、画期的なものです。

「REACH」が実現すれば、人の健康と環境を守るという人類の願い 

がEUだけではなく、地球規模で促進されると期待されます。本書を読 
めば、REACHfこついて、なぜ必要なのか、背景、内容、進陟状況、 

誰が反対しているかなど、そのすべてがわかります。

2004年11月fこ開催された国際市民セミナ_の記録に、前EU議会 
議員インガ_•ショ_リングさんの著書『EU化学物質政策の探索ガイ 
ド-- REACH何が起きたのか、なぜ？第2部政策』の邦訳70ペ

ジを新たfこ加えた、今一番ホットなREACH解説書です。

【購入方法】

裏面の申し込み用紙で、 

FAXまたは郵送、E-メール 

でお申込みくたさい。

代金は現品到着後、同封の 

郵便振替用紙でお振込みく 

たさい。

第2部攻策

紀ii:Che OreenstEuroOean Oree Alliance in the European Oa 
htt^^^^^^^greens^efa^org^en^

httOOOOOOOneOOOasahiOOagaOuOicoO
2005洚2月

mailto:syasuma%40tc4.so-net.ne.jp


全国尚働安全池田生ヤ‘夕 、車絡A ＝－義臣同1靭女尋I セノ － 」 椅 冨 議
〒136-0071東京都江東区他戸7・l0-1 Zピル5階 TEL(OJ) 3636-3882/FAX (03) 3636-3881 

E-mail joshrc@jca.apc.or只 HOMEPAGEhtlp: //www. jca.apc.or_g/joshrc/ 

.J-1ミ 京 ・NPO法人東京労働安全衛生センター E-mail etoshc@jca.apc.or只
〒136-0071江京区亀戸7-l0-1Zビル51桝 TEし（03)3683-9765 /FAX (03) 3683・9766

東 京 ．三多摩労働安全衛生センター
干185-0021国分寺市南町2・6-7丸山会館ユ5 TEL (042) 324・1024 /FAX (042) 324-1024 

点 点．三多摩労災職業病研究会
〒185-0012国分寺市ノ同T4-12-14三多摩医療生協会fft'i内 TEし（042)324-1922 /FAX (042) 325・2663

神奈川 ・社団法人神奈川労災職業病センター E-mail k-oshc向1ca.apc.or只
〒230-0062繊浜市鶴見区盟問町20-9サンコーポ世間505TEし（045)573-4289 /FAX (045) 575・1948

新 潟 ．財団法人新潟県安全衛生センター E・mailKFR00474@nifty目ne.jp

〒951-8065$iff,JTlnlVffi!i函2-481 TEL (025) 228・2127/FAX (025) 228-2127 

的 ｜吋．清水地域勤労者協議会
〒424-0812r,'171く市小柴111r2・8 TEし（0543)66-6888 IF AX (0543) 66・6889

愛知｜・名古屋労災職業病研究会 E-mail roushokuken@bc.to 
〒466・0815名古＠rJ'ill{l利区山手通5・33-1 TEし（052)837-7420/FAX(052)837-7420 

ぷ m・京都労働安全衛生i重絡会議
干ωト8015京郡市南区東it条御室町6-1-17ンピシャス修垣りレIF TEL(075)691-6191 /FAX(075)69ト6145

大 j恒・関西労働者安全センター らmailkoshc2000@yahoo.co.jp 
〒540・0026大阪市rJ1央区内本町ト2-13ば／めいピル602TEL(06)6943-I 527 /FAX (06) 6942・0278

兵 J,JTe 尼崎労働者安全衛生センター E-mail jh31012@msf.bi只lobe.nc.jp

干660-0803尼崎市長洲本通ト16-17阪神医療生協気付 TEL(06)6488-9952/FAX (06)6488-2762 

兵 )・17.・関西労災職業病研究会
〒660-0803尼崎市長洲本通ト16-17阪神医彼生協長洲支部 TEL (06) 6488-9952 /FAX (06) 6488・2762

兵 JolTeひょうご労働安全衛生センター E-mail a-union@triton.ocn.n巴.jp

〒651-0096神戸市中央区笠井通1-1-1212日 TEL(078) 25 l・1172/FAX(078)251-ll72 

1よ μ．広島労働安全衛生センター らmailhiroshima-racc@lcaf.ocn.ne.jp 
〒732-0827広島市南区稲術BIT5-4u,rnビル TEし（082)264-4110 /FAX (082) 264-4 l 23 

.I:.~ Il5l・鳥取県労働安全衛生センター
〒680・0814.1.：，~取 rl1南町505 自治労会館内 TEし（0857) 22-6 1 JO /FAX (0857) 37-0090 

徳 山・NPO法人徳島労働安全衛生センター E-mail ren_go-tokushima@mva.biglobc.ne.jp 

〒770-0942Mi品市i昭和ilT3-35-I徳島県労働福祉会館内 TEL(088) 623-6362 /FAX (088) 655-41 l 3 

愛 媛 ・NPO法人愛媛労働安全衛生センター E-mail npo eoshc@ybb.nc.jp 
〒792-0003JJr居浜市新旧BITI ・8・15 TEし（0897)34-0900 /FAX (0897) 34-5667 

愛 媛 ・えひめ社会文化会館労災職業病相談室
干790-0066松山rl1宮nWf8・6 TEし（089)941・6065/FAX (089) 94ト6079

尚 匁1e財団法人 高知県労働安全衛生センター
〒780-00I I ~：~匁l l打剣山l；北alTJ-2-28 TEL (0888) 45・3953/FAX (0888) 45・3953

熊 本 ．熊本県労働安全衛生センター E-mail awatemon@cagle.ocn.nc.jp 

干86卜2105熊本市秋1-11町秋田344ト20秋津レークタウンクリニ汐 TEし(096)360・1991/FAX (096) 368-61 77 

大 分・社団法人大分県勤労者安全衛生センター
〒870・1133大分mir的953・I（大分協和病院3階） TEし（097)567・5l 77 /FAX (097) 503-9833 

官附・旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanhyuga@mnet.nc.jp 
〒883-0021目前Hl'ill1光寺283-21l長江団地1-14 TEし(0982)53・9400I FAX (0982) 53-3404 

!1'.t!YU.＇； ・鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail aunion@po.synapsc.ne. jp 
〒899-5215/z合良m1;m治,lclllT本UIT403有明ビル2F TEL (0995) 63・1700/FAX (0995) 63・げOI 

内治体・自治体労働安全衛生研究会 E-mai I sh-net@ubcnet.or. iP 
干102・0085千代田区六番町l自治労会館3断 TEし（03)3239-9470 /FAX (03) 3264・1432

（オブザーバー）

H,i t';e福島県労働安全衛生センター
刊 60-8132偏向rl1.llU~lll f6-58 間μ交通労組l人l TEし(0245)23・3586I FAX (0245) 23-3587 




